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序 章
序 章 研 究 の 意 義 と 本 論 の 構 成
1.研 究 の意義
高度経済成長期 の急激な土地開発 と無秩序 な土地利用転換 が、社会問題 として深 刻化 し
た ことが契機 となって、我 国の法定土地利用計画 に関す る制度 は1960年代末か ら1970年代
前 半にかけ、著 しい進展を とげた。まず、1968年の都市計画法 の改正に よって区域区分が
創設 され、都市サ イー ドか らの領土宣言(ゾーニング)がなきれた。これに対 して翌1969年に
農業振興地域の整備 に関する法律が制定 され、農用地区域指定による農業 サイ ドか らのゾー
ニングが制度化 された。これ以降、森林法(1973改正)、自然環境保護法(1973)などの個別
法 に基づ く土地利用計画制度が、相次 いで整備 ざれてい く。そ して、個 々の土地利用計画
の整合性が問題 とな るに及んで、1974年に国土利用計画法が制定 され、個別法 による土地
利用計画の上位計画が定 め られた。この ような一連の過程 を通 じて、我国の法定土地利用
計画制度は、まが りな りにも整備 され たのである。
しか し、土地利用計画 の作成技術 は、 この ような制度的動 きに十分 、対応 しうるもので
はなか った。 これ以前 より、農村計画論の分野では、土地利用計画 のための計画支援手法
として、土地分級 の研究 が積 み重 ね られて いた。 しか し、農林 水産技術会議 の編 纂 した
『土地利用 区牙の手順 と方法 』をは じめ として、 この時点 までの土地分級研究は、主 とし
て農業 的土地利用計画 を前提 とするもので あった。国土利用計画(市町村計画)に代表 きれ
るような総合的土地利用計画 あるいは都市計画 と農業振興計画 との相互調整 のための土地
分級手法 の開発が期待 されたのである。 この ような要請を背景 として、都市計画調整 シス
テム化調査 で、総合的土地利用計画 のための土地分級手法が提案 され る。地域分級的な性
格をもった地区分級 と住民参 加型 の土地資源評価の性格 をもった用地分級 である。
時代の要請 に応 じて、土地 利用計画 の内容を変 えて いかね ばな らない と考 える。経済の
安定成長期に入 った現在 に至 っても、土地利用問題 は依然 として 、あるいは深刻 の度 を増
して、存続 して いる。都市近郊では都市的土地利用の拡大 に よる土地利用の混乱が、農業
地帯 では生態系 の破壊 と土地資源 の非効率的利用 が、 そして過疎 山村 では耕 作放棄 と粗放
化が進行 している。旧来 の地域管理主体で ある村落共同体は、も はや 自律的な管理主体 と
しての機能 を失 いっっ あり、 それにかわって市町村が地域管理 に対 して主体 的な役割 を果
たす ことが期待 きれてい る。地域管理 の本質は、必要 な手段 を市 町村が主体的かっ組織的
に動員 してr在 るべ き地域 の将来像』、す なわち地域 ビジ ョンに向けて地域社会 を誘導 し
てい くことにあると考 える。したがって、 このような観点か らの土地利用計画では、地域
ビジ ョンの空間的展開が重視 され る必要が あるのである。
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このこ とは、かかる土地利用計画の策定 を支援す る土地分級手法の開発が、農村 計画論
に対 して要 請 されている ことを意味 して いる。地域 ビジ ョンは土地(活動 基盤)と経営(地
域主 体)が一 体 となった 『地域 』に対 してのみ描 くことができる。 また、市町村毎 に、独
自の論理展開に よって計画事項それ 自体 を主体的に創 出 して ゆかねばな らないため、その
評価基準 は、計画課題 お よび地域 的固有性 に応 じて、多様 な形態 を とらざるを えない。 こ
の ような役割 を果た しうる分級手法 は、地域分級的性格 をも った地 区分級手法 である。 し
か し地区分級手法 を発展的 に継承 してい くためには、評価問題に対 する分級手法の況用性
が拡張 され る必要がある。このための基礎的研究の一課題 として評価 関数 の構築 手法 、す
なわち評価手法 の理 論的整理 と開発が あげ られ る。
本論 では、地区分級手法が抱 える、計画技術的な課題 のうち、主 として評価手法に関連
す る課題 を取 り扱 う。研究 の中心は、①一般的 な評価問題 に対 して、従来 の一般的 な評価
手法 である配点法 と主成分分析法に、本論 で新 たに提案す るAHP(AnalyticHierarchy
Process)法を加 えた3っ の評価手法を、評価関数の規範 と構築手順の2側 面か ら、理論的、
実証的に比較考察 し、それぞれの得失を明か にす ること、②動態的評価問題に対 して、従
来の評価方法 の妥当性 を検証 し、新 たな方法 の提案 を行 うことで ある。
II.本論の構成
本論 は序章(本章)、理論編(第1章 か ら第4章)、 実証編(第5章 か ら第9章)お よび終章
か ら構成 さ'れる。各章の概要 は以下 の とお りで ある。
【理論編 】
第1章 で は地区分級 に至 る土地分級研究の経緯 を省察 し、地域管理 の観点 か ら地 区分級
を位置付 け、今後の在 るべ き展 開方向 を指摘 する。
第2章 では評価手法 の理論的考察 に先立 ち、それ を考 えるための枠組(前提)を明か にす
る。まず 、地区分級 の評価手順 を整理 し、その中で評価手法の位 置 と役割 を明確に し、次
に評価過程 の基本的概念 である評価基準、評価構造、評価 手法 にっ いて考究 する。価値的
特性(価値的VS没 価値的)と時間的特性(静態的VS動 態的)によって評価基準 を類型化す
る。本 論では価値的な評価基準を考察 の対象 とし、かっそれが静態的概念で ある場合 をタ
イプ1、 動態的概念 である場合をタイプ2と する。タイプ1の 評価基準 に対す る評価手法
を外的基準 の有無に よって類別 し、従来研究の評価手法 を レビューする。地区分級では外
的基準無 しの評価手法が適 当で あると判断 されるため、本論でも、外的基準無 しの評価手
法 を考察の対象 とす る。
第3章 ではタイプ1の 評価基準 に関する従来の評価手法に理論的考察 を加 え、その特性
を明かにす る。ここでは従来 の経験 的な評価手法である ところの配点法 と、計算機 と統計
プ ログラムの近年 の普及 に伴 って、標準 的な評価手法 とな りっっ ある主 成分分析 を応 用 し
た評価手法(主成分分析法 と略称す る)を取 り上げ る。
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第4章 では参加型 システ ムズ アプ ローチの一手法 であるAHPに 着 目 し、 これを応用 し
た新 しい評価手法(AHP法 と略称する)を提案す るとともに、応用上の留意点 を考察 する。
第3章 お よび第4章 の理 論的考察の結果 を総括す る意味か ら、以上3っ の評価手法 の得失
を、評価関数の規範 と構築手順 の2側 面か ら比較考察す る。
【実証編 】
第5章 では実証編 の対象地域 として選定 した長野県諏訪地域の概要 を整理す る。
第6章 では農業所得水準(農業的地区分級 の評価基準)に対す る外 的環境条件の影響 を農
業経営立地論的 なモデルを用 いて分析 し、農業所得水準 と外的環境条件 との関係性を明か
にす る。分析結果 を踏 まえて、地 区分級の評価構造 の在 り方 にっいて考察す る。
第7章 では、第3章 で理論的に指摘 した主成分分析法の問題点にっいて、農業所得水準
評価 を事例 として実証的に検討 し、第3章 の考察 を補完す る。 ここでは2っ の問題点(①
特 異サンプ ルの影響 と②評価指標の加除 による影響)を取 り上げ る。
第8章 では、第4章 の理論的考察結果 を実証する。都市 的適性評価 を事例 として先 の3
っの評価手法(配点法、主成分分析法 、AHP法)を 適用する。評価関数の重み係数 と評価
値 の妥 当性の2っ の側面か らそれぞれの結果を考察 し、その優劣 を比較する。この実証過
程 では重み係数の比較方法 と評価値の検証方法が提案 される。
第9章 では動態的評価 問題(タイプ2の 評価基準 の把握問題)を取 り上げる。動態的評価
問題の とらえ方 には2っ の立場が ある。①将来の予測問題 として とらえる立場 と②時間軸
の縮約 に よる動態的地域特性 の把握問題 として とらえる立場である。農業所得 の安定性評
価を具体例 として、①の立場 か ら主成分分析 を応用 した従来の動態的評価手法 の妥 当性 を
検 証する。検証の結果、従来 の動態的評価手法に よって将 来予測 を行 うこ とは、必ず しも
適 当でないことが明かにな った。そこで、② の立場にたって、従来 の手法に改良 を加 えた
『変動 の履歴 に よる類型 区分 』を試論的に展開 し、分級結果 との対応関係、類型別 の農業
構造比較、空 間立地特性な どか ら、その可能性 を考察す る。
【終章 】




第 ■ 章 地 区 分 級 論 の 展 開
1.本章の課題
土地分級 とい う用語は、北村に よると農林水産技術会議(土地利用調査研究協 議会)が19
58年にまとめた 「土地利用調査研究要綱 」で最初 に登場するD。 それ以降、土地分級研究
は きまざまな専門領域で展開 きれ、土地分級論 と総称 きれ る独 自の研究領域を形成 しっっ、
今 日に至 っている。
地 区分級 は用地分級 と共 に、都市計 画調整 システ ム化調 査2)(システム化調 査 と略称す
る)で新 たに提案 ざれた市 町村 レベルの土地分級手 法であ る。本章 ではシステ ム化調査 に
至 る研究 の経緯を簡単に整理 した後、地区分級の位置付け と展開方向を明か にす る。
II.システム化調査 に至 る研究の経緯
土地分級研究 には、次 の2っ の立場が あると言 われている。第一は土地分級それ 自体 の
学問的 目的 と意味 に独 自性を求 め、方法論 として の確立 を求め る研究 の立場であ る。第二
はある目的のための計画的方法の一過程 として土地分級 を位置づける研究の立場である3)。
一方、我 国で展開 きれて きた土地分級 の方法論 自体も大 き く分けて2っ の流れがある。農
林水産技術 会議が編集 した 「土地利用区分の手順 と方法 」4)(「手順 と方法」と略称す る)に
端 を発する資源評価的土地分級 と、金沢 らのグループが 「経済的土地分級の研究 」5)で集
大成 した経済的土地分級で ある。
本節では、土地 分級研究 を特徴づ ける上記 の2点(方 法 論的研究vs計 画論的研究 お よ
び資源 評価 的土地分級vs経 済的土地分級)を念頭 におきっっ、 システ ム化調査 に至 る研
究の経緯 を簡単 に整理 してお くことに しよう。
1.土地分級におけ る方法論的研究の展開
我国の土地分級研究は まず、方法論的研究か ら展 開 して いった。こ こでは代表的 な方法
論的研究 として、上記の 「手順 と方法 」お よび 「経済的土地分級の研究 」を取 り上 げる。
1)「手順 と方法」(1964)
「手順 と方法」は、未利用地 ・低利用地 の高度利用のための土地利用区分の方法 開発 を
目的 として、土地 の農林業的利用に関連す る技術 ・経済 の各分野 の多数 の研究者 を組織的
に動員 し、実施 ざれ た研究 である。土地分類 一土地分級 一土地利 用区分 に至 る手順 判が提
示 きれ、我国におけ る土地分級の方法論的研究の第一歩が記 された。 「手順 と方法 」の概
要 と背景 となる計画論にっいて簡単に触れ る廓2。
(1)「手順 と方法 」の特徴
「手順 と方法 」では小気候類型 と土壌 ・地形類型 を組合せて、生産 に対 して同等の能力
をもっ土地 の広が りとして区分 した単位(自然立地土地分類)が土地分級上 の単位 とされて
いる。生産科学的視点か らみた、耕地 ・草地 ・林地 の土地利用種別 の生産適性(耕作性(草
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地は管理性、林地 は育林性)と生育性 の総合適性)を評価基準 として、等級付 けが行 われ る
(土地分級)。土地純収益で経営限界 をチ ェック し、耕地 ・草地 ・林地別 の地域純生産の比
較に よって最適土地利用種が決定 され る(土地利用区分)。
「手順 と方法 」の 自然立地的土地分級 は一定 の技術水準 のも と利用 した場合、期待 しう
る土地の生産力 を把握 しようとい う試みで ある。生産要素 としての土地資源の評価で ある
点、すなわ ち土地条件に よる単位的認識がな され、かっ、土地条件 のみか ら生産適性が評
価 きれて いる点 で資源評価的 な性格が認め られるので ある。
(2)背景 となる計画論
「手順 と方法 」の目的は 「地域土地利用計画 」を策定す る点 にある。必 ず しも土地利用
区分即 ち 「地域土地利用計画 」を意味す るものでなく、 しかも 「地域土地利用計画 」自体
が明確 に規定 されていない6)。ここで は土地利用区分 を大幅 に変更す ることな く、 「地域
土地利用計画」が作成 され ると考 えて、その特徴 を以下に要約す る。
① 「地域土地利用計画 」は土 地利用種 を耕地 ・草地 ・林地 に限定 して利用区分 を定めた農
業的土地利用計画 である。っま り、未利用地開発 の研究 目的お よび当時の社会経済的状況
か ら、 「地域土地利用計画」における 「地域 」 として 「農村地域=農 業地域 」が想定 され
て いた。
②また、未利用地を開発す る場合には、既存 の地域主体 の存在 を意識的に取 り扱 うことを,
必ず しも必要 としない。この ような地域主体 に対す る視点 の欠如 と共に、その手順 、即 ち
生産科学的適性判 断 と地域純生産の比較判断 をもって最適土地利用種 を決定す る手順の中
に、国民経済的な合理性 の追及が一貫 している。っ まり、 「地域土地利用計画 」 とは 「地
域 を対象 とした 国の土地利 用計画 」で あ り、 ここに Σ地域土地 利用計画=国 土利 用計画
(農村部)とい う関係が成立す るので ある。
2)「経 済的土地分級 の研究 」(1973)
経済的土地分級 は土地の農業 的利用 におけ る経済 的優劣評価 の一方法 として1930年代に
アメ リカの コーネル大学で開発 され た。 「経済的土地分級 の研究 」は金沢 らのグループに
よる日本農業への適用研究の成 果を まとめたもので ある。
ア メリカでの経済的土地分級 の研究 が、具体的な地域 問題 妃へ の実践的解答 を志向 して
いたのに対 して、金沢 らの研究では計画へ の応用 を前提 としっっも、我国での経済 的分級
の方法論的確立 を志向 している。土地分級 の方法論 を理論的に考察 し、論理 性、有用性、
実 際性の視 点か ら分級単位、基準 、尺度 な どの基本 問題(目的意 識的に一貫 した手順体系
を主 体的に打 ち立 てるために解決すべ き諸 問題)が整理 され た点 に、 この研究 の特徴 を見
出だす ことができる鵯。
(1)経済的土地分級 の特徴
金沢 らの経済 的土地 分級 は 「一定の土地 ないしその広が りとしての地域 を、土地 と農業
経営 を総合的かっ将来期待性の視点で とらえて区分する土地分級方法 」で あるとされる7)。
経済的土地分級の特徴は、⑥土地 の生産力可能性(ケイパ ビリテ ィ)を経営体 を通 して把握
す る ことが試み られて いること、⑤ したが って分級単位 を属人領域(ア メ リカで は農 場単
位、 日本で は集落単位)に設定 している こと・◎ コンク リン らの経済 的土地 分級が経営 的
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分級 の性格 を持っに至 ったのに対 して、日本 での応用は土地の経済的分級にあ り、経営指
標 と共 に土地条件の重要性が強調 きれていることな どで ある。
経済 的土地分級 には、2っ のタイプがある。経営形態がほぼ均質的で あり、 したが って
土地条件の差異が所得の差異 に結び付 くような場合 に、将来 、期待 し うる所得水準で区分
す る期待所得分級 と土地条件が経営類型 の在 り方において決定 的な要因 となっている場合
にその条件を基本指標 として区分す る経営行動特性分級で ある。
上述 のよ うに、経済的土地分級で は土地 と経営の総合的把握 に よる単位認識 がな され、
経営 の視点か らみた土地条件が経営体 を通 して(経済的基準 で)評価 ざれ る点 にその特徴 が
あ る朽 。
(2)「経済的土地分級の研究 」にみ る計画論
研究 の主眼は方法論的確立にあ り、土地利用計画論への直接 的応用 は、その後 の研究に
待たねばな らな いag・10)。しか し、 「経済的土地分級 の研究 」でも、計画論 との関連が
重視 され、各所で論 じられている。
経済的土地分級では農業的土地利用 のみを対象 とするが、その計画論の特徴 は、 「積み
上げ的性格 」に あると言 われ る1D。経済的土地分級が、土地条 件 と経 営の関係性を前提
とす る等級区分で あるが故に、っま り分級 の論理が経営の論理 と共通す るが故 に、概念的
には地域 レベルの農業計画=Σ 個別経営計画 とい う関係が成立す るので ある宰6。このこと
は個別経営 レベル(経営 改善 の指針)と地域 レベ ル(農業土地利用計画)の課題 の両方 に経済
的土 地分級 の応用 が考 え られて いる点に象徴的に現 われて いる12》。よって経 済的土地分
級 の計画論理は、経営の論理す なわ ち私経済 の論理 であると言 え よう。
上 記の2っ の研究 はいずれも方法論的研究 であ り、 これ らに よって 、我国の土地分級の
方法論的基礎が形成 きれた とい うことができる。 しか し、その土地分級の方法論 は基本 的
に異 なってい る。また、それぞれの研究 が前提 とす る土地利用計画 は共 に農業的土地利用
計画で あると考 え られる。土地利用計画 の基本 となる考 え方はいずれも経済的 な論理であ
るが、 その特徴 は国民経済 の論理 と私経済 の論理 とい うよ うに異 なって いるので ある。
2.計 画論的土地分級 の胎動
土地分級の研究 は、土地利用計画 を中心 に考 え、それへ の応用 を強 く意識 した計画論的
研究へ と移行 してい く。 ここでは、システム化調査 の土地分級 の原形 とな った玉里村の土
地 評価 とインターチ ェンジ周辺調査 を簡単 に省察す る。
1)玉里村 の土地評価(1968)
玉里村整 備基本 計画調査13)に関連 して、北村 は 「手順 と方法 」を参考 としっっ、 メッ
シ ュ法 を用いて土地分級を行 い、総合土地利用適 性図(集落用地、農 用地 、緑地)を作成 し
た。北村は 「手順 と方法」の問題点 を計画論 の立場か ら、次の ように指摘 している14)。
①従来 の土地分類(「手順 と方法 」の 自然立地 的土地分類)は、必ず しも市町村 レベルの土
地利用計画 のための操 作的な土地単位になる とは限 らないこ と。
②農業的土地利用以外 の土地利用種 にっいての土地分級が用意 きれて いないこと。
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③最適土地利用種 の決定(「手順 と方 法」の土地利用区分)に際 して、農業的土地利用 お よ
び非農業的土地利用の評価結果 を経済 的な尺度 で比較で きない こと。
この よ うな実践上 の問題 に対 して、 メッシ ュ法 の採用(①)、集落用地、緑地 の分級 の追
加(②)、 「等価値等順位仮説 」の導入宰7(③)が試み られた。その後、 この方法 は新旭 町の
事例15)に引き継がれ る。
2)インターチ ェンジ周辺調査(1974～75)
和 田は荻原 らと共 に群馬 県邑楽 ・館林地域 で行われた東北 自動車道 インターチ ェンジ周
辺開発 地域 の調査16)に関連 して、集落単位 に経済的土地分級(期待所得分級)と 「都市 的
土地利用分級」 とを並行 して実施 し、それ らを組合 せて、総合 的な地区類型化を試みてい
る。北村 の研究 と同様、非農業的土地利用種 の土地分級が新 たに追加 されて いる。
3.シ ステム化調査 の土地分級 の特徴(1975-79)
システム化調査 は 「(都市計画の)線引き見直 し又 は新 しい線 引に当って、 当該都市計画
区域 内の都市的土地利用計画 と農業的土地利用計画 の合理的な区分 の調整方法 を研究す る
こと」を目的17)とした調査研 究である。4年 間継続 きれ、 その成 果は農村計画20号に特
集 きれた。 この調査研究では市町村 レベルでの土地利用計画の作成手順全体が考究 された。
その中の土地分級 として地区分級 と用地分級が提案 されたが、用地分級 は上記 の北村 の研
究が、 また、地区分級は和 田 ・荻原 らの研究が発展 して きたものである。
システム化調査 とその背景 となった前項 の研究 とを併せて、システム化調査 の土地分級
の特徴 を指摘 しておきたい。
①計画論的発想へ の転換
方法論的研究 が農業的土地利用種のみを対象 としていたのに対 して、システム化調査の
土地分級 は大土地利用種(農業的土地利用 と都市的土地利用)を対象 として いる。また、分
級単位 の規模 と性格が土地利用計画の作成過程で果 たすべ き役 割 と密接 に関係 して いるこ
とに着 目し、集落程度の地区 を単位 とする地区分級 と1～5ha程度 の用地 を単位 とす る用
地分級 という概念が提示 ざれ た。これ らの発想は計画論に基 づ くものである。
②2っ の方法論 の共存
先 に土地分級 の方法論に資源評価的土地分級 と経済的土地分級が あることを指摘 した。
これ らの土地分級 は北村 と和 田 らの研究に引き継がれ、システム化調査 の土地分級でそれ
ぞれ の役割軸が与 え られ、共存 するこ とになったので ある。
⑬用地分級 一参加型土地 分級 の性格
数量化理論1類 を応用 した用地分級 は従来の土地分級にはないひ とっ の特徴 をも ってい
る と考 える。それ は達観評価 を通 じて、地元関係者 の価値判断 が評価 関数 に反映 きれ る方
式を とってお り、参加型の土地 分級手法で ある点 である。北村 らに よって用地分級 の研究
が進 め られて きたが、当初か ら土地利用 計画へ の一定程度 の住 民参加 が意図18)され てお
り、その後、その方向性は石 田 ら19'20》に よって一層明確に打 ち出 きれて きた。
④地区分級 一地域分級 の性格
農業的地区分級には従来 の経済的土地分級(期待所得分級)が応用 きれ たが、土地条件は
次第に重視 され なくなって(土地条件 は用地分級 で特 に重点的に評価 きれ る)、土地 の経済
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的分級か ら経営 自体 の分級へ性格 的な変化宰10が認 め られる。都市的地区分級 と一対 とな っ
て地域分級2D的 な性格が打 ち出 ざれた。
4.研 究の経緯 にっいて
本節ではシステム化調査の土地分級に至 る研究経過 を省察 してきたが、 ここで簡単に総
括 するこ とに しよう。
我 国の土地分級研究 は2っ の方法論的研究 を出発点 としてい る。 「手順 と方法 」にみ る
資源評価的土地分級 と 「経済的土地分級 の研 究」にみ る経済的土地 分級 である。2っ の方
法論 の想定す る土地利用計画は農業 的計画であった。
その後、土地利用計画 をめ ぐる社会経済的な状況の変化 もあって、方法論的研究 の想定
した農業的土地利用計画か ら非農業的土地利用を含 む総合的土地利用計画が要 請 され るよ
うになって いった。 この ような土地利用計画への応用を強 く意識 しっっ、2っ の方法論を
現実 の土地利用計画へ応用する試みが別個ににな きれてい く。方法論的研究 とは発想の異
なる計画論的研究の胎動で ある。ここでは、計画上 の必要性か ら、都市的土地利用 の分級
手法が追加 きれ る。留意すべ きことは、総合的土地利用計画の計画 論理 として、経済的合
理性は必要 な論理ではあるが、必要十分 な論理ではなくなった点で ある。
システム化調査 に至 って、2っ の方法論の流れは、それぞれの計画論的 な役割 が与 えら
れ、市町村土地利用計画の作成過程に共存す ることになる。システム化調査の土地分級 を
計画論的土地分級研究のマイルス トンと理解 したい。 また、 それぞれの方法論の流れ を汲
む用地分級 と地区分級は内容的にもやや質的な変化がみ られる。これは計画論か ら与 え ら
れた役割 に対応 したものである と考 えるが、それにっいては節を改 めて論 じることに した
いo
IIl.地区分 級の位置付け と展開方 向
計画論的土地分級の位置付 けは計画論 においてな ざれなけれ ばな らない と考 える。土地
分級 は土地利用計画の診 断過程 に必要 な判断情報 を提供す るも ので ある22)。どの よ うな
判断情報が必要であるかは土地利用計画の性格に よって異なって くる。 したが って、 まず、
市町村 レベ ルの土地利用計画 自体 が明か にされ る必要が あろう。
1地 域管理の観点
筆者 は市町村 レベ ルの土地利用計画 には地域管理 の観点が必要 である と考 える。まず 、
地域管理 とは何を意味するかにっいて考 えてみ よう.
地域管理 とは 「地域」を 「管理」する ことで ある。現在の農村地域 では、一方 で様 々な
目的 と価値観 をもった地域主体が重層的 に存在 している空 間が あるが、他方 で地域主体 の
不在 の空 間が生 じている。 「地域」は一定 の空間領域の全て とその空間 に活 動基盤 をお く
全て の地域主体参11でなければな らない。また、 「管理」 とは、一定の 目的 を遂行す るた
めに、気 を配 り、必要な手段 を組織的に動員す ることで ある。 「管理 」 とは ある目的のた
めの主体 的行為 でなけれ ばな らな い。 「地域 」の 「管理 」 を考 えた場合、 ある 目的 とは
「地域 」の在 るべ き将来像 一地域 ビジ ョンーに相当す る。 ここで留意 すべ き点は 「地域 」
が空間 と地域主体 とを含 んでい るが故 に、地域 ビジ ョンは両者 の トー タ リテ ィに基 づいて
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な ざれる必要が ある点 である。地域主体 を含 めた空間の認識 な くして は ビジ ョンは描 けな
いのである。したが って地域管理 とは一定の領域に存在す る全ての空間 と地域主体 を、 そ
の 目的 となる トータルな地域 ビジ ョンに誘導す るために、必要 な手段 を組織的 に動員す る
主体的行為 を意味す るこ とになる。
地域管理が主体的行為で あるが故 に、その管理主体 を何 に求 めるかが問題 とされ る訳で
あ るが、 それは市町村 をおいて他 にない。そ の理 由は以下 の理由に よる。
①基礎 自治体 としての市町村は、地域社会 の健全な発展 と地域住民の福祉 向上 をはかる社
会 的責任 を有 している。
②縦割行政 システムの下で、国の提示す る各種の制度的事業(手段)を、地域のニーズに応
じて再統合 されねばな らない。行政組織 の中で、市町村は これ をなし うる位置 に ある。
③市町村 の管轄領域 は全 ての空間 と地域主体 をもれな く対象 とす る。
地域管理 の観点か ら土地利用計画を老 える場合 には、 まず 目的 となる トータルな地域 ビ
ジ ョンが明かでなければな らないし、そのビジ ョンに沿 って必要 な各種 の手段が組織的に
統合 きれていなければな らないし、そ して管理主体 としての市町村 の主体的姿勢が問題 と
されね ばな らないので ある。
2.「 総合的」土地利用計画
和 田は土地利用計画 の基本的性格 として、 「全体 の地域計画のマスター ・プ ラン と、 そ
れを現実化 してい く際の土地利用変化 のプ ログラムを示す計画(実行計画)の二重構造 をも
っ ことが必要 」であ り、土地利用計画に盛 りこまれ るべ き内容 として、①社会経済計画や
施設計画 な どを受 けた土地 の利用配分計画(量的 ・質的)、② それを空間的に最適配分 した
利用区分計画、③最適土地利用達成施策 までの、土地利 用に関す る計画の全体 を意味 する
としてい る23)。筆者 は基本的 にこの考 え方に賛成 で ある。 しか し地域 管理の観点か ら土
地利用計画 を考 えた場合 に特に強調 してお くべ き点が ある。第一 に将来の基本 的方 向を示
す マスター ・プラ ン的側面は先 の地域 ビジ ョン と共通する性格 をも ってい る。 しか し、 そ
れは社会経済計画お よび施設計画等 の部門別計画の総合 として描 かれた基本方向ではなく、
それぞれの部分地域 一地区 と呼ぶ ことにしたい 一を空間 と地域主体の トータル と認識 した
上で 、地 区毎 に描かれた基本方向でなければな らない とい う点 である。第二 に土地利用区
分のみな らず、最適土地利用達成施策を土地利用計画に含めている点 は、地 域管理 の観点
か らも必要で ある。 これ らの施策手段が先 の地域 ビジ ョンに連動 され ていなければな らな
い点 はここでも強調 されるべ きである。第三に市町村の主体的姿勢が土地利用計画の作成、
実施過程 に貫かれていなければな らない点 である。
この ような地域管理 の観点か らみ た土地利用計画を 「総合的 」土地 利用計画 と呼ぷ こ と
に したい。 「総合的」 としたのは、法定土地利用計画の相互調整 に よる大土地利用 区分 を
内容 とす る総合的土地利用計画 と区別す るためである。ただ し、 「総合的 」土地利 用計画
は地域管理 の観点か らみ た土地利用計画 の理念 的な姿 を示 してい る。現状 の計画制度 に照
らして、 「総合的 」土 地利 用計画の特徴を言 い替 えるな らば、①基本 構想(例えば地方 自
治法 による基本構想)の空間的次元へ の展開の必要性 、②基本構想 と基本計画(例えば農振
計画 、都市 計画 な ど)および実施 計画(例えば農村 総合整 備計画)との整 合性 の確保、 ③市
町村 の主体的姿勢の強調 とい うこ とにな る。
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3.地 区分級 の位置付け と展開方向
システム化調査で開発 ざれ た地区分級 を地区毎の基本方向(地区別 の地域 ビジ ョン)を摸
索 するための分級手法 と位置付けたい。っ まり地区分級 をあるビジ ョンが想定 ざれた とき、
地 区毎 にその展開可能性すなわち適合性を判断す る分級手法 と考 えるので ある。分級単位
の認識において、土地 と経営 すなわち空間 と地域主体が一致 している。 しかも集落は ビジ ョ
ンを描 きうる最小 のスケールでもある朝2。
この ような位置付けはシステム化調査でも、既 に意図 されて いた と思 われ る。農業 的地
区分級 と都市的地区分級 の結果 を組合せて、総合的類型 区分が求 め られるが、 これはま さ
に都市化進行地域における典型的な地区別地 域 ビジ ョンの摸索 を意 図 したものに他 な らな
い。地区分級が研究過程 で、次第 に地域分級 的性格をもって いった ことが納得 される。
上記 のよ うに地区分級 を位置付 ける と、展開方向は 自ずか ら定 まって くる。地域 どジ ョ
ンは法定土地利用計画 の ように計画事項(計画図 の凡例 となる概念 な ど)は指定 きれていな
い。 ビジ ョンはその地域の課題 と固有 の条件に よって、様 々に設定 しうるので ある。 よっ
て地区分級論では様 々な評価問題に対 して、分級手法 としての汎用性を拡張 してい く努力
が必要 とされているので ある。このためには、①与 え られた評価基準に対 して必要十分 な
評価構造 を同定す る手法(評価指標 を確定するこ と)と②評価基準に照応 した評価関数 の構
築手法(評価手法)が方 法論的 に整 理 きれる必要があるのである。
IV.まとめ
本章では、システム化調査に至 る研究 の経緯を省察 し、地区分級の位置付 け と展開方 向
にっ いて言及 した 。次章以下 で展 開する評価手法 の研究 は、地 区毎の基本方 向(地区別 の
地域 ビジ ョン)を摸索 するための分級手法 として、地区分級手法 を発展 的に継 承 して いく
ために解決 すべ きひ とっの重要な課題で あると考 える。
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第2章 評 価 手 法 の 枠 組
1.本章 の課題
評価手法 とい う用語 は必ず しも一般に定着 して いるとは限 らない。評価手法 とい う用語
は土地分級手法の全手順を含 む方法 とも、土地分級手法 の手順 の一部を分担す る方法 とも
解釈 しうる。評価手法 の理論 的考察 を行 うのに先立 ち、本論で用い る評価手法 の意味 にっ
いて限定 を加 え、考察 のための枠組 を提示 する必要がある と考 える。そ こで、本章では地
区分級手法 の手順 にっ いて整理 し、 その中に評価手法 を位置付け る。次に、土地評価過程
(土地評価過程 にっいては後述す る)における基本的概念 である評価基準 、評価構造、評価
手法 にっ いて考察 を加 える。
II.地区分級手法 の手順体系
本節で は地区分級手法の手順 の概略を示 し、その中で評価手法 の占め る位置 を明かに し
ておきたい。北村は土地分級手法 を土地 区分 、土地評価 、土地分級(狭義)の3っ の過程 に
区分 して いるP。 土地区分 は土地分級の対象 となる単位土地 を析 出す る過程 で ある。土地
評価は土地区分 の結果、得 られ た単位土地 を何 らかの価値基準で評価す る過程 で ある。本
論 では土地評価 の過程で単位土地 に付与 された数値を評価値、 その ときの価値基準を評価
基準 と呼ぶ ごとにす る。土地分級(狭義)は評価値 を何 らか の基準で等級値に変換 する過程
であ り、 この過程 は更に①土地利用種別の等級化過程 と②① の結果 を組 合せた等級 づ き類
型化過程に分け られ る。①の結果、得 られた等級値を先 の評価値 と区別す るために分級値
と呼ぶ こ とにする。なお、特 に狭義 とことわ らない場合 には土地分級手法は上記 の3っ の
過程全体 を示 す こととす る。
図2.1は北村 の定義 を参考に しっつ、地区分級手法 の手順体系 を整理 したも ので ある。
各手順の作業内容 と手順間の関連性にっいて明かにする。
① 目的の設定
目的 とは評価結果 を計画過程 の中の どうい う意思決定のために利用す るか とい うことで
あ り、 これは計画論 と分級 論 との接点に あた る。意思決定 の具体的内容はその計画 で決 め
なければな らない内容によって異なって くることは当然 のことで あるが、その内容を誰が、
どの ような手順 で決定 してい くか といった計画 の論理に よっても、異 なって くるこ とに留
意 する必要がある宰1。地 区分級が計画支援手法で あるか ぎり、その目的に対する照応性が、
すべ ての手順において一貫 していなければな らないので ある。
②評価対象領域の設定
地区分級 を実施する領域 を確定 する ことが、 ここでの作業内容 で ある。一般 に土地 分級
の評価領 域は、地域 計画 の計画 地域 と一致 させ る場合が多 い。ただ し、分級結果 の利用 目
的に よっては、評価 領域を新 たに設定 し直 さ'なければな らない場合もあ り、この場合 には、
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地 区分級 の分級単位 に関 しては、前章 で何度 か言及 しているが、 ここで改めて 「土地 と
地域主体が一体 となった集落程度 の微小地域 」 と規定 してお く。 この単位認識は経済的土
地分級 のそれ と共通す る ところが あるが、経済的土地分級 の評価対象が 「土地 」であるの
に対 して、地区分級の評価対象 は 「地域(土地+地 域主体)」で ある点が異な っている。単
位認識 と評価対象 をこの ように規定 した場合 、地区分級 はまさに地域分級2)である。
④評価基準 の設定
評価基準 を 「土地評価の際の価値基準 を特定化す る概念 」で あると理解す る。評価基準
は 目的に照 らして有効な概念で なければな らない とともに、具体 的な指標か ら把握可能 な
概念でなければな らない。
従来 の地区分級 には、都市的地区分級 と農業的地区分級が提案 されてお り、前者は期待
農業所得水準(単なる農業所得水準が用 い られ ることも多 い)が、 また後者 は都市的土地利
用 の総合的 な適性 と可能性が、 それぞれ評価基準 に選ばれて いる。前章 で議論 したように
地区分級を地域 ビジ ョンの探索 のための分級手法 と位置付けた場合には、評価基準は上記
の評価基準 に限 らず 、地域 の課題 と固有の条件 によって多様 なもの とな る。
⑤評価構造 の同定
評価基準 を把握す るために、具体的 な指標 を確定す る作業 が評価構造の同定で ある。 こ
の過程 では@評 価基準が より具体的 な、 より単純 な、 より単一的な下位概念 に分割 きれ、
⑤その ような下位概念を把握す るのに必要十 分な指標が選定 され る。
-14一
⑥評価関数 の構築
指標値 を評価値に変換す る関数、いわゆる評価関数 が この過程で構築 され る。評価関数
を直接構築す る手法 あるいは間接 的に構築 を支援する手法が、本論で言 うところの評価手
法 である。
⑦評価基準別の等級化
評価関数に よって算出 さ'れた評価値域に対 して閾値を定 め、幾 っかの等級域 を設定する。
土地利用種毎に評価基準が設定 され ている場合には、 この手順 は北村 のい う土地利用種別
の等級化 に相当する。
このよ うな操作 は土地分級 に特有 のもので ある と考 えられるD。 この理由 として@評 価
関数か ら得 られた評価値は高 々、序列的、相対的格差を示 しうるものにすぎない3)、⑤計
画 の判断資料 として は、必 ず しも連続的な評価値 を必要 としない、◎総 合的類型化 および
分級図の作成のためにはたか だか数個の等級 に分類 されて いる方 が都合が よい等が指摘 し
うる。更に、@価 値尺度か らのズ レを最終的に補正するため という理 由を付け加 えたい宰2。
⑧総合的類型化
評価 基準 の異 なる複数の評価結果 を組 み合わせて総 合化す る。組み合わせ の方法 および
類型 基準 は必ず しも定式化で きない。地区分級の総 合的類型化 の典型的 な方法 は、表2.1
の よ うにク ロス表形式で類型化す る方法 であろ う。類型問 に何 らかの価値判断 を加 えて、
優先順位 を付 けた場合には、等級づ き類型化過程 となる。
なお、3種 以上の評価結果 を組合せ て総合的類型化 をはか る場合には、例 えばクラ スター
分析 の応用 な どが有効 であろ う。
表2.1総合的類型化 の典型4)
総合的類型 都市 的地区分級高 低
農業的地 区分級 高 重 点調整地区 農業地区低 都市地
区 農業開発地 区
⑨地 区分級 図の作成
⑦お よび⑧ を地図化 した地区分級図 を作成 する。
地区分級 の手順 の概要 と手順相互間の関連性 にっ いて整理 した。上記 、①～⑨ まで の全
手順の中で、②～③は土地区分、④～⑥は土地評価 、⑦～⑨は土地分級(狭義)に相当する。
ところで土地分級が空 間計画策定 を支援 す る有効 な計画手法 た りうるためには、上記、
の手順体系が一っの目的 をもったシステムを形成 していなければな らない。っま り、分級
手法 はその利用目的 を介 して、計画論 と機 能的に連動 していなけれ ばな らないのである。
評価 関数 の構築 を支援す る手法 を評価手法 と定義 したが、評価関数 は直接的 には評価基準
の実際的把握に必要十分なものでなければな らず、 また、間接的 には利用 目的 にか なった
ものでなければな らないので ある。っ ま り評価手法 の妥当性 は直接 的には評価基準 の特性
に応 じて・また間接 的には分級結果 の利用 目的に応 じて、検討 きれ る必要が ある と言 え よ
う。




前節で は地区分級手法の手順 を示 し、評価手法の位置 を示 した。評価手法 と直接的 な関
連性 を有す る評価基準の特性 にっいて考察 す る。
1.評価 基準 の価値 的特性
評価基準 は@価 値 的な概念 と⑤没価値的な概念 とに大別す ることができる。 この ように
評価基準を区別 して考 える理由は、それに よって評価関数 を構築 す る規範が基本的 に異な
るためであ る。
「評価 基準 が@価 値的な概念で ある」 とは、個人 あるいは集団が抱 く明示的 あるいは暗
黙 の価値判断(対象に対す る望 ましさにかかわ る判断)を評価の基準 とす るこ とである。っ
ま り、 この評価基 準は主 観的 な価値基準 を示す。 したが って、価値基準 に関す る主観 的
(達観的)判断情報が評価関数 に組み込 まれ る必要が ある。一方、 「評価基準が⑤没価値的
な概念 である」 とは評価基準が特定の価値基準か らは全 く自由な(したが って客観的な)概
念 とな っていることで ある。 この場合には客観的論理を規範 として評価関数が構築 ざれ る
必要が ある。 この ような評価基準 を設定 した研究事例は多 くないが、典型的な例 として 自
然環境条件 か ら植物 の潜在生産力 を評価 した事例5・6)、農用地の開発費用 を評価基準 とし
た所要費用分級7)などが ある。前者では植物体 と生育環境条件 を結ぶ生理 ・生態学的関係
式が、また後者では工事費用 の算 出式が評価関数 となる。
2.評 価基準 の時間的特性
評価基準 において時間的概念が どの ように取 り扱 われているか を、評価基準 の時間的特
性 と呼ぷ こ とにする。評価基準が@価 値的な概念 と⑮没価値的な概念 のいずれであっても、
時間的特性に よって、更に①現在時点 での静態的概念 と②将来時点での動態的概念に2分
するこ とがで きる。
評価基準が①現在時点での静態的概念で ある場 合には、現在時点の指標 値か ら(評価基
準 に基づ いて)現在 時点 の評価値が求 め られ る。一方、評価基準 が①将来時点 での動態的
概念で ある場合 には、現在時点の指標値 および過去か らの トレン ドな どか ら、一定の将来
時点における評価値 が推定 される。
従来の評価基準の多 くは静態的概念 であるが、計画への利用 を考 えると、将来時点 の評
価で ある方 が一般 に判断資料 としての有用性は高 い。 しか しこの場合には、如何に して動
態的概念の把握 を実現す るかが問題 となる。
3.評 価基準 の類型
価値的特性 と時間的特 性の2っ の特性 を組合せ て評価基準 を類型化 したも のが、表2.2
で ある。
従来 の多 くの土地分級研究では、いわゆる適性概念 あるいは可能性概念が評価基準に取
られて いる。適性 あるいは可能性 の判断は経験的判断の範疇 に とどまっている場合が一般
的 であるか ら、 これ らは判断者の主観的な価値判断に大 きく依存す るとみて良 いであろう。
っ ま り@価 値的基準 に属す ると考 え られ る。 また、⑤没価値的基準 は個別の専門分野での
研究蓄積か ら導 出 され る場合 が多 く、それ らを包括的に論ずる ことは困難である。以上の
理由か ら、本 論では@価 値的基準 を考察の対象 とす る蛉。
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同 じ@価 値的基準 であっても 、それが①静 態的概念(タイプ1)で あるか、②動態的概念
(タイブ2)であるかによって、評価手法は異 なってくる。タイプ1の 評価 問題にっいては、
ある程度 、評価手法 を定式化 して取 り扱 うこ とが可能 である。
一方 、タイプ2の 評価問題 にっ いては、評価指標 に主要指標の変化率 な どの動態指標 を
取 り込 む方法8)、2時点の評価値 を求 め、両者の比較 によって判断 す る方法9)、現状か ら
将来 を予測 す る論理 を演繹的に積み上げ、将来 時点 の評価値 を求 め る方法10)などが試み
られてきている。 しか し理論的 にも実証的 にも不十分 な点 があ り、評価手法 を定式化 して




価値的特性@価 値的 タイプ1タ イプ2
⑤没価値的 タイプ3タ イプ4
W.評 価構造
評価基準 を実際に把握す るためには、その内容が適切に(過不 足な く)具体 的な指標へ結
び付け られていなければな らない。っ まり、評価基準の概念が幾っかの、 より単一的 な意
味をもった下位概念 に順次、展開 され る必要がある。 この ような展開に よって、高度 に抽
象的な評価基準 は、具体的な指標 レベ ルに接続 きれ、 したが って最終 的に評価基準 の把握
が可能 となる。
図2.2は期待農業所得水準 の評価構造である。期待農業所得水準は現在の農業所得水準、
所得水準 の安定性、土地条件 の3っ の下位概念 に展 開 され、最 終的には階層 的構造 の最底
辺(図では最右辺)の個々の指標に至 る料。
【評価基準】 【評価項 目】 【要因】 【指標】
「
経営構造 第2種 兼業農家率 ほか
経営形態 施設園芸 農家率 ほか
ビジネスサイズ....戸当 り農産物販売金額 ほか
現在 の農業 ファームサイズ....戸当 り経営耕地面 積ほか
所得水準 生産効率 耕地利用率 ほか
期待農業 所得水準 の 過去の トレン ド....農業所得水準 の トレン ドほか所得水準 安定性
土地条件 自然 的土地条件 ・… 土壌生産性等級別面積率 ほか
土地基盤施設......圃場整備区域面積率 ほか
図2.2期待農業所得水準の評価構造1D
本論では これ らの下位概念 の うち、評価基準 の部分概念 に相 当す るも のを評価項 目、具
体的 な指標 と直接的な対応関係がある水準に まで、評価項 目を細分化 したも のを要因 と呼
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ぶ こ とにする。評価基準 と要因の中間に位置す る評価項 目は相対的な階層 である。評価基
準 の総合性 、抽象性に よっては、評価項 目を省略 して、評価基準か ら直接 、要因に至 る構
造 で十分 な場合もあれば、評価項 目を2階 層に拡張 した構造 を必要 とす る場合も あると考
え られる。
ある要因 に対する指標の必要十分性は地域的な固有性に よって異な って くることが予想
きれ る。また場合 によっては、 より上位 の階層に対 しても このような固有性 に対する配慮
が必要である と考 え られ る。っま り、評価構造は、基本的に評価基準の概念 に依存 してい
るとともに、地域 的な固有性 にも少 なか らず依存 して いる と考 え られ る宰5。
V.評 価手法
本節では、タイプ1(@価 値 的かっ①静態的評価基準)の評価問題ための評価手法を取 り
上 げ、方法論 的スタイル とその特徴 な どを考察す る。更に、評価手法 に視点 をおいて、従
来 の研究 を概括 し、地 区分級の評価手法の特性 に関 して言及す る。
1.方 法論的 スタイル
これ まで評価手法に関 してい くっか の方法が提案 されて きているが、その方法論的スタ
イ ルは評価値が外的基準 として与 え られているか、否かで大 き く二 分 さ'れる。っ まり、㊥
外的基準 を認 める場合 には標本集団 に対 し、回帰的統計手法 を応用 して評価関数を構築 し
てそれを外延的に適用 して評価値 を求めるスタイルが採用 きれ る。また一方、④外 的基準
を認 めない場合には評価基準 を論理的帰結 あるいは主観的判断 を手掛 りとして計量的な評
価関数が構築 きれる。
図2.3は評価 を構成す る3要 素 を示 してい る。上述 のよ うに3要 素 とは指標 データX、
評価関数f、 評価値Yで ある。 この図で標本集団のXとYか らfを 同定 し、それを標本以






図2.3評価 を構成す る3要 素
2.2っ のスタイルの特徴
評価関数 は特定 の価値基準 に従 って指標 データを評価値 に変換す るものであるか ら、㊥
外 的基準有 りと④外 的基準無 しの何れのスタイルでも評価関数の構築 には主観的な価値判
断 の情報 が必要 となる。 しか し、㊥ の主観的判断 と④の主観的判断 とではその内容に性格




分級単位の優劣 を直接、達観 的に評価す る。 よって分級単位 は視覚的 に明瞭か つ均質 な
領域 であることが望 まれ る。また、 この ように直接かっ達観的 に分級単位の優劣 を評価す
る方法で は、高度 に抽象的な評価基準は把握 できない。 日常的 な経験蓄積か ら直感的に判
断 しうる評価基準、すなわち生活 あるいは生産に密着 した評価 基準の場合 に適 している。
評価関数 を構築す るためには相応の数 の標本集団を評価す る必 要が あるが、個 々の判断
に必ず しも厳密性 を要求 され ない。
④外 的基準無 しのスタイル
加法 型評価 関数 を前提 とす る と、外的基 準無 しのスタ イルでは、そ の評価指 標 の重 み
(重要度)に関する判断が要求 ざれ る。指標 の重みは全ての評価値 の大小に影 響す るため、
個々の判断は慎重 を期する必要がある。また、重み付けの判断 は高度に抽象的 である。よっ
て判断者には 日常的な経験蓄積はもちろんの こと、評価対象 の全域 を見通す観点 と専 門的
な知識が要求 され る。一方、抽象度 の高 い、戦 略的 な評価基準 であっても、論理の積 み上
げ と専門的なノウハ ウを活用す るな ら、適切な評価関数を構築す るこ とが可 能で ある。
視覚的 な明瞭 さと均質性等の、分級単位に対 する条件は特 に要求 きれない。 また、分級
単位数の多少は問わない。
3.評 価手法 の種類
土地評価に応用 ざれている評価手法に どの ようなものがあるか、代表的な評価手法 の種
類 とその研究事例を例示 してお く。
⑫外的基準有bの スタイル
【数量化理論1類 】
評価 関数 は下記の配点法 と同型で あるが、その重 み係数 を数量化理 論1類 を応用 して 回
帰的に定め る。土地分級 の評価手法に数量化 理論1類 を応用 した最初 の事例 は武藤!2)に
よる農業的土地分級で あるが 、これは実験的適用に とどまっている。評価手法 としての検
討 と事 例研 究は北村 ・石 田 らの用地分級 の研究 蓄積13'14'15)に負 うところが大 きい。用
地分級以外 にも応用事例は数多 くみ られる16'17㌔
【重 回帰分析】
重 回帰分析を応用 した土地評価 の事例 は必ず しも多 くない。 この理 由は土地評価 の場合
に定量的 な指標 のみな らず、定性的な指標 を含 まざるをえないため と考 え られ る。近年 の
研究事例 として松尾 の農業適地 評価18》を掲 げてお く。都市計画学 の分野 での生活環 境評
価 には、頻繁 に応 用 きれてお り、例 えばISM法 と組合せ た 「住み よ さ」の評価19)、土
地利用データに よる地区環境評価20)、北九州市の環境指標事例21)等多数 にのぼ る。
【判別分析】
判 別分析 を応用 した土地評価 には、愛知県一宮市で メ ッシ ュ単位 に土地利 用種(宅地 、





指標 の重み を達観的に与 える方法粗である。簡単な方法 ではあるが、評価手法 としては、
従来か ら最も一般的である24)。
【主成分分析 ・因子分析 】
主成分分析 ・因子分析 は地理学分野での地域区分 の問題 に早 くか ら応用 されて きた25)。
土地 評価へ の応用も和田、荻原 らのインターチ ェンジ調査26)、地 区分級27・28)、経 済的
土地 分級29・30)で一般的 にな り、長崎 に よる谷地 田の耕作放棄危険度分級31)、柏に よる
定住機能に よる過疎分級32)などにも応用事例がある。
【その他の方法 】
デ ルファイ法 を応用 して評価関数 の重み係数 を決定 した事例 として、群馬 県の農業集落
の診断 ・評価33)がある。数量化理論3類 の応用 も、様 々に試み られて いる。例 えば石 田
が用地評価に応用 した事例34)、長崎に よる生活環境評価の事例35)などがある。効用関数
法 を応用 して住環境 を評価 した事例36)もあるが、土地分級への応用事例はみ あた らない。
その他の経験的方法 として論理判断 、消去条件 、テーブ ル関数、 オーバー レイなどを様 々
に組 み合 わせた方法が応用 されているが、定式化 しづ らい点がある。ここでは土地利用基
本計画 のための土地分級37》を研究事例の一例 として掲げてお く。
土地分級 で応用 されて きた評価手法に どのよ うなも のがあるか にっいて、従来の研究事
例 より、概観 した。㊥外 的基準有 りの評価手法では数量化理論1類 が、また④外 的基準無
しの評価手法では 「伝統的な」配点法 と主成分分析 ・因子分析が一般 に利用 ざれている。
しか し、評価手法 の適用上の問題点 を考察 した研究は極 めて少ない現状 にある宰7。
4.地 区分級の評価手法
従来の地区分級の評価手法は④外的基準無 しのスタイルが採用 されている。 この理由を
整理す ると、次の点が あげ られる。
《地区分級手法開発 の経緯》
地区分級 はシステム化調査 に端を発する分級手法 であるが、も とも とは経済的土地分級
の研究蓄積 を背景 として生れ たもので ある。よって地区分級は経済的土地分級 の方法論的
スタイル(それはまさに④ のスタイルである)を踏襲 して いる。
《主観的判断 の質的相違 》
地区分級 の分級単位は土地 と地域主体 の一体 とな った 『地域 』で あるが、 これ は具象性
に乏 しい。また利用 目的に応 じて設定 きれ る評価基準は、必ず しも直感的な判断に よって
把握できる とは限 らない。っ まり㊥のスタイルに よる直感的判断に馴染み難 い点が ある宰8。
《分級単位 の数》
㊥の方法論的スタイルで評価関数 を構築す るためには相応 の標本集団 を用意 する必要が
ある。分級単位の母集団が十分 に大 きい場合には、標本集 団を用 いて回帰的 に求 めた評価
関数 を外延的に適用す る意義が ある。 ところで地 区分級の評価対象は市町村或 は広域市町
村圏程度 の地域であって、その分級単位数は数十か ら百数十程度で ある。統計的 に必要な
標本集団 と母集 団 とが大 き く違 わないため、外延的 な適 用に大 きな意義をみいだせ ないの
であ る籾。極言す る と、も し評価値が十分な精度 で直感 的に得 られ るのであれば、何も回
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帰 的統計手法 を適用 して評価関数 を構築 するまでもな く、直接、 その評価値 を判断資料 に
用 いれば よい と言 うこ とにな る。
以上 の理 由か ら、地区分級の評価手法 として⑦の方法論的 スタイル を採用す ることが妥
当である と判断 される。よって本 論でも④ の方法論的 スタイル を採 用す る。
VI.まとめ
本章 では評価手法 の枠組 にっいて検討 を加 えた。 ここで これを簡潔 にま とめ る。
第一 に、評価手法 の役割 を評価手順 の検討 を通 じて明確に した。評価手法は直接的には
評価基準 の特性に、また、間接的には利用 目的に依存す ることを指摘 した。第二に、評価
基準 を価値的特性(@価値的VS⑤ 没価値的)と時間的特性(①静態的VS② 動態的)を分類
機軸 として 、4っ のタイプに類型化 した。第三に、評価構造 を評価基準 、評価項目、要因、
指標 の階層的構造 として整理 した。第 四に、タイプ1(@価 値的かっ①静態的基準)の評価
問題 に対す る評価手法 を、方法論的スタイルによって㊥外的基準有 りのスタイル と④外的
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第3章 評 価 手 法 に 関 す る 理 論 的 考 察(■)
一 従 来 の 評 価 手 法 一
1.本章 の課題
前章では地 区分級手法の手順体 系を示 し、評価手法 の周辺 を概念的 に整理 した。評価基
準 を価値的お よび時間的特性に基 づいて類型化 した。この中でタイプ1の 評価基準に対 し
ては、配点法 と主成分分析 を応用 した評価手法(主成分分析法 と略称す る)が従来 よ り、地
区分級では用い られてきている。本章では、 これ ら2っ の評価手法 を取 り上 げて理論的に
考察 し、その応用上 の特性 を明かにする。
II.評価関数の構築方法
前章で述べた ように、評価構造 とは評価基準 の概念 がよ り単一的 な意味をもった概念 に
展開 され、最終的に具体的な指標へ結び付け られ た階層的構造 を意味す る。一方、評価関
数 は指標を評価基準へ と集約化 してい くものである。換言す ると、評価関数 は用意 きれた
指標値 を最終的 に評価値へ変換す るものである。一般 に評価関数 は、以下 の方法で構築 さ
れ る判 。
①指標 の価値尺度化
指標は様 々な計測単位 をも っているため、 このままでは集約化 できない。それぞれの計
測単位 が共通 の価値 を現 わす単位 に直 さねばな らない。これは指標 の価値尺度化 と呼ばれ
る。 この ような価値尺度への変換 は価値判断 に基づ く操作で あり、指数化 と呼ばれ る無次
元化操作、 あるいは標準化 と呼 ばれ る平均 、標準偏差 の調整操作 とは本質的に異 なる操作
で ある点 に留意 す る必要 が ある。価値尺度 は最低値が0、 最高 値が1と なる ように区間
[0.1]に 調整 されている場合が一般的 である。なお、価値尺度化の方法 にっいては、
本章の最後 に補足 を加 えた。
②評価関数型の選択
次に価値尺度化 され た評価尺度 を評価基準へ集約する。加法型 、乗法型な ど、い くっか
の評価関数が提案 されてきて いるが、最も一般的なものは次式の加法型評価関数であろう。




ここにYは 評価値(前章図2.3の評価値Yに 相当す る)、Xlは指標iの 価値尺度値(前章図2.
3の指標データxを 価値尺度上の値に変換 したもの)、Wiは指標iの 重み係数 である。
ここで重 み係数Wiの総和 が1に なる ように調整 されてい るが、 この ような操 作に より、
Xiが区間[0,1]に 調整 され ている場合 には、Yの 値も区間[0,1]の 価値尺度上
の値 となる。上記の重み係数 の調整操作を本論 では正規化 と呼ぶ ことにする。
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⑬重み係数の決定
評価関数 の重み係数Wiを決定 す る。評価基準 の評価 値 を求め る とい う目的 に対 して最
適 とな るように、各指標の重 み係数 を決定す ることは評価手法 に課せ られた最 も重要 な課
題で あると言 うことがて きる。
1il.配点法
本節 では、従来 の地区分級 に応用 されて きた経験的手法 を理論 的に考察 し、それが前節
の加法型評価 関数 と本質的 に等価なものであるこ とを示 す。次 に経験的手法の重み係数の
決定方法 を配点法 と名付け、 その特性を理論的 に考察 する。
1.経験的な評価手順 と配点法
経験 的な評価手法 では次 の ような手順 に従 って評価関数が構築 され る。
主観 的な判断 によって指標iに 適 当な閾値 を設定 し、数個のカテゴ リを設定 する。 この
場合、指標 は定性 的な(カテゴ リカルな)ものでもかまわない。各 カテゴ リにその価値 に応
じた得点 を与 える。当該 カテゴ リの価値が無価値 と判断 きれる場合 には0点 とする。同様
に して、全ての指標(i=1,..,n)に対 して カテゴ リ区分 と配点 を行 う。 この とき総得点Zは
次式 の評価 関数で表現できる。
nml
Z=Σ Σ δG」)PG」 》(2)
1昌1」=1
こ こにp(15)は指 標iの カ テ ゴ リj(」=1,..,皿i)に与 え られ た得 点 で あ り、 δ(i」)は次 式
で 定 め られ たダ ミー変 数 で あ る 。サ ンプ ル は指 標 毎 に 、 いず れ か の カテ ゴ リに該 当す る 。
δ・の膿:瓢::灘1臨]③
nn
と こ ろ で 、(2)式 のZは 、 区 間[ΣPiMIN,ΣPiMAX]の 値 を と る 。 こ こ にPiMINは 指
i昌1i=1
標iの 最 小 得点 、P玉MAXは指 標iの 最 大得 点 で あ る。も し、P五MINが0で な けれ ば 、 ダ ミー
の カテ ゴ リを追 加 して 、P董MINを0とす る こ とが で き る。っ ま りZの 区 間 を[0 .ΣPiMAX]
とす る こ とが で き る。
この とき指 標iに 関す る得 点Ziは 次 式 で表 現 ざれ る。
Zi=Fi(Xi).(i=1,..,n)(4)
こ こ にFi(x1)は区 間[o,plMAX]の 値 を と る指標iの ス テ ップ 関 数*3、x1は カ テ ゴ
リ化 す る以 前 の 指標 値 で あ る。更 にF置(Xi)の区 間 を[O,1]に 調 整 した ステ ップ 関 数
をfi(Xi),(i=1,..,n)とす る と、(2)式の評 価 関 数 は次 の よ うに表 現 で き る 。8、
Z=ΣPiMAX*f1(Xi)(5)
i呂1
上 述 の よ うにZは 区 間[0・ ΣPiMAX]の値 を とる が、 これ を区 間[O .1]に 調 整 す る
i=1
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っ ま りfi(x玉)が価値尺度変換に、また各指標 の最大得点 を総和 で割 った値が加法型評価
関数 の重み係数Wiに対応す るのである。従来 の経験 的手法 は指標 の価値尺度 化 と重 み係
数の決定が、各カテゴ リへ の配点を通 じて同時になざれていることが理解 され る。
他 の評価手法 と比較 す るために は、指標 の価値尺度化 と重 み係 数の決定 を区別 して取
り扱 う必要 が ある。 このため本 論では、(8)式に基づいて加法型評価関数 の重 み係数 を決
定 す る方法 を配点法 と呼ぷ ことにする。配点法 は上述の経験的手法 と得点の意味 において
若干 の相違が ある宰4が、経験的手法 の特性 をそのまま受 け継 ぐものである。配点法 の手順
を以下 に概説する。
判断者に対 して一定の持点(ΣPiMAXに相 当す る)を与 える。判断者 は各指標 の重要度に
応 じて持点を配分す る(配点)。この とき、配点合計を持点 に一致 させ る。(配点/持 点)を
その指標 に与 えられ た重 み係数 とする。一般 に、判断者 は複数で ある場合が多いが、この
場合 には、㊥判断者に検討 の場を提供 して意見調整をはか る、④判断者 の配点 回答 を平均
す るな どの方法 で一元化 ざれ る。
2.配 点法 の特性
配点法 の特性は次 のようにま とめ られ る。
①手順 の簡明性
配点法に よる評価手 順は上述の ように極 めて簡明であ り、 また評価関数の導 出のために
特別 な計算処理 を必要 としない。 また、評価結果の検討か らフィー ドバ ックして評価関数
を修正す ることは、手順 的にみれば極めて容易 である。
②主観的判断へ の全面的依存性
評価関数の重み係数値は判断者 の配点 回答 に全面的に依存 してい る。従 って評価関数 の
良否 は主観的判断の良否 に全面的に依存す る。 この ことは信頼性の高 い主観的判断 を抽出
す るための配慮が必要 で あるこ とを意味 する。
③判断内容 の包括性
配点法 では判断者に対 して、各指標の重要度 に開する判断、指標相互 間の重要度のバラ
ンスに関す る判断、それ らの判断の計数化 を要求 してお り、ひ とっの回答(配点)に要す る
判断 の内容 が極 めて包括 的である。 このため、評価手法 の再現性は保 証 され ない。同様 の
理 由か ら、例 えば複数 の判断者の配点結果 を相互に調整す るよ うな場合 に、各人の判断過
程 に遡及 してその理由を提示 し、 その妥当性 を検討するこ とが困難である。
④ 『まるめの誤差』の混入
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⑬判断 内容の包括性 の故に、鋭敏 な判断が困難 となる。また、感覚的な判断 を計数 化す
る際に高 い精度を必ず しも期待できない。このため、判断者の配点 回答にrま るめの誤差 』
が混入 して くる可能性が高い。
IV.主成分分析を応用 した評価手法
主成分分析 を応用 した評価手法(主成分分析法)はインターチ ェンジ周辺調査D、 システ
ム化調査2)等で導 入 きれ た。計算機 と統計プ ログラ ムの普及 に伴 って、現在では標準的 な
地区分級 の評価手法 となってい る。本節では主成分分析法の特性 を明か にす る。
1主 成分分析の理論3)
主成分分析 は互いに相関の ある多数 の変数の持 っ情報 を互 いに無相関 な少数 の総合特性
値(主成分 と呼ばれる)に要約す る統計的手法である。ところで主成分 を求める場合 に分散 ・
共分散行列 を用いた方法、相 関行列 を用 いた方法等が あり、得 られ る主成分もそれに よっ
て異なって くるが、地区分級の場合 には指標の尺度依存性蛎を排 除するために相関行列 を
用 いた方法が一般 に使 われてい る。そこで以下 では相関行列 を用 いるこ とを前提に して主
成分分析 を略述す る。
分級単位毎 にn個 の標準化 された指標x5(i=1,...,n)が与 えられている とき、 その第k
主成 分は(9)式か ら求 め られ、その係数{lki}(k,i=1,...,n)は次 の条件下で定め られ る。n
Zk=ΣlkiXi(9)
董3!
条 件 ① 第一 主 成 分z1の 係数{111}は(10)式の条 件 の も とでz1とxlと の相 関 係数






条 件 ② 第k主 成 分 の係 数{1k5}は(10)式を満 足 し、 しか もZkがz1,z2,.。,Zk.1の全
て と無 相 関 に な る とい う条 件((12)式)のも とでr(Zk,Xi)の二 乗 和 が最 大 とな る よ うに
定 め る((11)式)。
r(Zk,Zk')=0(k=1,...,k-1)(12)
この解 法 はXlの 相 関行 列Rの 固有 方 程 式
lR一 λIl=0(1は 単 位行 列)(13)
を解 くこ とに帰着 す る。(13)式よ り求 ま るn個 の固 有 値 を大 き いも の か ら順 に{λklk=1,..
n}とす る とき λkの値 は第k主 成 分 の(11)式の値 に等 し くな る。 この と き λkに対 応 す る固
有 ベ ク トルの方 向余 弦 は{lki}に等 しい 。 また、 λk/nは 第k主 成 分 の寄 与率 とよば れ 、
そ の主 成 分 の 相対 的 な説 明力 を示 す 指 標 で あ る 。
と ころ で指 標 を座 標 軸 とす るベ ク トル空 間 を変 数 空 間 、分 級 単 位(サ ンプ ル)を座 標 軸 と
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す るベク トル空間 をサンプル空間 と呼ぶ とき、変数空 間上での2指 標問 の相関係数 はサ ン
プ ル空間上 では標準化 され た指標ベク トルの狭角の余弦に等 しい4)。よって(11)式は次の




第一主成分 の場合 を考 える と、上式はサ ンプル空 間上 で図3.1のよ うに指標 の束 の中心
(その意味は(14)式の意味において 『申心 』で ある)を選んで主成分軸が定 まることを示 し
ている。 この意味で第 一主成分軸は個 々の指標 を単独 で用 いる場合 よ りも信頼牲 の高い合
成指標である と推察 ざれ る。また、第二主成分軸は第一主成分軸 と直交 し、かっ(14)式を






図3.1サンプ ル空 間上 での主成 分ベク トルと指標ベ ク トル
2.手 順
各分級単位にっいて指標データを計算機 ファイル上に作成 し、それを入力データ とする。
そのデータに対 して主成分分析 を適用す る。その結果(主成分負荷量、寄与率等)から評価
軸 としての主成分 の妥当性を検討 する。評価軸 として適 当でないと判断 され る場合 には指
標 の追加 と削 除が検 討 され、検討結果に基 づ くデータファイルの修正がな される。
評価に必要 な主成 分の得点 を算 出し、それ に対 して適 当な閾値を(主観的に)設けて、最
終的 に数ラ ンクの階級 に区分す る(図3.2参照)。これまで の応用事例では第一 主成分 が重
視 ざれ、第二主成分以降 は補助的に(第一主成分を補正す る)用い られ ることが多 い5)。
以上の作業手順 は通常、計算機 の汎用統計パ ッケージ を用いて処理 される。
指標データの作成
主成分分析 の適用 指標データの修正
主成分軸 の妥 当性の検 討 指標の加除
主成分得点 の算 出
閾値の設定 とラ ンク分 け
図3.2主成分分析 を応用 した評価手順
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3.主 成分分析を応用 した評価手法 の特性
主成分分析を応用 した評価手法 の特性は次 のよ うにま とめ られ る。
①客観的規範 とその有効性
主成分導 出の規範((11)式または(14)式)は客観的であ り、主成分軸 と各指標 との相関係
数の二乗和 を最大 とす るものである。これは相互に類似性 を持っ指標群 か ら、よ り信頼性
の高 い合成指標を導 出す るとい う場合に、有効な規範で あると考 え られ る。 この場合、主
成分分析 による評価関数は最終的 な評価値 を与 えるものではな く、その利用方法に任意性
を残 した中間評価値で あると考 えられ る。
一方 、 この規範は類似性 の低 い指標、或 は他の指標 とトレー ドオフの関係*6にある指標
を有効 に取 り込 むこ とができない。 このよ うな指標 を多数 、含 むよ うな評価 問題 に対 して
は主成分分析 の応用 は必ず しも適 当である とは言 い難い。
②評価手順 の客観性
価値 的判断の伴わない標準化(平均0.標 準偏差1)に よって、指標 の尺度依存性 が調整
され、主成分導出の規範は客観的に与 え られてお り、 これ らの過 程は計算機 と統計 ソフ ト
ウェアに委ね られる。主成分分析の過程は評価者に とって言 わばブラ ックボ ックスで あ り、
評価者 の主観的判断は@指 標の選択 と⑤出力結果の利用方法に対 してのみ介入 しうる。当
然 のことなが ら同一 の指標データに対 して、評価関数 として の主成分軸(固有ベ ク トル)の
再現性 は保証 される。以上 の点 は評価手順 の客観化(機械的な手順化)に対 して は有効で あ
る と考 え られ る。 しか し中間評価値が評価基準 に整合 しない場合の修正操作 は、分析 に使
用する指標 の取捨選択に制約 される。この ような修正操作に よって、主成分 の評価基準 に
対す る照応性が確保 ざれ うるかが問題 とな る。
③相関係数 の代表性
(13)式よ り明 らかな ように主成分軸 を導 出するために必要な情 報は相 関行列Rに 限定 さ
れ る。しか し2指 標問の関係性 を相関係数 に よって要約す るためには、その前提 として関
係の線形牲が必要 である。また相 関係数は特異サ ンプルの影響に対 して頑健 でない ことが
知 られて いる6)。より信頼性の高 い合成指標 を導出するためには、相関係数 を撹乱す る要
因を排除 して相関係数の代表性 を確保す ることが肝要 である と考 えられる。
④評価関数の精度
主成分の得点数値は、規範に対 して忠実 に算 出されるが、①で言及 したよ うに、規範 自
体 の有効性に問題があ り、必 ず しも評価 関数 の精緻化 には結び付 かない。
V.ま とめ
本章では従来 の評価手法の特性 を理論的に考察す ることを課題 とした。
評価 関数の一般的な構築方法 を示 した。従来の経験 的手法は価 値尺度化 と加法型評価関
数 の重み係数 の決定 を同時に行 うもので ある ことを理 論的に示 し、 その重 み係数 の決定方
法 を配点法 とした。手順 と評価 関数 の規範 の両面か ら配点法の特性 を指摘 した。同様 に し
て、主成分分析 を応用 した評価手法の特性を主成分分析 の理論に立 ち返 って、明かに した。
配点法 では主観的判断 ・操作 が必要であるのに対 して 、主成分分析法ではそれ らが客観
的規範 ・操作 に置 き換 え られている。っ まり配点法 と主成分分析法 は極 めて対照的な特性
を持 って いるのである。評価手法 の特性の比較 は、第4章 で改 めて考察す ることにす る。
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【価値尺度化 の方法にっいて の補足】
指標 の価値尺度化の方法 にっ いて整理 してお くことにす る7・8・9)。価値尺度化 の方法 に
は①基準点法、②価値 関数 を用 いる方法、⑧ステ ップ関数を用 いる方法 、④直接評価 に よ
る方法等 の方法が提案 さ'れて いる。以下 にその概要 を示す。
①基準点法....最良基準点(目標値)と最悪基準点(価値 ゼ ロ値)をそれぞれX宰,xoとす る
とき、指標値Xの 価値尺度上 の値Vは 次式 の線形関数で与 えられ る(図3.3①参照)。
v-[(OX-xo
1)/一)iiil騰 難i個
② 価 値 関数 を用 い る方 法....上 記 の 区間[xo,X判 に価 値 関 数(決 定 理 論 で い う とこ ろ
の 「確 実 下 に お け る価 値 関数 」)をあて は め た も ので あ る。X3に 対 す るX1/2の選 好 強 きが
X1/2に対 す るXoの 選好 強 さに 等 し い とき、X1/2を区間[X准,Xo]の等 選 好差 点 と呼 ぶ 。
同 様 に区 問[X*,X1/2]と区 間[X1/2,Xo]の等 選 好差 点 を それ ぞ れX1/4,X3/4とす る。
これ らの等 選 好 差点(X1/2,0.5),(X1/4,0.25),(X3/4,0.75)を滑 か に結 ぶ曲 線 を価 値 関
数 とす る も の で あ る。 次式 に示 す よ うな、 数 学 的 な取扱 い の容 易 な指 数 関 数 ま た はそ の対
数 関数 が よ く用 い られ る(図3.3②参照)。
V=a+b-cx(a,b,cは 定 数)(16)
③ ス テ ップ 関 数 を用 い る方 法....評価 尺 度 に 適 当 に閾 値 を設 定 し、数 個 のカ テ ゴ リに分 割
す る。各 カ テ ゴ リに 対 して 、特 定 の価 値 尺 度 値 を対 応 させ る。 これ は階 段型 の関数(ス テ ッ
プ 関 数)と な る(図3.3③参 照)。 ステ ップ 関 数 を 用 い る と、 指 標 が カテ ゴ リカ ル な場 合(定
性 的)で あ って も価 値 尺度 へ の変 換 が 可 能 で あ る 。
④直 接 評 価 に よる方 法.....評価 単 位 毎 に指 標 値 を価 値尺 度 値 に変 換 す る方 法 で ある 。③
ス テ ップ 関数 を用 い る方法 と類 似 して い るが 、直 接 評価 法 で は指 標 尺 度 上 に カ テ ゴ リを設
定 せ ず に 、直 接 、離 散 的 な価 値 尺 度 値 を対 応 さ'せて い る。 したが って 、 この場 合 には価 値
尺度 化 とい う よ りも 、 む しろ あ る指 標 に 関 す る達 観 評価 に近 い と考 え られ るべ きで あろ う
(図3.3④参照)。












　 　 ト 　OXOX
図3。3価 値 尺 度 化 の 方 法
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それぞれの方法の特徴 を簡単に示せ ば次 のよ うになる。
①、②は共 に尺度変換に必 要な情報、換言する と関数決定 のための情 報が数個 の点 的情
報 に集約 される。 このため必 ず しも指標数値 に慣れ ない判断者 に仮想 的な設定条件 の下 で
基準点或 は等選好差点 に対する数値的回答を求 める点 が問題 となる。価値関数 の非線形度
が大 き くなければ、線形変換 の①で実用上の支障はないであろ う。
また、③、④は指標データが連続的であっても、価値尺度値は離散的 とな り、情報量の
損失が発生 する。④では(指標数)*(評価単位数)の変換作業が必要 とな るため、評価単位
が多い場合 には、あま り適 当でない と考 え られ る。更 に⑧、④では、得 られた価 値尺度値
が果た して基数的取扱 いの可能 な比例尺度値 た りうるか等 の問題が ある。他方 、行政 区を
評価単位 とす る地 区分級等 では判断者 の内面 に蓄積 され た経験 的知見(地域観)を有効 に活
用 し うる点が むしろ有利 となる場合が ある牌 。
いずれ の方法 も分級評価へ の応用が可能で ある と考 え られるが、①基準点法が実用的な







































第4章 評 価 手 法 に 関 す る 理 論 的 考 察(2)
-AHPを 応 用 し た 評 価 手 法 一
1.本 章 の課 題
本章 で は第3章 に 引続 き、評 価 手法 の理論 的 考察 を行 う。本 章 で はサ ー テ ィ ぐr.L.Saaty)
に よ って 開発 され た手 法(AnalyticHierarchyPr㏄ess,AHPと略称 す る)に着 目 して 、
それ を応 用 した新 しい評 価手 法(AHP法 と略 称 す る)を提 案 し、 そ の特 性 を 明 か に す る と
共 に 、応 用 上 の配慮 点 に考察 を加 え る。
II.AHPの 理 論
AHPは 複 数 の判 断 基 準 に基 づ いて 、幾 っ か の 代替 案 の 中か ら最 善 の も の を選 択 す る意
思 決定 問 題 を処理 す る手 法 で あ る。 同手 法 は① 問題 の階 層 的構 造 化 、 ②一 対 比 較 行 列 を用
い た重 み付 け理論 、③ 一対 比 較 行 列 の推 定 方 法 、 ④特 性 値 の階層 間変 換 に よる代 替 案 比 較
等 の要 素 か ら構 成 され る。 この うち評 価 指 標 の重 み付 けに ② 、③ を応 用 す る こ とが 可 能 で
あ る と考 え られ る。本 節 で は② と③ に 関す る部 分 を解 説 す るD。
1.一 対 比 較行 列Aを 用 い た重 み 付 け理 論
図4.1の評価 構 造 を仮 定 す る。 点線 で囲 まれ た 階層 にn個 の指 標C1,..,C。(図1ではC
1文教 施 設 か らC6集 落 内道 路 の整 備 水 準 まで の6個 の指 標 、n=6)が あ り、 一 っ 上 位 の
概念Co(図1で は生 活環 境 の利 便 性)に対 す る各 指 標 の相 対 的 重要 度 をw1,..,w。とす る。
(1)式で 与 え られ る行 列Aは 「基 数 的 に 整 合 した行 列(consistentmatrix)」と呼 ばれ 、




①任 意 のi・」・k(i・j・k=1…n)に対 してaik=ai」 ・a」k.(2)
特 にi=kの 場 合 ・a」 監=1/ai」(∵ah=1)で あ る 。 な お 、a」i=1/ai5,aH=
1な る行 列 は 「相 反 的 な行 列(reciprocahatrix)」と呼 ばれ る判 。
②X=(X1,..X。)Tとす る とき固有 値 問 題
A・x==λx(IA一 λIl=0)(3)
は最 大 固 有 値 λm・x=n,λ 」=0,(」メ1)なる解 を持 ち,λm。xに対 応 す る固 有 ベ ク トルx
は相 対 的重 要 度 ベ ク トル(w1,..w。)Tに相 当す る 。
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C6集落 内道 路 の整 備 水"
都市 的適 性
の総 合 評価
都 市 基 盤 施設 ・ ・…
の整 備水 準 ・ ・…
土 地 条 件 か ら ・・ …
み た適 格性 ・ ・…
図4.1階 層 的 評 価構 造 の一 例(都 市 的 地 区分 級)
一 方 、a日 がw…/W」の推 定 値 で あ り、誤 差 を含 む場 合 に 、 これ を αi」とす る と
αi」=(Wi/W」)ε1」(i,」ニ1,。n)(4)
と書 け る 。 ここに εi」(i,」ニ1,..n)は摂 動 パラ メー タ で 、無 限 回 試行 を仮 定 した場合 の 期
待 値 は1で あ る。固 有 値及 び固 有 ベ ク トル の連 続 性 か ら(3)式の固 有 値 問 題 で λm。xに対 応
す る固 有 ベ ク トル は元 の相 対 的重 要 度 ベ ク トル(W1,..W。)Tの一 次 近 似値 を与 え る こ とが
知 られて い る。っ ま り摂 動 パ ラ メ ー タ ε月が十 分 に1に 近 け れ ば、 α口か らWiを 推 定 す
る問 題 は(3)式の固 有 値 問題 の λm。xに対 応 す る固有 ベ ク トル を求 め る こ とに帰 着 す る宰2。
C蒼とC」の 一対 比 較 か ら αI」=(Wi/W」)εi」が得 られ れ ば 、 α51は1/αi」な る関 係 よ
り定 め る こ とが で き る 。 また 、i=」 の とき αH=1と す る。
と ころ で(3)式の一 対 比 較 行 列Aの 代 わ りに相 関 行 列Rを 用 い る と同 式 は 主 成 分 分 析 法
と一 致 す る。 よ ってAHP法 の 相 対 的重 要 度 ベ ク トル は主 成 分分 析 法 の第 一主 成分 ベ ク ト
ル に対 比 して 考 え る こ とが で き る。 た だ し第 二 主 成 分以 降 に対応 す るAHP法 の 固有 ベ ク










を得 る 。 こ こで ε!」>0だ か ら ε日+(1/εi5)≧2と な り、結 局
λmax≧n(7)
とな る。等 号 成立 は εl」=1,(i,」=1,..n)の場 合 に限 られ 、 この とき α」」=(Wi/w5).
(i,」=1,..n)とな る。行 列Aの 基 数 的 整 合 性 を測 る尺度 と して 次 式 で 与 え られ る整 合 性 係
数(ConsistencyIndex,C.1.)が提 案 きれ て い る零3。
C.L=(λ_-n)/(n-1)(8)
行 列Aが 基 数 的 整 合 で あ るな らば(7)式の等 号 が成 立 し、C.1.=0とな る 。基 数 的整 合 性
の許 容 範 囲 はC.1.≦O.1程度 で あ る ときれ て い る魍 。
3.行 列Aの 推 定 方 法
Coに対 す る 、Ci,C」(i≠」)の相 対 的重 要 度 の 比 の推 定 値 αi」(=(Wi/W」)εu)は次 の
手 順 に よって求 め られ る。
① 「C葦(例えば文 教 施 設 の整 備 水 準)とC』(日 常 品 の購 入 の便 利 ざ)を比 較 す る と、 どち ら
が 、 どの程 度Co(生 活 環 境 施 設 の利 便 性)に 対 して 重 要 で あ る(寄 与 が 大 き い)と 判 断 ざれ
るか 」 とい う一 対比 較 の質 問 を判 断 者 に 与 える 。
② 判 断 者 は この質 問 に対 す る回 答 を両 極 性 の 判 断 の も の き し(図4.2参照)に 記 入 す る 。 こ
の と き 「どち らが 」に対 応 す る 回答 がCi(例 え ば文 教 施 設)な ら ば判断 の も の き しの 左 半
分 を用 い、 「どの 程度 」に 対応 す る 回答 を判断 のも の ざ しに記 され た カテ ゴ リか ら選 ん で
そ の位 置 に印 をっ け る。 この とき各 カ テ ゴ リの 中 間値 も 認 め る 。
③判 断 者 の回答 位 置 に対 して ス ケー ル値 を対 応 きせ 、 その値 を αl」とす る。
④ 以 上 の手 順 に従 っ て全 て の組 合 せ(。C2組、 図4.1の例 で は6C2ニ15組)にっ い て αi」を評
価 し、 αH=1,αu=1/α 」5なる関 係 を用 いて行 列Aを 完 成 す る 。
開 発 者 のサ ー テ ィは 経験 的 な知 見 か ら、判 断 の も の さ しの各 カテ ゴ リに1か ら9(反 対
側 は1か ら1/9)のスケー ル値 を対 応 きせ る こ とを薦 めて い る(図4.2参照)。 この場 合 、1-
9ス ケー ル と呼 ばれ る。
腕 えばC1文教1祠 えばC2日翻
i鰍曜 殖蠣 睡備 入の劇
↓ ↓
倒 的 にF常 に ・な り 少 し 一 じイ、 少 し ・な り ド常 に 生倒 的 に
ClC5
スケー ル値1/91/81/71/61/51/41/31/2123456789w1/鴇
図4.2判 断 の も の さし とスケ ー ル値
一35一
IiI.AHPを応用 した評価手法 の特性
AHPは ①手順が簡単 で、分か り易い、②判断の整合性 を最初か ら要求 しない、③感覚
的な評価 項目を取 り込 むことがで きる零5等の一般的長所が指摘 きれている2)。評価手法へ
の応用 を考 えた場合、 この手法 は、主観的判断 に基づいて重み付 けを行 う点 で、従来 の配
点法 と基本的に共通 している。 しか し以下に示す よ うな配点法にはない特徴 を備 えている
と考 え られ る。
①重み係数算出の手続 きの客観化
AHP法 で は、主観的判断に客観的操作が加 えられて重み係数が算出 される。っ まり配
点法 では主観的判断の一部で あった重 み係数算出の手続 き垢が分離 ざれ、客観化 きれてい
るので ある。 このため、一対比較 の主観的判断 の結果 が同 じ場合 にはそれ以 降の過程の再
現性が保証 され る。
②精緻化 の可能性
判断のもの さしに よる回答 には配点法 と同様 に、一定のまるめ誤差が混入 しうる。しか
し、配点法で要求 される総合的 ・包括的判断が部分的な一対比較形式に分解 きれるため、
個 々の比較において鋭敏 な判断 が可能 となる。重畳的にな きれ た一対比較判断が、再度、
積上 られ る過程で、まるめ誤差 が圧縮 され、評価関数の精緻化が期待できる。
③判断者 の相違点の明確化
上記①、② と関連するが、AHP法 では判断 の相違点 の所在 を判断者相互が よ り明確 に
認識 しうる。評価関数 を洗練 してゆ く過程で これを手掛 りに判断 の相互調整 の議論を より
深めることが期待で きる。
④整合性係数 による信葱性 の推察
判断 の整合性 は重み係数 の信悪性 にっながる と考 えられる。っ まり整合性係数を手掛 り
に、整合性の側面か ら重み係数 の信愚性 と判断結果の修正 の要 否を推察 しうる宰7。これは
従来 の評価手法 にはな い長所 である。
⑤一対比較項 目の数
項 目数がn個 の場合に必要 な一対比較判断の回数 はn(n-1)回 となり、nが 大 き くな
ると判断 回数がn2の オーダーで増加す る。またnが 大 きくなる と行列A=(αi」)の変動
に対す る相対 的重要度ベク トルの変動 は大 き くなる傾向が あり3)、実用上の意味 と結果 の
安定性(信頼性)の意味 か ら項 目の数は9以 下が望 ましい ときれている。一度 に比較す る項
目の数が過 度に多 くな らない よ うに、図4.1のようなツ リー型(根木 型)の階層 的 な評価構
造を採用す るな どの配慮が必要であ る。
IV.応用上 の配慮点に対す る考察
本節 ではAHPの 応用上、配慮すべ き点 として、 スケール値 の問題 と評価手順上 の配慮
を取 り上 げ、考察 を加 える。
1.ス ケール値 をめ ぐる問題
AHPに っいて①感 覚量のあいまい ざ、②特 性値 の正規化の方法宰8、③独立性の保証等
の問題点 が指摘 きれてい る2)。本項 では①感覚 量のあいまい ざに関係す る問題 として一対
比較判断を行列Aに 変換す るためのスケール値を とりあげて考察 す る。
判断のもの さし上に記 された一対 比較判断の結 果をサーテ ィの主張 する1-9ス ケール
ー36一
で無条 件に置 き換 えることが果 たして妥 当か否かが、行列A=(αi」)の推定方 法 の論点 と
な る。 ところで1-9ス ケールの心理学(精神物理学)的背景にはステ ィーヴ ンス(S・S・
Stevens)のべ き法則が仮定 きれてい るように思われる。
ステ ィーヴンスのべ き法則は次式で表 わきれ る4)。
Ψ=ksn(9)
ここにΨは心理尺度上での主観量、Sは 刺激強度 、kは 単位調整 係数 であ る。またnは 様
相特性係数 と呼ばれ、刺激 の種類 と計測環境 によって固有の定数 で あるが、思考上 での刺
激 の場合、n=1と 考 えるこ とがで きる5㌔
一 対比較 を刺激(Wl/W」≧1)と とらえ、心理尺度 の単位 を判断 のもの きしの1目 盛 と
する と1-9ス ケー ルが得 られ る。
しか しスティーヴンスのべ き法則は主観量 の比(Wi/W」)を直接、判断者 に評定 ざせ た場
合(直接法)に観察 され る関係式 である。 この とき心理尺度は比例 尺度 とみ な きれ る。これ
に対 して主観量の比 を、判断 のもの さしにみる ような継次的 カテゴ リを介 して評定 ざせ た
場合(間接法)には心理尺度は一般 に距離尺度 とな り、その関係式 はカテゴ リ境界 の等間隔
性 を仮定 す ると次式のフ ェヒナー(G.T.Fechner)の法則 に従 う宰9。
R=alogS十b(10)
ここにRは 心理尺度上での主観量 、a,bは 定数で ある。
(9)式、(1Q)式のいずれを前提 と考 えても、思考上の刺激 に対 する心理 尺度 の単位 は判
断者が ある程度 、任意に設定 しうるもので あると考 えられるため、単位調整 係数k又 はa
に相当す る係数の補 正が必要であると認め られ る。判断 のものさしのカテゴ リの位置 をx、




とな る。っ ま りk',k"を適 当な方法 で別に推定 するこ とが必要 である と考 え られ る。
スケール値 の簡単 な調整 によって、実用上の支 障を十分に小 きくし うるこ とを簡単な実
験現oによって確認 してみ よ う。この実験 は5っ の物体 の重量 を一対比較 で求 めたも ので
ある(表4.1参照)。1-9ス ケールを用いて求め た重量は真の重量か ら著 しく異 なってい
る。 ところで判断者 は最も重 い文鎮が最 も軽 い文具ケー ス と比べ て 『圧倒的 に』重 い と回
答 して いる。この とき真 の重量比は3229/1409=2.3である。そ こで判断 のもの さしのr圧
倒的 に』の位置に真の値(2.3)を対応 させ、(11)式に基 づいて 目盛 の増分を調 整 し、再計












2.評 価手順上の配慮 にっ いて
AHP法 では主観 的判断の良否 が評価関数 に反映 ざれるため、配点法 と同様に、信頼性
の高 い判断 を抽 出する ことが肝要で ある。判断者が評価の視点(立場)、比較 基準(Co)、
比較項 目(CbC」)を十分 に認識 した上 で、彼等の地域観 に照 らして価値 の大小が比較 ざ
れたも ので あることが適切な判断 の前提で あると考 えられ る。複数 の判断者を前提 とした
場合に、以下 の点に配慮す る必要 がある。
①判断者 の視点 と地域観 は彼の 日常 的な活動 と生活環境 の規定 を受 けている。 このため、
評価 目的 に適合 した視点 と地域 観をもった判 断者 を選定 する必要 がある。
②比較基準 と比較項 目の認識を明確にするために判断者に適切なガ イダ ンスが必要 となる。
③判断者 の持っ地域観 は潜在的なもの として、意識下に埋もれている場合があ り、直 ちに
「活性化 」し うる状態 にあるとは必ず しも限 らない。判断材料 となる各種情報 を呼び水 と
して提供す る ことが適切 な判断 を引き出す上で有効である と考 えられる。
④判断 の集約化に関す る配慮が必要 となる。判断者が 自らの意見 を持 ち寄 り、議論を尽 し
て判断結果 を修正 してい くことに よって こそ、 より信頼性 の高い判断 を得 ることが可能 に
な ると考 え られ る。
前節 では、AHP法 が配点法 にない特性を備えて いるこ とを指摘 したが、その中のひ と
っに判断者 の相違点 の明確化が ある。この特性 を積極的 に活用 した評価手順 は、判断者 の
相互理解 と個 々の判断 の意見調整 に対 して効果的で あるこ とが推察 され る。
このような手順上 の配慮の具体例 として一 回目の判断結果 を判断者にフ ィー ドバックし、
それを 「た たき台 」 として議論 を尽 し、二 回目の判断 を行 うな どのデルフ ァイ法 を援用 し
た手順が考 えられ る宰12。
上記の手順に よる判断の集約化 を8指 標の重み係数を決定する事例か ら確認 してみ よう。
重み係数を決定す るために必要 な一対比較 の組数は8C2=28組である。判断者 は6名 であ
る。判断 のもの きしでは、各 カテ ゴ リの中間 も選択するこ とが許 きれているか ら、判断者
は全部で17個の選択肢 の中か ら一っを選択す ることになる。便宜的 に左端 の選択肢か ら順
に1,2,...,17の数値を与 え、判断者の回答 を位置 を示す数値に変換 して、6名 の標準偏
差 を算 出 し、これを判断 のば らっ きを示す指標 とする。一回目 と二回 目のそれぞれにっ い
て28組の一対比較の標 準偏差 を算 出 し、そ の分布 を ヒス トグラ ムで比較 したも のが図4.3
(次頁)である。ただ し図4.3の横軸 の数値は標準偏差の範囲を示 している宰13。
この図 より標準偏差 の値が2未 満(隣接す るカテゴ リの距離 に相 当す る)であった一対比
較 の割合 は一回 目の14パー セ ン ト(4組/28組)から二回 目の75パー セン ト(21組/28組)へ
と変化 した ことが読み取 れる。 また標準偏差 の平均値 で比較す る と一 回目が3.2であ るの
に対 して二 回目は1.8であった。一回 目での個 々人 の判断 のば らっ きが、一 回 目の判 断結
果 の還元 と意 見交換 によってかな り小 さくす ることが可能である ことを示唆 している。
V.評 価手法 の特性比較
第3章 では、従来 の地区分級 の代表的評価手法(配点法 、主成分分析法)に、本章 では、
AHP法 に、それぞれ理 論的考察 を加 え、その特性を明かに した。 これ らの結果 を総括す
る意味 か ら、3っ の評価手法 の特性 を比較 す る。
3っ の評価手法 の特性を比較 した一覧表(表4.2)に従 って各評価手法の特性 を整理する。
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配点法 とAHP法 で は、指標データが価値尺度に変換 されて いる必要が ある。主 成分分
析法では、価値尺度化 の代わ りに尺 度依存 性を排 除す る操作 として、標準化(平均0、 標
準偏差1)が な きれ る。
②評価関数の規範
配点法 とAHP法 の規範 は、主観的判断 に忠実である。よって評価関数 の良否 は主観 的
判断 に依存す る。主成分分析法の規範 は、客観的に与 えられてお り、 これ は主成分 と指標
との相関係数の 自乗和を最大化す るもので ある。かか る客観的規範 は相互 に類似性 をもっ
指標群か ら、 より信頼性 の高 い合成指標 を導出する場合に有効 となる。
③主観的判断 の性格
配点法の主観的判 断は指標の重みに対す る数値的回答 であ り、総合的かっ包括的である。
これに対 して・AHP法 の判断は指標 の重みに関す る一対比較判断 である。継次的 カテゴ
リ尺度(判断 のもの ざし)上で回答 され る点 、個 々の判断は部分的で あ り、それ らが重畳 的
に積み上げ られて いる点 に特徴 がある。主成 分分析法は評価関数 の規範が客観的 に与 え ら
れてい るため、該当する主観 的判断 はない。
④重み係数算 出の手続 き
配点法 では数値 による回答 のため、重 み係数算出の手続 きは主観的判断の一部 に組み込
まれている・AHP法 では・比較判断 をスケール値に よって一対比較行列Aに 変換す る操
作 と固有値問題(IA一λIi=O)を解 く操作 によって 、重み係数が算 出 きれ る。主成分分
析法 では、相関行列Rを 計算 し、固有値問題(IR一λIl=0)を解 く操作 によって算 出 き
れる。AHP法 と主成分分析法 の手続 きは客観的操作 であ り、 この ため、評価関数 の再現
性 が保証 ざれ る。 どち らも固有値問題を解 くことに帰着 するが、主成分分析法で は相関行
列Rを 用 い、AHP法 では一対比較行列Aを 用 いる点 が異 なってい る。
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⑤評価手法 の手順的特性
配点法の手順上の特性 として、手順が簡明である点、特別 な計算処理 を要 しない点、重
み係数 の修正な どの操作的 自由度 が高 い点 があげ られ る。AHP法 では手順 自体がやや複
雑になる点 、配点法 と同様 に操作的 自由度が高い点が特徴 として指摘 しうる。主成分分析
では評価者 の操作は入力指標の選定 と主成分分析結果の利用方法 に限定 され る。 この こと
は評価手法 の手順 を客観化(機械 的に手順化)しうる反面、得 られた主成分 の評 価基準に対
す る照応性 を如何に確 保するかが問題 となる。AHP法 と主成分分析法 は計算機 の利用が
前提 とな り、評価手法の手順も配点法 と比べてやや複雑になる。
⑥ その他 の特性
配点法では主観的判断 を数値 として回答 する際に、まるめ誤差が混入する。 しかも真値
とまるめ誤差を分離す る手立が ないため、評価関数の精緻化 が困難で ある。AHP法 では
継次的 カテゴ リ尺度 に よる回答 に、配点法 と同様 のまるめ誤差混入の可能性が あるが、一
対比較で は掴 々の判断 を鋭敏 に行 い うる上に、誤差が重み係数 の算出過程 で平均化 きれ る
ため、評価関数 の精緻化が期待 しうる。ただ し判断回答 を一対比較行列Aに 変換す るため
のスケール値 には修正 の必要性 が認 め られる。また、整合性係数 によって、判断の信悪性
を推察 するこ とがで きる。主成分分析法では、相関係数 の代表性 が確保 されている必要が
ある。主成分導出の規範 は、 トレー ドオフの関係 にある指標 を旨 く取 り込 むことができな
い。 また、主成分得点 は規範に忠実 に算 出されるが、規範 の有効性 自体 に問題が あ り、必
ず しも精緻化 には結 び付かない。
VI.まとめ
最後に3っ め評価手法 の総括 を行 う。
@配 点法
規範、手続 きが共に主観的で ある。価値的 な評価基準の場合 には、主観的 な価値判断が
評価関数 の規範 とな らね ばな らない。 この点では配点法に問題 はない。 しか し重み係数算
出の手続 きが主観的判断 の一部 に組み込 まれて いるため、重み係数算出の手続 きは不透明
な過程 となる。手順的 には単純 であるが、高度な主観的判断が要求 ざれる。
⑤AHP法
規範に関 しては配点法 と同様、主観的な価値判断が評価関数の規範 となる。主観的判断
の性格 を配点法 と比べ る と、判断者の負担 が少な くて、鋭敏な判断が可能 となる。一方 、
手続 きが客観的操作で ある点で は、主成分分析法 と共通す る。 この過程では平均化操作に
よって、誤差 の圧縮が可能 となる。
◎主成分分析法
規範 、手続 きが共に客観的であるため、手順 の客観化(機械的な手順化)が可能であ る。
主観的判断 の範囲が小 さい とい う意味では、簡便 な方法で ある と言 える。ただし規範 の有
効性には一定 の制約が ある。主成分得点は規範 に忠実に算 出され るが、必 ず しも精緻化に
は結 び付 かない。
スケール値 の修正、主 観的判断 の抽 出手順等 に検討を要す る課題が残 きれているが・A
HP法 は従来 の配点法 と主成分分析法の中間的な評価手法で あ り、両者 の長所 を兼ね備 え








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































*1以 降の議論で、一対比較行列Aは 相反的な行列で あることを前提 とす る。
*2誤 差を含む一対 燗 ラ列Aか ら相対的重要度を代数的に決 定す るためには未知数wI,εi」の数
(n2+n個)から方程式(4)式の数(n2個)を引いたn個 の関係式力泌腰 である。後述の(5)式が こ
れ に相 当す る。 αi」の誤差を δi」とする とεl」=1+δi」,(i,」=1,..n)である。(5)式より
n





Hq」=Const,(i=1,..n)が成 立す る。 この時 の代 数 解はwi=[rIαi」]1/n,(i=1,..n)とな る
」=15=1
け 　
が 、この解は対数最小 自乗問題 Σ Σ[1㎎αl」-1㎎(Wi/W」)]2→Minの解 に弓致する。また
5翼1」=1
ロ ロ










但 しiは 任意に与 えうる。 この とき Σδ日=Σ δ日=λm似 一nよ り、
」=1」 メi
万=(λm似一n)/(n-1)を得る。よって整合性係数C.1.は誤差δi」の平均値万に等 しい。











































第5章 事 例 対 象 地 域 の 概 要
1.事例対象地域の概要1'2)
1灘難 ∴ 欝{1
る諏訪広域市町村圏(諏訪地 騰 覚霧 ぐ 諏 ノ
域 と略称 す る)であ り、岡谷/訪
繕 寛藷 藷 甥 講 轡 茅野市
村 か ら構 成 ざれ て い る 。 川l!穿 、'"感
総面積 は約712k皿2であ り、/茅 野
諏訪湖 の集水域にほぼ相当す1. .ノ 、
る 。諏 訪 湖周 辺 は西 部盆 地 国道 湊 原村/〆 ・/
(岡谷市 ・諏訪市 ・下諏調)、256号 線,鯉/富 士見町
八 ヶ岳 山麓 は山浦地 方(茅野/富 士見







けて縦断 している。東京 一小 長 梨









図5.2は諏訪地域 の地区界図(農業集落界 図)であ る判 。農業 センサ ス集落 カー ドの統計
調査資料のない山間 および市街地 内の一部地区を除 くと、6市 町村 の合計地 区数 は154
地区で ある。本論第6,7,9章 の実証的考察では この地区界図 をも とに分 級図を作成す
る。図5.3は都市的地区分級の ための地区界図(茅野市)である。地区界図 と他 の各種地図
(地質 図、地形図、道路図な ど)を重ね合せて、指標データを作成す るため、地 区境界は よ
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諏 訪 地 域 の人 口 動態 を簡 単 にみ て お くこ とに し たい 。 表5.1は1970年以 降 の 人 口推 移 を
整 理 した表 で ある塗3。
表5.1諏 訪地 域 の 人 口推 移
難灘羅纒
*増 加 率1は(1975年/1970年一1.0)*100Z,増加 率2,増 加 率3も 同様 に算 出.
**シェ ア3は(1985年一1980年)!(1985年計 一1980年計)*100Z
西部盆地 の岡谷市 、諏訪市 、下諏訪町では5年 毎にみた3期 間 の人 口増加率は減少傾向
にあ る。上記3市 町のDID人口率(全人口に占めるDID地区人 口の割合 ,1975年)はそれぞれ
76.1パーセン ト、52.6パーセン ト、81.5パーセン トで ある。同時点 の茅野市 のDID人口率
が17.3パーセン トで あるの と比較 する とかな りの高率で ある(富士見町、原村 ではDID指定
地 区が ない)。
一方、山浦地方では特 に茅野市 の人 口増加率 が全期間(1970年～1985年)を通 じて突 出 し
て いるこ とが 目にっ く。1980年か ら1985年の間 に諏訪地域内で約3,500人の人 口増 加 がみ
られ たが、この うち茅野市のシ ェアは88.5パーセン トに及 んで いる。
原村では1975年か ら1980年の期間に人 口増加率がプラスに転 じ、富士見町でも緩やかで は
あ るが、増加傾向に ある。
以上 のことか ら諏訪湖周辺 の西 部盆地で は市街化 がか な り進んでいて、人 口収容能力が
飽和 しっっあるのに対 して、 これ を肩代 りする形 で山浦地方、中でも茅 野市 に人 口増加 が
発生 しているこ とが理解 ざれる。
皿」 童塞1・6・7・8)
表5・2は1975年の産業(3表5 .215才以上 の産業別就業人 口
大 部 門)別の就 業人 口を整
理 したも ので ある。(昭 和50年国勢調査)
灘 鱗 撚 鑓 市町村 繍 菱1姿幾 欝 第1羨00轟轟
産 業 産 業 産 業く
、 また 山浦 地 方 で は第1}
次産業への就業者数 が多い。 地 方 計1048931a86251・08・399511a24&73&1
欝 その概　 llli罷llill;iilliii蒲ll
1第1次 産 業 下諏訪町1娼10522&2875301a75&了3τ6
諏 訪 地 域 の 耕 地 面 積 は 約 富士見町&0652 ,4663,2022,39730.63972g了
6・900haあり ・ 農 家 数 は11,原 村3.6571.89499277151 .827 .121.1
000戸で ・ う ち 第 二 種 兼 業(注)第3次 産業は
、 その他を含 む。
農 家 は74パ ー セ ン トを 占 め
る 。
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経営規模1ha未満 の農家は81パー セン ト、農産物販売金額200万円未満 の農家86パー セン
トを占め、大部分が小規模農家である。西 部盆地の平坦地(諏訪湖 の三角洲地帯)では米、
野菜、一部に花 き、果樹等 を含 む都市近郊型農業が営 まれてお り、山浦地方 では米以外に
夏季冷涼な気象条件を利用 して野菜 、花 き、畜産等の複合経営 が営 まれてい る。近年、中
央 自動車道 の開通、住宅 ・工場の進 出、生産調整 による減反政策等 の外的イ ンパク トの影
響を受 けて農業構造が変化 しっっ ある。
諏訪地域 の林野面積は約52,000ha(地域総面積 の73パー セン ト)であ り、主 たる生産材 は
『か らまっ』である。森林 の経済的機能は縮小 され、居住地付近 の林地は急速 に宅地化 す
る傾向 にある。 また、諏訪地域の水産業 は諏訪湖 のワカサギ、コイ、フナを中心 とす る採
捕漁業 と網 いけすによるコイの養殖漁業が主体 であるが、1985年の水揚量は1980年と比べ
て半減 して いる。
2.商 工業 ・観光業
戦後、製 糸業か ら精密工業への転換 が図 られた。1964年には新産業都市に指定 されてい
る。業種別製造品出荷額(産業中分類)では精密、電機 、機械が上位 にあ り、これ ら3業 種
で出荷額 の8割 近 くを占め る。また地場産業には味噌 一醤油 ・寒天 ・ソバな どがある。
既存 の商店街は西部盆地及 び茅野市 の中心市街地に形成 されている。一方 、中心市街地
をややはずれ た国道20号線(バイパス)沿いにスーパー等 の大規模店 の進出がみ られ る。 日
常 品の購入には駐車場を備 えた大規模店が利用 さ』れ るようである。
八 ヶ岳 中信高原 国定公園、南 アルプ ス国定公園、塩嶺王城県立公園 な どの指定 を受け、























































仮定 ① モデ ル変 数以外 の要因 がモデル変数Xiに 及ぼす影響(即ち誤差項)E!はXlに因
果 を及ぼ す他 のモデル変数 と無 相関である。
r(E監,Xk)=O__.(1)
但 し、kはXiに因果 を及ぼす他 のモデ ル変数 の添字、r(Ei,Xk)はEiとXkの相 関係数 。
仮定② 異なる内生 変数 の誤差項EiとE」は無相関で ある。
r(Ei,E」)=o(i=」を除 く全 ての内生変数 の組合せ にっいて).......(2)
仮定③ 誤差項並びに全 てのモデル変数 は標準化 きれている(平均0、 分散1)。
パス解析では誤差項 を含 むすべての変数 を標準化 して扱 うので、定数項がな いだけでな
く、誤差項 を誤差変数 として取扱い、誤差 変数 に対 しても便宜上、係 数をっける(残差パ
ス係 数)。残差パス係数 の 自乗 は 目的変数 の分散の 内で回帰 によって説 明できない残 差の
割合を表 して いる。なお仮定③ の故にパス係数は通常の回帰式におけ る標準偏回帰係数に
相 当する。回帰方程式の一般形式は次の とお りである。
Xx=PxaXa十PxbXb十。。.十PxuRu.....。.(3)
ただ しXxは回帰式 の目的変数 とな るモデルの内生変数、X。,Xb..はXxに因果 を及ぼす変
数(他の内生変数である場合も ある)、Px。,Pxb..はX。,Xb..のパス係数、R。は誤差変
数 、Px。は残差パス係数 を示 す。
パス係数 は他 の変数の影響 を排除 した上 で、あ る説明変数(モデルの内生変数 に因果を
及ぼ す変数)の1標 準偏差単位の変化量 がもた らす 目的変数(モデルの内生 変数)の変 化量
を表 している。この意味でパス係数 は因果 のパス(モデル変数 を連結 する矢印)ごとに因果
関係 の強 さを定量的に推定するも ので ある。
パス解析の特徴は2っ の変数問 の相関の大 きさを直接 ・問接 の因果連鎖 に分解 し、その
相対的 な大 き さを比較す ることが できる点 にある。これはパス解析法 が有す る重要 な長所
である。図6.1に示 した因果 モデ ルの例 を用 いて直接 ・間接 の因果的効果 を例示 しよう。
Ru









このモデルでX1がX3に及ぼす直接効果 の大 きさはp31で与 え られる。一方、X1がX2
を介 してX3に及ぼす 間接効果の大 きさはp21×p32のようにパス係数 の積で与 えられる。
直接効 果 と間接効果の和は全効果 と呼ばれる。またX2がX3に及 ぼす直接効果の大 きざは
p32であ らわ きれ るが、p21xp31は矢印 の方向に逆行 したパス(X2←X1→X3)をた どっ
て いるため因果的効果 に含 めない。 これは疑似相関 と呼 ばれ る。一般 にモデル変数問の相
関係数 は次式 の ように分解 するこ とがで きる2)。
相 関係数=直 接効果+間 接効果+疑 似相関__(4)
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Ill.因果モデルの構築
集落 の外 的環境諸条件 と農業所得水準 をモデ ル変数 とし、モデ ル変数相互間の関係 を対
象地域の特性 を念頭に置 いた仮説に基 づいて構造化す る ことが本節の課題で ある。
パ ス解析 を用 いた先駆的研究 としては、滋賀県を事例地域 とした河村の研究4'5)があげ
られる。河村は農業集落を分析単位 として、都心接近度 、自然立地条件、農家 内部的条件、
直接的都市化現象、農業依存度 の5っ のモデ ル変数 を設定 し、都市化 と兼業深 化の メカニ
ズ ムを明かに してい る宰1。また都市的地区分級に関す る研究蓄積6)は外的環境 条件の設定
と指標選択 に大 きな示唆 を与 えるものである。 これ らの研究を参 考に しっっ、地元関係者
への ヒアリング調査か ら得 た知見をも とに して因果 モデ ルを構築 した。
分析 に用 いた因果 モデ ルの構造 は図6.2のとお りである。このモデルは2っ の外生 変数
(都市近接度X1と 自然立地条件X2)と2っの内生変数(都市化水準X3と農業所 得水準X4)
か ら構成 ざれている。




図6.2因 果 モデルの アローダイアグラム
モデ ル変数相互 間に設定 した仮説 は次 の とお りで ある。な お、それぞれの番号 は図6.2
の因果モデルのアローダイアグラムに対応 している。
①都市近接度X1か ら都市化水準X3へ
都市近接度 とは中心市街地(諏訪湖畔 と茅野駅前)にどれだけ近接 しているか或 は どれほ
ど容易に中心市街地へ移動 しうるか とい う位置的立地条件 の ことであ る。当該地域 では大
規模小売店、商店街、市民会館、病院、図書館、文化 センター等 の各種生活 関連施設 は中
心市街地 とその近傍に集中 してい る。更に道路網 は市街地 より放射状 に張 り巡 らきれてい
る。従 って都市近接度は生活関連施設 の利便性水準 を示すもので ある と考 え られ る。 また
都市化水準 とは都市化 の現象 的側面(即ち都市 的土地利用 の拡大 、耕地 価格 の上昇 、非農
業世帯 の増加、賃金 の増大 な ど)の総合的水準 を意味す る。都市近接度 の高い集落で ある
程、っ まり利便性水準 の高い集落 である程、早 い機会 に都市化 が進行 し、その結果、現状
での高 い都市化水準が維持 されている と考 えられ る。
②都市近接度X1か ら農業所得水準X4へ
都市近接度が農産物市場並 びに生産要素市場 までの輸送経費 の格差 を示 すもので ある と
考 えるな らば、チ ューネ ンか らブ リンクマ ンに至 る古典 的農業 経営立地論 の主張 した 「輸
送費の空間作用」7》に よる農業所 得水 準への影響 を考 えるこ とが必要 で ある。輸送手 段 と
道路網 の高度に発達 した現状 をかんがみ るな らば、当該地域内の相対的な輸送 経費の格差
の現在的影響力 は極めて小 ざいこ とが予想 きれる。しか しこの場合、留意すべ き点 として
かかる影響力の蓄積効果 がある。市場経 済の浸透 した時点か ら今 日に至 るまでの蓄積効果
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を考 えるな らば、輸送経費 の格差は現在 の農業所得水準に影響 を与 えてきた とみ るべ きで
あろう虐2。も ちろん現在でも市街地に接近す る程 、有利な販売経路を得やす い等の実質的
な利点をみいだす ことは可能 である。
⑧ 自然立地条件X2か ら都市化水準X3へ
諏訪地域は諏訪湖南東 の扇状地状 の平 坦地か ら八 ヶ岳山麓 に至 る緩斜面 の広が る山浦地
方 までを含み、地形 ・気象 ・傾斜 ・水文な どの自然立地条件の地域内格差 は大 きい。この
よ うな自然立地条件差は自然的な生活環境を大 きく作用 している と考 えられる。よって農
業的土地利用か ら都市的土地利用へ の転換に少なか らぬ影響 を与 えて きた と考 え られる。
④ 自然立地条件X2か ら農業所得水準X4へ
言 うまでもな く自然立地条件は@栽 培作物 の収量 ・品質、⑤作付 自由度 の大 きさ、◎農
作業効率 、@限 界土地 ・労働生産性 の高 さな どの、農業生産にかか わる広汎 な側面で農業
所得水準 に関与 して いる。
⑤都市化水準X3か ら農業所得水準X4へ
都市化水準が農業所得水準に及ぼす作用経路にはフ ィジカルなもの とメタフィジカルな
ものが考 えられる。フ ィジカルな作用経路には@農 地転用に よる優良農地 の減少、⑤耕地
の分散化 ・細分化による農作業効率の低下、@用 排水、日照条件 な どの耕作環境の悪化 な
どがある。 またメタフ ィジカルな作用経路 には@非 農業部門へ の労働力流失 、◎営農意欲
の減退等 の直接に個別経営体 を介 した経路 と、混住化に伴 う集落 のま とまりの低下に よっ
てもた らされる㊦各種機能集団 の産出機能 の低下、⑧利害調整機能 の低下等 の地域集 団を
介 した経路 とが ある。都市化水準の上昇は これ らの相乗的効果 に より農業所得水準の低下
をまね くと考 え られる。
IV.分析指標の選定
1980年農業 センサス集落カー ドを分析用 の素データ として用いた(総集落数 は3特 異集落
零3を除 く151集落)。各 モデ ル変数 の概念 を適切に要約 しうる と考 え られ る指標 をモデル
変数 ご とに5～10個程度選択 した。更 にこれ らの指標別にサ ンプルの分布状況お よび欠損
数 を検討 し、極 めて分布形状の偏 った指標 あるいは欠損数の大 きい指標は分析結果の撹乱
要素 とな るため、除外 した。更に各 モデ ル変数に対応 した指標グ ループ に主成分分析 を適
用 した。主成分分析 は総合特性値 としての主成分 を抽出するためではな く多指標間にみ ら
れ る相 関関係 を把握 し、代表的な指標 を選定す るために適用 したものである材。
1.都 市近接度X1
都市近接度の指標 として表6.1に記 ざれて いる5指 標を用意 した。都市近接度 に関 する
指標 はその概念が簡明で あるため、比較的容易に見出だす こ とがで きる。直接的指標 とし
て①DID都市 までの時間距離並びに②同道路距離 、⑧市町村役場 までの道路距離を とった。
また、間接的指標 として④パス運行 回数 と⑤集落 内通過道路指標 を加 えた。⑤集落内通過
道路指標 は集落の領域(耕地 ・山林 ・原野 を含 む)内を通過 する道路の有無 に、道路の重要
度 に応 じて重みをっけた指標 である。
主成分分析で固有値が1以 上の成分 は2っ 得 られ た。主成分負荷量か ら指標 の相関関係
をみ る と第一主成分 では集落 内通過道路指標の負荷量がやや低 いものの、それ以外の指標
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は絶対値O.6程度以上の負荷がみ られ、良 くま とまって いる と判断 でき る。一 方、第 二主
成分には特に留意すべ き特徴 はみ られな い。そ こで都市近接度 を代表 する指標 として、第
一主成分 に最大 の負荷量 を示 した②DID都市 までの道路距離 を選 定 した。ただ し、 モデル
変数の概 念 とその指標の尺度方向が逆転(都市近接度が高 い程、指標 値は低 くな る)して い














集落は属人領域で あり、均質な 自然立地条件をもっ領域ではないため、集落 領域 内部 に
異な る自然立地条 件をもっ地片が混在 して いる。 この点で集落 を区分単位 とす る 自然立地
条件の指標化 には操作上、困難な問題が伴 なっている。ここでは統 計資料 の利用 を前提 と
し、その可能 彗範 囲内で自然 立地条件 に関す る指標 を工夫 し、検討 した。
自然立地条件の指標 として表6.2に記 さ'れて いる5指 標 を用意 した。③標 高 コー ドは、
地域内耕地 の標高格差が大 きく、 これが作物 、特に高冷地野菜 の栽培条件 とも対応 して い
るこ とを考慮 して用意 した指標 である。 また この指標は水稲 の冷害 の被害状況 とも対応 し
てい る。⑤集落地勢指標は農業集落の土地利用種別面積 に地形の傾斜 と起伏 を勘案 した重
みをつけ・加重平均 した指標 である準5。一般 に自然立地条件 と土地利用 との問 には一定 の
対応関係がみ られ るが・ この指標は土地利用か ら自然立地条件 を大局的に把 握す るこ とを
意 図 してい る。間接的にでは あるが 自然立地 条件 を代表 しうる指標 として①水稲10a当り
収量 を加 えた。また自然立地条件 の内容か らはややはずれ るが、農業 生産基 盤の相違を示
す指標 として②耕地率 と④基盤整 備指標も参考 のため加 えた。④基盤整備指 標 は基盤整備
事業(農業構造改善事業 または土地改良事業)を実施ずみの集落 に1、 未 経験 の集落に0を
与 えた指標 である。
主成分分析で固有値が1以 上の成分は3っ 得 られ た。主成分 負荷量か ら指 標 のまとま り
具合 をみる と第一主成分では⑤集落地勢指標 が負で、②耕地率 が正 でそれぞれ負 荷量 が高
く、①水稲IOa当り収量 の負荷 量は正でやや高 い。第二主 成分で は③標 高 コー ドの負荷量
が正 で高 く、①水稲10a当り収 量の負 荷量 は負でやや高 い。第三主成分 は④基 盤整備指標
の負荷 が高 いが・特に留意 すべ き特徴 はない。そこで第一主成分 に最大 の負荷 を示 した⑤
集落地勢指標 と第二主成分 に同 じく最大 の負荷 を示 した③標高 コー ドを自然立地条件 の指
標候補 とし・比較検討 を行 った。その結果 、他のモデル変数 と合理的 な相関関係 を示 し、
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地 元 関係 者 へ の ヒア リング で も そ の重要 性 が 指 摘 さ』れ た⑤ 標 高 コ ー ドを選 定 した 。




⑧標 高 コー ド →.310.84-O.08
④基 盤 整 備指 標 毒 一〇.14-0.300.91
⑤集 落 地勢 指 標 朗 一〇.93-O.19-O.16
寄 与 率%(固 有 値)0.2(2.01)6.3(1.32)ユ.O(1.05)
零④基 盤 整 備指 標=O ...(洲31xYN32×梱 3=O)
ニ1...(上記 以 外 の場 合)
四31:農業 改 善事 業(機 械 ・施 設)の 有 無(有=1,無紛)
姻323農業 改 善事 業(土 地 基 盤整 備)の有 無(有=1,無=O)
姻33;土地 改 良 事業 の有 無(有=1,無=O)
朧 ⑤ 集落 地 勢指 標=(U312x1+U313x2+U314x3)/(U312+U313+U314)
U3123農業 集 落 の土 地 面 積(田)
U313:農業 集 落 の 土地 面 積(畑)
U3143農業 集 落 の土 地 面 積(山林 ・原 野)
3.都 市 化 水 準X3
都 市 化水 準 の指 標 として 表6.3に記 され て い る6指 標 を用 意 し た 。 「農 村 の都 市 化 」と呼
ば れ る現象 は総 合 的 な現 象 で あ り、その 指 標 は 多岐 に わ た らざ る を得 な い。 こ こで は混 住
化 に伴 な う① 総 戸数 、 ⑤非 農 家率 の増 大 や非 農 業 部 門 で の就 業機 会 の増 加 に伴 な う賃金 水
準 の上 昇(② 、③ 、④)な どを取 り上 げ た 。更 に ⑥集 落 内立 地 工 場指 標 は工 場 立地 に関 連 す る
都市 的土 地 利 用 の深 化 を 間接 的 に と らえ る指 標 と して作 成 したも の で 、工 場規 模 に配 慮 し
た重 み をっ け た。 また農 地(田 ・畑)価 格 等 の地 価 指標 も用 意 した が 、欠 損 サ ン プ ルが相 当
数 に のぼ った た め主 成 分 分 析 か らは 除外 した 。
表6.3都 市 化 水 準X3の 指 標グ ルー プ
指 標PC-1PC-2
① 総 戸数(非 農家 集 団 含 む)O.73-0.48
② 農 作業 日雇 賃金(男)O.640.56
③ 農 作業 日雇 賃金(女)0.620.57
④ 土木 作 業 日雇 賃金(男)O.640.37
⑤ 非 農家 率0.84-O.27
⑥ 集落 内立 地 工 場指 標 零O.67-O.54
寄 与率 器(固 有 値)8.5(2.91)2.8(1.37)
宰⑥ 集落 内立 地 工 場指 標=姻51×1+YN52×3・洲53x5
州51:零細 工場(4人 ～29人)の有 無(有=1,無=O)
YN52:小規 模 工 場(30人～99人)の有 無(有 二1,無=O)
洲53:大規模 工 場(IOO人以上)の 有 無(有 二1,無二〇)
主 成 分 分析 で固 有 値 が1以 上 の成 分 は2っ 得 られ た 。第 一 主 成 分 で は 全指 標 の主 成 分負
荷 量 がO.6以上 に達 し、 寄 与 率 も50パー セ ン トに近 い 。 これ は都 市 化水 準 に 関 す る各 指 標
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のま とまりが相対的に良 いこ とを示唆 している。第二主成分で は負荷 の高 い指 標がな く・
積極的な意味付けが困難で ある。そ こで都市化水準 を代表す る指標 として第一 主成分 に最
大負荷量 を示 した⑤非農家率 を採用 した。なお⑤非農家率 は主成分分析 に取 りこまなか っ
た地価指標等 に対 しても0.6から0.7程度 の相関関係 にある。
4.農 業所得水準X4
農業所得水準 にっ いては、本論第9章 の農業的地 区分級結果 を利用 した。その概略は以
下 の とお りである。
他 のモデ ル変数指標 と同様、1980年の農業 センサス集落 カー ドを素データ とした。分級
指標 は表6.4に示 きれた14指標 である。 この14指標 に対 して主成分分析 をかけ、 その結果
(主成分負荷量)を同表に示 した。
第一主成分では①、③、④、⑤、⑥、⑧ 、⑨の各指標 の負荷量(絶対 値)が高 く、経営規
模(ビジネスサイズ とファームサイズ)の大小 を示 して いる と考 えられ る。また、第二主成
分では⑦、⑩、⑪の各指標 の負荷量(絶対値)が高 く、土地利用形態(水田か畑か)を示 して
いると考 え られる。従来 の農業的地 区分級 の研究事例で は、第一主成分 に経営規模 的成分
が、第二主成分に経営形態的成分が検 出 ざれ ることが多 く、 また、 この場合 に農業所得水
準 評価 に対す る第一主成分 の有効性が指摘 きれている8)。上記の結 果も これに準ずるもの
と判断 きれ る。
本分析では、農業所得水準 の代表指標 として第一主成分 を用 いる。 ただ し、パス解析 で







⑥戸 当 り経営 耕 地 面 積O.890.02
⑦ 戸 当 り水 田面 積0.490.68
⑧戸 当 り畑面 積0.77-O.51
⑨戸 当 り野菜 作 付面 積O.77-0.38
⑩水 田率 一〇.530.72
⑪畑 地 率O.49-0.84
⑫樹 園 地 率0.020.30
⑬単 位 耕 地 当 り農 産 物 販売 金 額O.400.30
⑭不 作 付 畑地 率 一〇.30-O.15
寄 与 率%(固 有 値)6.6(6.52)18.O(2.52)
V.分 析結 果




た だ し都 市 近 接 度X1はDID都市 まで の道 路距 離iを、 自然 立地 条件X2は 標 高 コー ドを、 都
市 化 水 準X3は 非農 家 率 をそ れぞ れ モ デ ル変 数 の 代表 指 標 とす る 。 また 、農 業 所 得水 準X4
は 農業 的 地 区 分級 の手順 に従 って求 め た第一 主 成 分 得点 を用 い る。
上 記 の方 程 式 に よ るパ ス解 析 の結 果 を 図6.3および表6.5に示 した 。(5)式の 重 相 関 係 数
はO.669(決定 係 数0.448)、(6)式の重 相 関 係 数 は0.732(決定 係 数0.536)であ っ た。 ま たF










p41農 業 所 得 水準p42
-O.133×40.331
P4.0.681直 接 効 果'一 一一'間接 効 果
Rv
図6.3パ ス解 析 の結 果
表6.5相 関 係 数 の分 解







表 中で"一"印 は該 当す る効 果 の な い こ とを示 す。
上 記 の結 果 か ら当該 地域 に お け る、外 的環 境 条 件 が農 業 所 得水 準 に与 え る影 響 を検 討 す
る と次 の よ うに ま とめ られ よ う宰6。
1)都市化 水 準 に対 す る直接 効 果 にっ いて
都市 化 水 準 に対 して 直接 効 果 を及 ぼ す モデ ル変 数 は都 市 近接 度 と自然 立 地条 件 で あ る。
パ ス 係数 の符 号 か ら、@中 心 市 街 地 に近 接 す る程 、 都市 化 水 準 は高 くな る、 ⑤標 高 が低 く
な る程 、都 市 化 水準 水 準 は高 くな る関係 に あ る こ とが理 解 され る。 ま た、 パ ス係 数 の絶 対
値 か ら直 接 効 果 の影 響 力 を比 較 す る と、次 式 の関 係 が得 られ る(表6.5参照)。
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匿 亟 麺]<厘 然立地条州 ・… …(7)
1-0.29411-0.5051
@の 関係性は第III節の①の仮 説を裏付けて いる。自然立地条件 の影響 の在 り方 は指標 に
依存 して いるため、仮説の段階 で⑤ の関係性を明確に指定 して いなか った。パ ス解析 の結
果、影響力では都市近接度 よりも 自然立地条件 の方が より大 き く、 当該地域に おける都市
化 と自然立地条件 に強 い関係性が認 め られる。
2)農業所得水準 に対す る直接効果 にっいて
農業所得水準 に対 して直接効果 を及 ぼす モデル変数 は都市近接 度、 自然立地 条件 、都市
化水準で ある。パス係数の符号か ら、@中 心市街地 に近接す る程 、農業所得水準 は高 くな
る、⑤標高が高 くな る程 、農業所得水準 は高 くなる、◎都市化水準が高 くなる程 、農業所
得水準は低 くなる関係にあるこ とが理解 され る。また、パス係数 の絶対値か ら直接効果 の
影響力を比較す る と、次式 の関係が得 られ る(表6.5参照)。
[麺垂璽]<i自 然立地条劃 く1都市化水判 ・… …(8)
1-0.133110.3311i-0.5221
@の 関係性 は市場距離 の差異が位置地代の相対的差異を生み 出す とい う 「輸送費 の空間
作用 」 と整合 している。 しか し、他 のモデル変数 と比べ て、その影響力は大 き くない。⑤
の関係性 は当該地域の農業特 性 と関連 してい ると考 えられる。地域 内の農用地 は標高700m
か ら1200皿にわたって広範囲 に分布 している。標高が高 くな る程 、水稲 の10a当り収量 は低
下 し、また水稲の冷害 による被害 は大 きぐなる傾向に あるが、高冷地野菜 ・花 きの栽培条
件 は高度標高集落 の気象条件 に適合 している。標高条件 の影響 は この ように作 目に よって
異 なるが、水稲栽培 よりも高冷地野菜 ・花 き栽培の方 が農業所得形成に対 す る寄与が大 き
いために、⑤の関係性が検 出 きれ たと考 え られ る。◎ の関係性 は都市化 に よる農業 の衰退
を示 してお り、我 々の経験的 な知見 と一致 して いる。直接効果の比較では3っ のモデル変
数 中、都市化水準 の影響力が最も大 きく作用 している。
3)農業所得水準 に対す る間接効果 と全効果
農業所得水準に対 する間接効果 のパ スは2つ ある。都市近接度が都市化水準 を介 して農
業所得水準 に効果 を及ぼ してむ・るパス(X1→X3→X4)と自然立地条件 が都市 化水準 を介
して農業所得水準に効果 を及ぼ しているパス(X2→X3→X4)である。
都市近接度の間接効果(X1→X3→X4)はP31×P43で与 え られ、その値 はO.153である。
これは中心市街地に近接する程 ・都市化水準が高 まり(X1→X3)、このため農業所得水準
を低 くざせ る(X3→X4)関係を示 して いる。その結果、都市近接度 の全効果 では直接効果
と間接効果が相殺 され・表面的 には、都市近接度の影 響を分 り難 くして い る(0.020)。こ
こで、都市近接度 の直接効 果に着 目す ると、中心市街地 に近接す る程、都市化水準 と農業
所得水準 のいずれもが高 くなる ことがわかる。都市化水準 を宅地適性 、農業所得水準 を農
地適性 と読み換 えることが許 きれ るな らば、中心市街地 に近接す る程、農地適性 と宅地適
性 のいずれも高 くなるが、前項◎ の関連性か ら両者は背反的で あ り、 ここに都市近接度 を
軸 とす る両者の競合的関係 を読み取 ることがで きる。
また 自然立地条件 の問接 効果(X2→X3→X4)はP32xp43で与 え られ 、その値はO.264
で ある。標高が高 くなる程、都市化水準が低 くな る(X2→X3)が、結 果的に都 市化 に よる
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ダ メージ(農業所得水準 の低下)を少な くす る(X3→X4)ことを示 している。 自然立地条件
の全効果 では直接効果 と間接効 果が累積 きれ、 その値(O.595)は最大 となって いる。上記
の競合的関係 と対比 ざせて、 自然立地条件 を軸 とする関係を考 える と、標高が高 くな る程、
農地適性 は高 くなるが、宅地適性は低 くな る。 このことか ら 「住 み分 け」的関係 を指摘す
るこ とができる。
直接効果 に間接効果 を加えた全効果で3モ デル変数の影響力を比較す ると、次 のよ うな
結果 となる(表6.5参照)。
匿 亟 麩]<匿 市化水準1<匝然立地条件1__⑨
10.02011-0.522110.5951
4)残差パス係数にっ いて
本分析 では外的環境諸条件 の影響にっいて分析 した。図6.3に示 した残差 パス係数 は他
のパス係数 に比べ て大 きく、都市化水準で0.743、農業所得水準でO.681であった。
都市化水準 の場合 には、新 たなモデル変数の追加、あるいは上記 のモデル変数の細分化
等 、モデルの改良の必要性が認め られる。 また、農業所得水準 の場合には、モデル上 の問
題点の他 に、農業経営の主体的条 件(経営能力 、栽培技術水準 の相違等)の影響が残差パ ス
係数値 に含 まれている点 を指摘する ことができる。外的環境条件の差異によって農業所得
水準の分散 の半分あまりは説明で きるが、本 分析の対象外 とした主体的条件等 の影響も小
さ くない と考 えられ る。
M.評 価構造に関す る若干の考察
本章では、農業所得水準に対す る外的環境条件の影響が、因果モデルの適用に よって定
量的に明かに さ』れた。本章の因果 モデルは、規範 的な評価構造 に従 って構築 されたもので
はないが、外的環境条件は都市的土地利用適性の評価項 目と重複関係にある。 したが って
かかる分析結果は地区分級 の評価構造 に関 して有益 な示唆 を与 えるもので あると考 え られ
る。従来 より一般的に用い られて きた農業所得水準 および都市的土地利用適性を評価基準
として想 定 し、上記の結果を評価構造 の観点か ら考察 する と、以下 の点を指摘 することが
でき よう。
①土地条件 の重要性
前述 の分析結果か ら、都市化水準 と農業所得水準のいずれに対 しても自然 立地条件の影
響力が大 き く作用 して いる点 を指摘 しうる。 自然立地条件 をいわゆる土地条 件 と解釈す る
と、両基準の評価構造 を同定 する場合には、土地条件 に対す る配慮 が重要で あることが推
察 きれ る。なお、本分析 では分析データの制約か ら、集落の 自然立地条件を包括的に代 表
す る指標(標高)を用 いたが、評価構造を同定す る場合 には、 より詳細 に土地条件 を吟味す
る必要が あろう。
②評価 構造の地域的固有性
地域 的な固有性がモデル変数問の関係性 を大 き く支配 している ことが推察 される。例 え
ば、 自然立地条件の影響力の在 り方 は当該地域の農業 の特性 と密接な関係 が認め られた。
この ことは本論第2章 で指摘 したように、評価構造構築の際、地域的な固有性 に十分、配
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慮す る必要 があることを示唆 してい る岬。 この場合 、地域的な固有 性 を熟知 した地元の有
識者～自治体関係者 などの経験的判断は貴重である。かれ らの経験的判断 を適切に抽出 し、
それを評価構造に反 映す るような工夫が必要であろ う。
⑧所得水準 の安定性 の評価方法 に関す る示唆
農業所得水準は、直接的には都市化水準 か ら大 きな影響力 を受けて いる。この こ とは、
も し、都市化水準 の将来 的な変化が何 らか の方法で求 め られ るので あれば、それに よって
所得水準 の将来 的変化をある程度、予測 しうることを意味す る。っ ま り、 この よ うな論理
に よって所得水準の安定性 を評価 しうる可能性がある銘。
V皿.まとめ
本章では、農業所得水準に対する外的環境条件 の影響 を明かに した。その分析結果 を踏
まえて、評価構造に対 して若干 の考察を加え、①土地条件 の重要性、②評価構造 の地域的
固有性、③所得水準 の安定性 の評価方法 に関す る示唆の3点 を指摘 した。
第1章 で述べたよ うに、地 区分級手法 の況用性を拡張す るためには、与 えられ た評価 基
準に対 して必要十分 な評価構造が同定 ざれる必要があ るが、本章 はそのための予備的考察












































































農業労働力 ⑦ 戸 当 り基幹 的農業従事者数
⑧ 戸当 り経営耕地面積
農業経営規模 ⑨ 戸当 り水田面積





その他 ⑮ 単位耕地 当 り農産物販売金額
⑯ 不作付畑地率
2.分 析方法
戸 当 り経営面積指標(⑧)を特 異サンプルの判定 に用いる。この指標値が極 めて大 きい地
区を特異地区 とし、評価対象に含める場合 と除外す る場合 とで主成分分析結果 を比較 して
特異 サ ンプ ルの影響 を検討する。特異地区 の判定基準を⑧の値が2.Oha以上の地区 に設定
した。この値は当該地域 の平均 経営面積に標準偏差の2倍 相当の面積 を加 えたものにほぼ
等 しい。 また、特異サ ンプ ルの影響 はサ ンプル数 によっても異 なるため、対象領域を諏訪
全域 に とったケー ス とその一部(岡谷市)にとったケースを設定 した。表7.2に分析 の枠組
を示 した。






対象領域内の154地区の うちで判定基準 を上回る地区(特異地区)は3地 区あった(岡谷市、
諏訪市 、茅野市に各一)。その内訳は酪農経営型集落が2っ と大規模畑作(露地 野菜)型集落
が1っ であった。除外 された3地 区の指標値 を標準得点(z得点)に変換 して示 したものが
表7.3である。判定基準 に用いた⑧以外の指 標(①、②、④、⑥、⑧、⑨、⑩、⑪、⑫ 、⑬)も極 めて
特異な値 を示 して いることが読み取れる。
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表7.3特異地区のプ ロフ ィール
分 類 ぬ 特異サ ンプルの標準得点A(岡谷市)B(諏訪市)C(茅野市)
農 業経営規模 ① 鎚 ヱ遵 越
(ピ源スサィズ)② 蝿2』9生 鎚
③ 二2ユ1-1.03二 墨坐
④ 廻 塑 蟹
農家構造 ㊨1.060.62-O.18
⑥ 一3.13-2.17-3.97












図7.1はケース1の 相 関行列 の相違 を示 している。この図か ら特異地 区を除外す る場合
は除外 しない場合 に比べ て②販売額100万円以上農家率、⑤第一種兼業農家率、⑧ 戸 当 り
経営耕地面積 く⑯戸 当り畑地面積 な どに関す る相関係数が大 き く変化 して いる。また土地
利用形態 に関連す る指標(⑩、⑫、⑱)相互間 の相 関関係が明確 になった(図7.1中の点線で囲
まれ た部分 に相 当)。除外 きれ た地区は それ以外の地区 とは異質 な土地利用が営 まれて お
り、これ ら少数 の地区がそれ以外の地区に観察 きれ る経営規模 に関す る相関関係 を歪 ませ
ていたことが理解 きれる。
表7.4はケース1の 主成分負荷量 を比較 したもので ある。第一主成 分で は上記 の相 関行
列 の変化に対応 して⑤、⑧、⑨、⑯ の負 荷量が特異地区の除外 によって高 まって いる。 ま
た④専業農家率、⑫水田率、⑬畑地率 などの負荷量はやや低下 し、寄与率 は49.8パーセン
トか ら54・5パーセ ン トへ向上 した。一方 、第二主成分では⑫、⑱ の負荷量が高 まった。
以上を総括す ると・特異地 区の除外操作に よって、第一主成分 では 「経営規模的 」意味
合 いが・また第二主成分では 「形態的 」意味合がそれぞれ より明確 になった と言 えよ う。
-63一
図7.1特異地区除外に伴 う相関行列 の変化(ケース1)
特異地区 を除外 しない場合 特異地区 を除外 した場合
Nα ②③④⑤⑥ ⑨⑩ ⑪ ⑬ ②③④⑤⑥ ⑧⑨⑩⑪ ⑱⑭⑮⑱
①1● ●● ●●● ●1● ● ●●●● ●
② ●1● ●●●● ●1● ●●●● ●● ●
③ ●●1● ●● ●●1● ●●●
④ ●●1●1● ●
⑤ ●●1● ● ●●●1● ●● ●
⑥ ●●●●●1● ●●●●●1● ● ●
⑦ ●●● ●●1● ●●●●●1●
⑧ ●1● ●●● ●●●1●
⑨11
　 ロ ロ ロ 　 ロ 　 マ
⑩ ● ●1● ●● ●;1● ●●1
⑪1● ゆ11
⑫1●Plq

























2)岡谷 市 の み を 対 象 と し た 場 合(ケ ー ス2)
岡 谷 市 は 諏 訪 湖 西 岸 に 位 置 し 、 総 面 積 の70パ ー セ ン トは 山 林 で あ り・ 平 坦 部 の 大 部 分 は
既 に 市 街 地 化 され て い る 。 農 業 セ ン サ ス 集 落 カ ー ドの 対 象 とな っ て い る 地 区(集 落)は 山 間
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部 と天竜川 の谷 あいにみ られ、その数は15地区で ある。同市の農 業経営 は概 して低調 であ
るが、 このなかの1地 区は先 の特異地区に該 当 し、農地造成 によ り酪農+畑 作の大規模経
営 が営 まれている。
表7.5はケース2の 主 成分負荷量 を比較 した結果 で ある。特異 地区 を除外 しない場 合に
は第一主成分 で16指標 の内、12指標 までがO.8以上 の絶対値 を示 して いる。 ところが特異
地区 を除外 した場合には経営面積 と土地利用形態な どにかかわ る指標(⑧、⑳、⑪、⑫ 、⑱、⑮、
⑱)の負荷量が大幅 に変化 した。特 に⑨戸 当 り水田面積、⑫畑地率 、⑱不作付 畑地率 では
符合が逆転 している。 また第一主成分 の寄与率は71.7パーセン トか ら55.4パーセ ン トへ と
大 き く低下 して いる。第二主成 分でも同様に負荷量が大 き く変化 した り、符合 の逆転が生
じた指標(⑨、⑩ 、⑪、⑫、⑫、⑮、⑱)が多数み られ る。
表7.5特異地区除外 に伴 う主成分負荷量の変化(ケース2)
指標 第一主成分 第二主成分
















4.特 異 サ ンプ ル の影 響
以 上 の 分析 結 果 よ り特 異 サ ンプ ルの存 在 が 主 成 分分 析 に よる分 級 評 価 上 で 問 題 とな る点
を考 察 す る と次 の2点 に要 約 され る。
①直 接 的 影 響
主成 分 得点 を評 価 値 として 利用 す る な らば主成 分負 荷 量 は各 指 標 の重 み 係数 に相 当 す る。
特 異 サ ンプ ル の混 入 に よって 、 本来 、抽 出 きれ るべ き主 成 分 の構 造 が 歪 め られ 、 評 価 値 の
序 数 的 関 係 が損 な われ る危 険 が あ る。
② 間 接 的 影 響
主 成 分 負 荷量 の大 き ざ と符 号 を手掛 り と して、 主成 分 の解 釈 を行 う。主 成 分 の 構 造 が 歪
め られ て い る と・ 主 成分 事 態 の解 釈 を誤 り・ひ いて は評 価 関 数 として の 必 要 十 分 性 の 判 断
を誤 る危 険 が あ る 。
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ケース2の 結果か らも明 らかな ようにサ ンプル総数の小 さい場合には上記 の影響 は極 め
て深刻 なも の となろ う。
一般に評価指標は様 々な分布形状 をもち、本地域 のような特異サ ンプルの混入も珍 し く
ない と考 え られ る。 ヒス トグラムや散布図 を描いて指標値の分布形状 と特異サ ンプルの有
無をチ ェヅク し、著 しく偏 った分布を持 っ指標や特 異サ ンプルを主成分分析対象か ら除外
す る操 作は評価結果 の信頼性 を高 める上で必 要であ る。図7.2は⑧戸当 り経営耕地面積 の










図7.2⑧戸 当り経営耕地面積の ヒス トグラム(縦軸:地区数,横 軸3指標値)
lll.評価指標の加除に よる影響
1.分 析方法
本節では評価指標の加除が第一主成分に与 える影響 の程度 を前節 と同 じ指標 データを用
いて検証す る。
前節のケース1(特異地 区を除外 した151地区 を対象 とす る)の第一主成分を基準得 点 と
し、以下に述べ る2方 法で指標 を除外す る。
【ケース3】 与 えられ た16指標 の内の任意の1指 標 を分析対象か ら除外す る。残 きれ た15
指標 の選択の組合せは16通りある。
【ケース4】16指標 の第一主成分負荷量 の中で絶対値の小 きい下位3指 標 を分析か ら除外
す る。更に同 じ手順 を繰 り返 し、3指標ずっ除外 してい く。
上記 の方法で選定 さ・れた指標に主成分分析 をかけ・第一主成分得点 を算出す る。この得
点分布が基準得点(16指標)とどの程度類似 して いるか を相関係数 を用 いて検証す る。
2.分 析結果
表7.6はケース3の 結果 を示 したもので ある。基準得点 と任意 の15指標 による得点 との
相関係数 は全て1に 近 く、両者 の問に実質的 な差異はみ られなか った・
またケー ス4の 結果は表7.7に示 されて いる。基 準得点 との問 の相関 係数 は除外指標数
が大 き くなるに従 って低下す る傾向に あるが・指標数が半数以下になっても比較的高 い値
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を示 して い る。最 終 的 に は① 戸 当 り農 産 物 販 売 金 額 が残 っ たが 、 こ の時 の相 関 係数 値O.93
8は同 指 標 の 主成 分 負 荷 量(16指標 の場 合)に 一 致 す る。 こ の場 合 、寄 与 率 は 除 外 指 標 数 が
大 き くな るに従 って単 調 に 増 加 して ゆ く。
表7.6指 標 除外 に よ る第 一 主 成 分 得点 の変 化(ケ ー ス3)
① ② ⑧ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑱ ⑭ ⑮ ⑯
.99.999.99.998.99.999.99.999.99.997。99。998.991.OO.991.
52.52.53.55.53.52.652.52.856.54.154.56.956.58.356.58.1
注 上 段:除 外 対 象 とな っ た指 標恥
中段:基 準 得 点 と除外 後 の第一 主 成 分 得 点 との相 関 係 数
下 段;第 一 主 成分 の寄 与 率(紛
表7.7指 標 除外 に よる第一 主 成 分 得 点 の変 化(ケ ー ス4)







*:3指標ずっ除外 してゆ く過程で、新 たに除外
対象 となった指標甑
3.指 標選定か らみた主成分分析応用 の利点
いかなる評価指標 を選択すべ きで あるか とい う問題は基本的 に評価基準 と尺度 ・指標間
の論理性 を究明することを通 じて解決 きれるべ きものである。 しか し本分析の ように指 標
相互間 に堅固な相関関係が存在 して いる場合 には、換言す る と第一主成 分の固有値 が大 き
く、第二以 降の主成分 の固有値 との問に大 きな開 きのある場合には若干 数の指標 の追加 な
い しは削除が第一主成分 に与 える影響 は小 きい。 これ は@相 関行列 か ら主成分 を導 出す る
ために指標 の分散は全 て等 しく扱 われ・⑤若干数 の指標 の加 除がな きれてもそれ以外 の指
標間の相関 関係 は保存 きれ るためである と考 え られる。
以上 のこ とか ら指標選定の良否が主成分分析結果(特に第一主成分)に与 える影響 は比較
的小 きい と言 えよう。この ことは指標選定 における経験 的判断 の役割 の軽減 にっ なが るの
で主成分分析応用 の利 点と言 えよう。また安全側 に選択 ざれた指 標を固定化 す ることにょっ
て一定程度 の評価 の手順化 も可能 であると考 え られ る。
また従来研究 では指標選択の方法 に関 してっ ぎの ような提案がな きれて いる。
①第一主 成分負荷量の低い指標 を除外 して その寄与率 を一定 の水準に高め た後、そ の得点
を評価値 として用いる3》。
②相関行 列 より類似 した関係性を示 す指標 を除外 する4)。
前節の特異地区の除外 の問題 では寄与率の増減 はケー スに よって異 なっていた。また本
節 のケース4で は指標 の除外 に伴 って寄与率は単調 に増加 したものの、主成分得点 自体 に
は大 きな変化がみ られ なかった。寄与率は主成分間の説明力 の大小 を比較す るための指標
で あるが・サンプル或は変数 の異 なる主成 分を直接比較す ることに対 しては有効 ではない
。
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分析結果 より明 らかなよ うに①の方法 は実質的に意味のある操作で あるとは言 いがたい。
また② の方法は第一主成分の依存すべ き堅固な相関関係 をむしろ破壊す るものであ り、そ
の根拠 に乏 しい と判断 ざれ る。
VI.まとめ
本章 では①特異サンプ ルの影響 、②指標の加除 による影響 の2点 にっ いて実証的分析 を
行 った。最後に、以上の分析結果 を総括す る。
①特異サ ンプルの影響
主成分 は、それ 自身 と指標 との相関係数の 自乗和 を最大化す る規範に基づいて導出 され
るが、そのために必要な、サンプ ル情報は相関行列のみで ある。特異サ ンプルの有無にか
かわ らず、導 出 きれ た主成分は上記 の規範に忠実 である。この意味で主成分分析は適用可
能である。
しか し相関係数 は少数個の特異サ ンプルの混入に よって大 きく変動す る。評価の信頼性
を高めるためには、特異 サンプ ルにひ きず られ た相関関係ではな く、大多数 のサ ンプル相
互に存在す る相 関関係に基づいて主成分を抽 出すべ きであると考 える。
特異サ ンプルの影響を農業所得水準の事例 を用 いて、具体 的に検証 したが、その結果か
ら、特異サ ンプルが相関行列 の値 と主成分 の解釈に対 して無視 しえない影響 を与 えうるこ
とが判明 した。従来、特異サ ンプルの除外 を含めて、指標データの吟味 が、あまり徹底 さ
れていなかった傾向にあった ように思われる。特異性 の強度 とサ ンプル総数に よって、特
異サンプルの影響は異 なって こようが、最小限の手順上の配慮 として、 ヒス トグラムや散
布図に よるサンプルお よび指標のチ ェックを行 うことが必要 である と判断 され る。
②評価指標 の加除に よる影響
主成分分析法は@評 価過程のブラ ックボ ックス化 によって評価の客 観化 と手順化が期待
しうる反面、⑮評価者に よる操作 は入力指標の選択 と出力結果の利用方法に制約 され る。
評価指標の加除に よって、評価 を左右す る第一主成分が どのよ うに変化す るかを、上記
と同 じ事例 で検証 した。その結果か ら、指標 の加除に よる影響が十分 に小 ざいこ とが判明
した。これは上記 の主成分分析法 の特性 を実 証的に裏付 けるものである。
指標間に堅固で安定 した相 関関係が期待 できる場合(多くの事例結果か ら、農業所 得水
準評価 の場合 には、これ を期待 しうる)には、安全側に指標 を選択 するこ とに よって、っ
ま り指標 としての妥当性 が多少、不確かなものも含めて選択 してお くこ とに よって、有用
な主成分 を導 出す ることができることを意味す る。特 に高度な経験的判断 をせ ず とも、マ
ニュアル化 した手順 に従 って いけば、そ こそこの結果が得 られるので ある。っま り、評価
過程 の客観化 と手順化 が可能 とな る。
導 出され た主成分 が評価尺度 として不適切で あると判断 される場合 には、評価者は入力
指標の加除に よってこれ を補正せ ざるを得ない。従来の事例 でも、都市的地区分級に この
よ うなケー スが指摘 されて きている5)。しか し、指標 の加除に対す る第一主成分 の硬直性
の故 に、指標 の加除等 の操作が、有効 な操作である とは言 いが たいので ある。
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第8章3っ の 評 価 手 法 に 対 す る 比 較 考 察
1.本章 の課題
第3章 お よび第4章 では地 区分級 に応用可能 な3っ の評価手 法(配点法、AHP法 、主成
分分析法)に対 して、理論的考察 を加 え、その特性 を明かに した。また第7章 では主成分
分析 を応用 した評価手法に関す る問題点 を実証的 に考察 した。
本章 の課題は先 の3っ の評価手法 を適用 して、各評価手法の優劣 を比較 し、これ までの
理論的、実証的考察 を総括す ることである。なお、事例 として都市 的地区分級 を取 り上げ
る。
与 えられ た評価問題 に対 して、最 も適切な る重み係数 の値(真値)を求 めることが、評価
手法に課せ られた最重要課題 であるが、現実 の評価問題 に対 して、この真値 を求め ること
はで きないため、各評価手法 か ら求 め られた重み係数値の妥 当性を直接、検証す ることは
できない。 しか し、評価手法 の妥 当性 は重み係数 の導出過程の点検作業 とその重み係数か
ら算出 ざれ る評価値 の妥当性の検証か ら、推察す ることが可能で ある。本章 では上記の2
側面 にっ いて、各評価手法 の結果 を比較考察す る。
II.都市的適性評価の枠組
本節では評価手法 に とって の前提 となる評価対象地域、利用目的、評価単位、評価基準、
評価構造な どの概要を示 す。
1.評価対象地域 と目的
本章で扱 う評価問題 は都市的地区分級で あ り、その評価基準 は都市的適性(住宅用地適
性)である。評価対象地域 は諏訪地域内 の茅野市で ある。第5章 で指摘 したよ うに、諏訪
湖周辺 の西部盆地では、 もはや十分 な開発余地が残 されていないが、 これを肩代 りするか
たちで、農地、林地等、広 い開発可 能地 を擁する茅野市に突 出 した人口増加がみ られる。
諏訪地域全体での、1980年か ら1985年にかけての人 口増加率が1.70パーセ ン ト(年率O.3パー
セン ト)であるのに対 して、同期間の茅野市のそれは6.95パーセ ン ト(年率1.4パー セン ト)
に及んで いる。
都市計画(1979年に用途地域指定)、農 業振興地域整備計画(1972年に指定 、農振計画 と
略称す る)とも、策 定 きれて いるが、都市計画では用途地域 のみ で、区域区分 は実施 され
てお らず、また、農振計画では農振農用地指定率(農振農用地面積/農 振計画地域面積)が
僅 か61.6パーセ ン トに過 ぎない。 この ような現状 によ り、かか る増加人 口を計画的に配置
してゆ くための、実効的な土地利用計画 として、十分に機能 していない。この問題 の解決
にむけて、茅野市では1986年より、農振計画 の見直 し作業 が進行 中であ る(1988年に完了
予定)。茅野市での都市的地区分級 は この ような背景 のも とで実施 され(農業的地 区分級も
並行 して実施)、その目的 は農振 計画の見直 しにおける判断資料 の作成に ある。 この場合
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の判断資料 とは一っには計画見 直 しの主体で ある自治体 当局が ・地区毎 の見直 し戦 略を見
極 めるための資料である とともに、地元地区住民に対す る説得材料 として の資料で ある。
なお、成果の一部は茅野市役所 での最終報告会で報告 され ている。
2.評 価単位
評価単位は行政区であるが、 これは農業集落界にほぼ準 じて区域設定 ざれて いる。農業
集落界内部 の開発不適区域(急傾斜地)、既存 の開発区域(住宅団地、別荘、 レク リェーシ ョ
ン用地)および共有地 は評価領域か ら除外 して いる。この よ うな地 区設 定に よ り、評価領
域は大規模な土木的操作 を経ずに都市的用地 として開発可能な区域 で ある とみな し うる。
なお総地区数 は63地区である。
3.評 価基準
一般に都市 的土地利用 には住宅用地、商業 用地 、工業用地 、観光 ・レク リェーシ ョン用
地 、公共 施設用地が含 まれ る。従 って その適性も土地利用種 に よって異 なっていて、都市
的土地利用適性(以下都市的適性 と略称 する)はそれ らを総 合 したものになろ う宰1。しか し
以下 の理由か ら都市的適性 の評価基準 を、住宅用地 としての適性(住宅用地 として開発 ・
利用す る場合 に どの程度、適 当であるか)の水準に限定 した。
①従来の都市的地区分級の研究事例で、住宅用地適性は最 も重視 きれて きた。
②住宅用地 を除 く都市的土地利用 の立地は一定 の要件を満足 する区域 内に限定 きれ るのに
対 して、住宅用地の場合は上記 のよ うに全域 的広が りをもって発生す る傾向が ある。 よっ
てその空間的差異の把握に計画資料 としての意味が ある。
⑧本章の目的で ある評価手法 の比較 をより厳密に行 うために、評価基準 に内在す るあいま
い さ宰2を内容 の限定によって除去 し、それが評価結果を撹乱す ることをきける必要が ある。
4.評 価構造 と指標
都市的適性評価 のために図8.1に示 す ごと く、生活環境施設 の利便性、都市 基盤施 設 の
整備水準、土地条件 か らみた適格性の3っ の評価項目を設定 した。第2章 で述べ たように、
評価項 目は評価基準の部分 的概念 で ある。評価項 目毎 の指標 を表8。1に示 した。総指 標数
は15指標である。
評価項 目 その内容
生活環境施設...地 域住民が 日常生活 を営 む上で欠 くこ とので きない
の利便性 各種 サー ビスを提供す る施設の利便性水準
市的適 都市基盤施設_市 街地 開発 の前提 となる都市基盤施設の整備水準
の総 合評 の整備水準
土地条件か ら_土 地 の 自然的条件か らみた都市的土地利用(住宅用地)
みた適格性 の適格性水準










































前掲表8.1の各指標にっいて指標データを作成 し、それ を価値尺度上の値 に変 換す る(以
後、価値尺度化 ざれた指標デ ータを指標値 とす る)。判断者 グル ープは関連専 門分野 で長
期間の業務経験 をもっ7名 の市役所職員である。変換 方法 は直接評価法 に従 った輪。全指
標は0点 か ら5点 までの価値尺度上 の値 を とり、値が大 きい程、評価(価値)が高 くなる。
主成分分析法の場合、指標 データは標準化 して用 いられ、かか る手順は一般 に必要 ときれ
ない。ただ し、評価関数の比較 のためには同一指標データを用 いる必要が あるた め、主成
分分析法 でも価 値尺度化 きれ た指標データを原データ として用 いる。
《主観的判断 の抽 出段階》
評価関数構築に必要な主観的判断が判断者グ ループか ら抽出 きれ る。配点法 では各人 の
持点 を1000点とし、評価項 目毎 に各指標 の重 みに応 じて配分 したも らった。その平均 値 を
代表値 とした。3っ の評価項 目の重みも同様 の方法 で求 める。 またAHP法 では評価項 目
毎 に、それに含 まれ る指標 の一対比較を合議 の上で判定 しても らった。なお、主成分分析
法 の場合 には該当す る手順 内容 はない。
《評価 関数 の構築段 階》
評価 関数 の重み係数が各評価手法に従 って算出 される。配点法 とAHP法 では次式の加
法型評価関数が用 い られる。ここにY監は評価項目i(i=1,2,3)の評価値 、Yは 総合評価値
を意 味する。XuとWuは 評価項 目iに 含 まれ る指標 」(j=1,..,ni、但 しmは 評価項 目i
の指標数で ある。なお、評価項 目iに 含まれ る指標 」を指標ijと略称 す る。)の指標値 と重 み
係数 をそれぞれ示 し、w監は評価項 目iの 全体の重み係数 を示 す。
nln1
Yi=Σw… 」Xu但 し Σwu=1(i=1,2,3)(1)
」扇1」51
ヨ ヨ
Y=ΣWiY己 但 し ΣWi=1(2)
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配点法 の場合 、w目 及 びw1は(指標或 は評価項目に与 え られ た平均得点/1000)で算 出 し、
AHP法 の場合、一対比較行列 の固有値問題 を解いて得 られ る第 一固有 ベク トルを、総和
が1に な るように正規化 して算出する。この際、後述 の ように配 点法 の重 み付 け結果 の一
部 を用いてスケール値の修正 を行 う。また主成分分析法 では全15指標 をまとめて主 成分分
析にかけ る。各主成分 の因子負荷量(固有ベク トル)が重み係数 に相 当す る。
IV.評価関数 の重み係数
本節では理論的考察 で指摘 した幾 っか の問題点の実証的考察 を通 じて、重 み係数 の導出
過程の点検 と重み係数 自体の妥当性 を比較す る。
1.配 点法
配点法では、指標 自体 の重要度 と、それが全体の中で占めるべ き相対 的重要 度 とを総 合
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的 に判断 した上で、それを数値 として回答す ることを判断者に要求 す る。 この よ うに高度
な総合的判断 を要求す るため、各指標 に対す る配点 回答には必然的 にまるめの誤差 が含 ま
れ、 これが問題 となる。配点法 による判断者 の回答 の一例 として、都市 的適性 の総合評価
に関す る3っ の評価項 目へ の配点結果を表8.2に示 す。
表8.2個人別配点結果 の例




各判断者の持点を1000点としているが、 この表か らも明 らか なよ うに、その回答 は概ね
50点単位である。 これ以外 の配点結果 は省略す るが、それ らを含め た全体 の57パー セ ン ト
は100の倍数であった。同 じく84パー セ ン トは50の倍数(但し100の倍数 を含 む)であり、の
こり16パー セン トが10の倍数 であった。 この ように配点法 では各判断者 の回答 にまるめの
誤差が、かな り含 まれているこ とが推察 きれ るため糾、2桁 目の数値は十分 に信頼で きな
い0
2.AHP法
AHP法 では一対比較行列の固有ベク トルか ら重み係数が算出 ざれ る。た だし、 これ以
前 に、継次的カテゴ リ尺度(判断のものざ し)上に記 ざれた一対比較判断が相対 的重要度 比
を示す数値に変換 されていなければな らない。このとき、各 カテ ゴ リに重要度比 の数 値 を
対応 きせたスケール値 が必要 となる。従来、スケール値 として 「1-9ス ケー ル」が提案
ざれているのであるが、理論的考察 で指摘 したよ うに、その妥 当性 は必 ず しも保証 きれ た
ものではない^
表8.3は土地条件か らみ た適格牲項 目に含 まれ る指標グ ループ を例 として、 スケー ル値
の修正効果をみたものである。比較のため、配点法の結 果も表示 して ある。







1-9ス ケールを配点法 と比較す ると・重み係数の基本的大小 関係に違 いはみ られな
、、
が・配点法 で相対的に重み係数の小 きい撫 は ・-9ス ケー ・では よ 例 ・き く
、逆 に棚
的に大 きい指標 は より大き く設定 されて いることが理解 きれ る.な お、 この傾 向しま全 ての
一対比較グ ループ(省略)に共通 して指摘 しうる零5.1-9ス ケールの場合 、軽重 のコ ン ト
ラ ス トが強 めに設 定 されているため・重み係数の最大/最 小比 は、配 点法で1.7であ るの
に対 して、AHP法 では6.8である。
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⑮風水害か らの安全性指標 を例に とると、配点法 に よる重み係 数がO.305であるの に対
して 、AHP法(1-9ス ケー ル)による重 み係数 は0.554とな っている。前述 の ように ま
るめの誤差 のため、配点法の2桁 目は全 く信頼できない と仮定 しても、1-9ス ケー ルの
重み係数 は判断者 の考 える重み係数(真値 と同値 にな るとは限 らな い)の存在区間か ら大 き
くズ レている。一方 、配点法の最大/最 小比 を用 いて修正 したスケール値宰6の場合では、
配点法の結果 と微妙 な差がみ られるものの、かな りの程度、似通 った値を示す ようになる。
以上の結果か ら、AHP法 を単独 で適用す ることが必ず しも評価関数 の精緻 化には結 び
付かない危険性があ り、 スケール値 の修正作業 が必須で ある ことを指摘 しうる。
3.主 成分分析法
全15指標に一括 して主成分分析 をか けたところ、固有値 が1を 越 える主成 分が4っ 検 出
された。表8.4は主成分負荷量 を示 している。
第一主成分負荷量 の傾向 としては、第一主成分への まとま りを指摘で きる。 この理 由 と
しては、評価基準を従来 の都市的土地利用適性か ら住宅用地適性 に限定 したため、比較的、
同質性の高 い指標の割合が大 きか ったこ と、指標データを直接評価法に よって価値尺度化
す る過程 で、それぞれの指標 に対 して、住宅用地適性 にひ きず られ た尺度変換 がな きれ た
(このため指標相互 に擬似的な相関関係が生み 出きれた)ことな どが考 えられる。
第一主成分では、特 に② 日常 品の購入、⑦土地区画整理水準、⑯下水道 の整備水準、⑭
標高条件がO.7以上の負荷量 を示 して いる。 しか し④集会所施設 、⑫地盤条件 、⑮風水害
の安全性 にっいては負 の負荷量 を示 している。 『標高 の低 い(標高条件 の良 い)沖積地に中
心市街地 が立地 し、土地区画整理 や下水道整備が行 き届 いて いるが、反面 、地盤 が軟弱で
風水害 も受 けやすい』、 また 『都市基盤整 備の進んでいない農村 部では、集会所施設が良
く整備 きれている』等 の事例地域 の状況 と極 めて整合するが、本 来、正 の値 を とるべ き重
み係数岬が負 になっているとい う点で評価 の観点か らは明かに矛盾 す る。
また第二主成分では⑱ 日照条件以外は⑮風水害か らの安全性がやや高 い負荷量 を示 して
いる程度 で、集団的な指標のま とま りはみ られない。第三主成分 では、④集会所施設 と⑤
医療施設 の負荷量は正 でやや高 いが、①文教施設 と③バス交通の負荷量 は負 でやや高 く、
第四主成分では、①文教施設 は正でやや高いが・⑥集落内道路整備水準 は負でやや高 い等、
どちらも第一主成分 と同様に、評価 の観点 か らは矛盾 したも の とな っている。以上 の こと
か ら、第二主成分以降 は評価 に有効 な主成分 とは言 いがたい。そ こで、重 み係数 に若干 の
矛盾点 を残 しているが、第一主成分 を評価 関数 に採用する。
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表8.4主 成 分 分 析 の結 果
指 標 主 成 分 負 荷量P
C-1PC-2PC-3PC-4
① 文 教施 設0.2940.381-0.4420.517
② 日常 品 の購 入O.827-0.2120.1170.088
③ バ ス交通O.5160.255-0.475-O.076
④ 集 会所 施設 一〇.4940.0690.6590.155
⑤ 医 療 施 設O.5470.2080.5300.177
⑥ 集 落 内 道 路整 備 水 準0.4910.3510.050-O.566
⑦ 土 地 区 画整 理 水 準O.7010.1170.176-0.373
⑧ 総 道 路 密 度O.6970.2330.0470.156
⑨ 基 幹 道 路 密度0.6720.274-O.0180.169
⑩下 水 道 の 整 備水 準O.780-0.0370.047-O.356
⑪公 園 施 設 整備 水 準0.6280.1050.1750.359
⑫地 盤 条 件 一〇.5640.262-0.167-0.185
⑱ 日照 条 件 一〇.0260.9030.084-O.071
⑭標 高 条 件O.853-0.290-O.0350.143
⑮風 水 害 か らの安 全 性 一〇.6440.5720.0980.099
寄 与率 駁 累 積 寄 与率 駕)38(38)13(51)8(59)8(67)
4.重 み 係数 の類 似 性 比較
@配 点 法 、 ⑤AHP法 、◎ 主 成 分 分 析 法 の3評 価 手 法 に よる重 み 係 数 を比 較 す る。 とこ
ろで@配 点法 と⊂〕AHP法 の重 み係 数 は前 掲 式(1)及び式(2)のwl」、w!であ る 。 よって 指
標ijの、 総合 評 価 値Yに 対 す る重 み はw… 」*Wiで 与 え られ る。 一方 、◎ 主 成 分分 析 法 の
評価 値(第k主 成 分 得 点Zk)は 次 式 で 与 え られ る 。
3n五3ni
Zk=Σ Σlki」Xi」 但 し Σ Σ{lk五」}2=1(3)
i21」 屋1董=1」=1
ここにZkは第k主 成 分得点、Ikuは 指標ijに関する第k主 成分負荷量(第k固 有ベ ク ト
ル)、X監」は指標ijの標準得点 を示す変数 で ある。指標ijにっ いてのサ ンプルSの 標準得
点x董」Sは次式で与 えられ る。
x蚤ゴ=(X53s-)ζi」)/σi」(4)
ここにx董」Sは指標ijのサ ンプ ルsの 指標値、)ζ1」は指標 董」の平均値、 σl」は指標ijの標
準偏差で ある。
@及 び⑤ と、◎ とでは重 み係数 の正規化 の方法(式(1),(2),(3)の『但 し』以降の部分)と
指標デー タ(@及び⑤では指標値 そのもの、◎では指標値の標準得点)が異 なるため、直接
比較す るこ とがで きない。そこで まず式(4)を式(3)に代入す ることに よって指標データの
相違 による影饗を除外す る。
3nl
Zk・=Σ Σlk五 」(Xi」S-)ζi」)/σ 日
131』51
3ni3ni
=Σ Σ(lku/σ 日)X口S一 Σ Σ(1ki」/σlj))ζi」(5)
i雷1jE1董 層1」 居1
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式(5)の第2項 はサ ンプ ルに依 存 しない定数項(添字sを 含 まない)であ り、評 価値の相対
的差異 に関与 しな い。 よって これ を無視 し、第1項 のX茎ゴにかか る係 数(lk憲5/σ1」)を
指標ijの重み係数 と考 える。次 に重み係数の絶対値 の最大値が1に なるよ うに変換す る こ
とに よって、正規化の方法 を統一す る。結局、以上 をま とめる と次式 に よって3っ の重 み
係数 を比較可能な形 に変換す るこ とがで きる。
【@配点法 と⑤AHP法 の重み係数】(Wi」*wl)/Max{lWu*WIl}(6)
【◎主成分分析法の重 み係数 】(1ki」/σi」)/Max{llki」/σi」1}(7)
表8.5は(6)、(7)式に従 って求めた各評価 関数 の重み係数で あ り、図8.3はそれ を棒グラ
フに表示 したもので ある(評価項 目別 になっている)。全体的にみ る と@配 点法 と⑤AHP
法 との問には重み係数の最大指標 は一致 し(⑦土地区画整理水準)、その他の指標 にっ いて
も類似性がみ られ るが、@配 点法 と◎主成分分析法及 び⑤AHP法 と◎主成 分分析法の間
には強 い類似性がみ られない.ま た◎主成分分析法 では、⑫地盤条件 の重み係数が負で最
大 となって いる。
全体 的な類似度を定量的に測 る手段 として類似パターン分析Dが 有効で ある。 これはn
個の数値をn次 元空間上でのベク トル と考 え、2っ のベ ク トルの挟 む角度 の余弦 に よって




こ こにa董(i=1,..n)とb5(i=1,..n)は2組のn次 元 ベ ク トル成 分 、 θ。bはそれ らがn次 元
空 間上 で 挟 む角度 で あ る。2っ のベ ク トルが完 全 に一 致 す る とき 、cosθ。b=1(θ。b=0。)
で あ る。
表8.5各 評 価 手法 に よ る重 み係 数 の比 較
配 点 法i佃P法1成 分法
【生活 環 境 施設 の利 便 性 】
① 文教 施 設O.6330.5900.295
② 日常 品 の購 入O.4310.6220.910
8購 設18:揚1:釜 欄
灘 離 路の整麟B:llll:;lll:lll
【都 市基 盤 施設 の整 備 水 準 】
⑦土 地 区画 整 理 水準1.OOO1.0000.732
⑧総 道 路密 度0.3250.2390.735
⑨基 幹 道路 密 度0.4380.3820.639
⑩下 水 道 の整 備 水 準0.4680.6160.538
⑪公 園 施設 の整 備水 準O.2700.1790.529
【土 地条 件 か らみ た適 格 性 】
⑫地 盤 条 件O.2180.258-1.OOO
⑬ 日照 条件0.3130.325-0.018
⑭標 高 条件O.3210。3620.844
⑮風 水 害 か らの安 全性O.3740.532-O.657
*1w5」*w!/Max{lWl』*w5Dに相 当 す る 。下 線 は最大 絶 対 値 が1の 指 標 。
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図8.33評 価 手 法 に よ る 重 み 係 数 の 比 較
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式(8)による類似バターン分析でも@配 点法 と⑤AHP法 ではcosθ・b=O・949(θ・b=
18。)であるのに対 して、@配点法 と◎主成分分析法ではcosθac=O.589(θ・c=54。)・⑤A
HP法 と◎主成分分析法で はcosθb。=0.601(θb。=53。)となって 、上記 の指 摘 を端 的に
支持 する結果 となった。
V.評 価値 の検証
本節 では一対比較を用いた評価値の検証方法 を開発 し、それ を用 いて前述の3評 価手法
の評価値 を検証す る。
1.評 価値 の検証方法
評価関数に よって求め られた評価値に対 して閾値を設定 し、最 終的に数 ラ ンクの等 級付
けがな され る。 しか しこの過程 にラ ンク数 や閾値の設定にかかる恣意性 の問題 がある。一
方 、従来の達観評価の方法(評価者が評価対象に数ラ ンクの等級 を付 ける)にも同様 の問題
を指摘 しえる。
そ こで各手法 の評価結果を評価値 の段階 で比較 するこ とにする。 これ に よってラ ンク数
や閾値の設定 にかかる恣意性 を排除する。また達観評価の方法 を従来 の数ラ ンクの等級付
けか ら、一対比較に よる序列(優劣)判断 に変更する。これに よってランク数や閾値 の設定
にかかわ る恣意性を排除する と共に、従来、同一ラ ンクに評価 ざれ ていたよ うな僅差 の違
いを抽出で きる可能性がある。っ まりここで用 いる方法 は序列比較的で はあるが、従来の
検証方法 塗8よりも厳密な検証が可能である。
評価値 の検証手順 は次の とお りで ある。
①地区ペアのサ ンプ リング
事例地域 には63地区の評価地区があ り、 この中か ら2地 区 を選 びだす組合せ は63C2=1
953通りあって、 その全てを評価者 に依頼す ることは実際上 、不 可能で あ り、 また不 必要
でも あると思われる。そこで近接 す る2地 区 を重点的にサ ンプ リングす る方法 准9で120組
の一対比較ペアを準備 した。サ ンプ リングに際 しては乱数 を用 いた。
②達観評価 の方法
図8.4に示 した達観評価記入用紙 を評価者(判断者グ ループ の7名)に 依頼 した。評 価者
は都市的適性の総合評価が高い と判断 され る地区名に○印 を付け、判断のっ きかね る場合
には△印 を付ける。
達 観 評 価 記 入 用 紙
旧村名 地区名 旧村名 地 区名
0ロ ロロAロ ロロB← 地区Aが 地区Bよ り評価が高 い場合
◇◇◇C◇ ◇◇DO地 区Dが 地区Cよ り評価が高 い場合




地区ペ アの一対比較に関す る達観評価結果を集計する。地区Aと 地区Bの ペアを仮定 し、
p1,p2,p3をそれぞれ地区Aが 高 い と答 えた評価者数 、 どち らとも言 えない と答 えた
評価者数 、地 区Bが 高 い と答 えた評価者 数 とす る(p1+pがp3=7)。今 、lp1-p31を
判定差 と呼び(最大判定差は7)、 この判定差が判定基準 を満足す るとき、有効で ある と考
える。例 えば、判定基準 を 『判定差3以 上 』 とす る とき、lp1-p31の 値が3以 上であ
る地区ペ アを有効地区ペ ア とす る。
各評価手法 による評価値 を用 いて当該有効地区ペ アの優劣比較 を行 い、それが達 観的判
定結果 と一致す るばあいに正答、一致 しない場合に誤答 とす る。全 ての有効地区ペアにっ
いて、各評価手法の正誤 を求 め、 その正答率 を算 出す る。
2.評 価値 の検証結 果
達観評価(判定差)のば らっきを図8.5に示 した。全120組の1/3は 『判定差な し』ある
いは 『判定差1』 であった。逆 に完全に各 評価者 の達観評価が一致 した(判定差 が7)のは
全体の一割 にすぎなか った。 この理由 としては評価値の近接 した地区ペアが重点的にサン
プ リング されて いたため、比較判断 自体が困難で あった ことが推察 きれ る。また評価者 の
数(7名)が少な過 ぎたため、判断誤差 の混入による影響等も大 きいことが考え られる。よっ









表8.6に各評価手法の正答率 を示 した。判定基準は表中に示 した ように、判定差3.2,
1の3種 を設定 した。 この表 より、以下の点 が読み取れ る。
①各評価手法 とも判定基準 が下が るほ ど、正答率 を下 げている。 これ は㊥判定 自体が より
困難 になるため評価関数 の正答率が下が る、④達観評価の誤判定 の可能性が大 きくなる等
一80一
か ら予想 され る帰結 と整合す る。
②配点法 とAHP法 を比較す る と、いずれの判定基準下 においてもAHP法 の正答率が僅
差 で上 回っている。
③AHP法 と主成分分析法 を比較す ると、判定基準 の高 いケース(判定差3及 び2)ではA
HP法 が、判定基準の低 いケース(判定差1)では主成分分析法 が、いずれも僅差 で正答率
が上 回って いる。
表8.6各評価手法の正答率の比較
判定基準@配 点法 ⑤AHP法 ◎主成分分析法 判定基準




*表 中の数値 は地区ペアの数 を示 す。正答率 の算出には判定基準未満 のペ ア数 を含 めない。
なお、表中の正答率 は6割 か ら8割 程度であるが、 これ は評価値 の近接 した地区ペ アに
つ いての正答率で あり、全ての組合せにっいての正答率 はこの値 をかな り上 回るも の と推
察 きれ る。
VI.まとめ
本章 では3っ の評価手法 の比較 を評価 関数 の重み係数 と評価値の検証の2っ の視点か ら
行 った。また、これに関係 して重み係数の比較方法 と評価値の検証方法を新 たに提案 した。
最後に ここで取 り上 げた3評 価手法の比較結果を総括す る。
蜷
評価 関数の重 み係数では判断者の回答 には まるめの誤差が含 まれている可能性 が具体 的
に確認 きれた。1000点を持点 として判断者に与え、重要度 に応 じて配点す る方法 で重 み係
数 を決定 したが、配点回答数 の約6割 は100の倍数、約8割 は50の倍数 で あ り、重 み係数
の精度は高 くな いことが推察 された。配点法 による評価値 の正答率 は他 の手法 と比べ て若
干 、劣 っていた。
⑤AHP法
1-9ス ケールに よって算 出した重 み係数は配点法の場合 と比べて大小関係 は等 しいが、
数値的には軽重 のコン トラス トが強 く現われていた。配点法 の重 み係数 にま るめの誤差 の
混入が考 えられ る としても、1-9ス ケールの重み係数はそれ以 上に、判断者 の考 える重
みか ら外 れていると推察 ざれた。この ことは、スケール値 の修正作業 が必須 で あることを
意味す る。
配点法 の結果(重み係数 の最大/最 小比)を用 いて、スケール値 を修正 した ところ、AH
P法 の重み係数は配点法 のそれ に近 づけ ることがで きた。スケール値 を修正す るな らば、
AHP法 の結果は判断者に対 しても受入れ られ易 い と考 えられ る。
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また評価値(修正 スケール値 に よる)の正答率は良好で あった。僅差では あるが、いずれ
の判定基準 にお いても配点法 より上 回って いた。AHP法 では、継次的カテゴ リ尺度上で
一対比較判断 を行 うため、選択の 自由度 は制限 ざれ、 ここに配点法 でみ られたまるめの誤
差 と同種 の問題 を指摘 しうるが、判断 が全て の指標 の組合せに対 して重畳的にな され るが
故 に、結果 として配点法 よりも高 い正答率 を達成 しえたのではないか と推察 される。以上
の結果 は、配点法にAHP法 を組合せた評価手法に よって、評価関数 の精緻化 の可能性を
示唆 している。
◎主成分 分析法
第2主 成分以降では評価 関数 としての有意 な意味付けは困難であ り、 また、第1主 成分
においても幾 っか の指標の重み係数が負の値 を取 るな ど、評価 の観点か らは明かに矛盾 す
る点がみ られた。評価に対 しては第1主 成分を用 いることとし、重 み係数 を算 出 したが、
それは上記2手 法 の場合 とは大 き く異 なっていた。
重み係数に以上 のよ うな問題 が指摘 し うるのにもかかわ らず、評価値 の正答率 は概 して
良好で あり、判定基準の低い場合 にはAHP法 を上回る正答率を示 した。 これは評価基準
の内容 をより限定 したために、理論的考察か ら帰結 される評価上の問題が顕在 化 しなか っ
たことな どが関係 して いると思 われる。本章 の事例 を正答率のみで判断す るな らば、主成
分分析法は十分、適用可能で あると判断 され る。
ただし トレー ドオフの 関係 にある指標 が相対的に多 く含 まれ る場合 宰三1には重み係数に
み られた矛盾点 が拡大 し、評価値 の正答率に重大 な影響 を与 えることが懸念 される。 しか
も、主成分分析結果 の修正操作は入力指標の取捨選択に よらざるを得ないが、第7章 で指
摘 した よ うに、第一主成分はかか る操作 に対 して硬直的であるため、有効な評価 関数を導
出できない危険性を指摘 し うる。
以上の結果 をまとめる と、評価 関数 の重み係数 において主成分分析法 にみ られた矛盾が
な く、配点法にみ られ たrま るめに よる誤差』を小 ざくして、評価関数 の精緻化が期待で
き、 また評価値の正答率でも良好 な結果が得 られた という諸点か ら、3っ の評価手法 の中
ではAHP法(配 点法に よってスケール値 を修正)が最も適当であると判断 され る。なお上
記の結論は評価問題 に対す る妥当性 に限 って比較 したものであ り、評価 に関連す る合意形







































































































① 戸当り農産物販売金額 ⑧ 戸当り畑地面積
② 専業農家率 ⑨ 戸当り野菜作付面積
③ 第一種兼業農家率 ⑩ 水田率
④ 第二種兼業農家率 ⑪ 畑地率
1⑮ 戸当り基幹的農業従事者数1⑫ 樹園地率
⑥ 戸当り経営耕地面積 ⑬ 単位耕地当り農産物販売金
⑦ 戸当り水田面積 ⑭ 不作付畑地率
一85一
評価尺度 の時間的安定性 の検証 はまず主成分構造 の時問的変化 を明か にし、次にその変
化 が主成分得点(評価値)に及ぼす影響の有無 を評価 して時間不変 性をもっ尺度に よる評価
の妥当性 を検討 する。以下 にその具体的手順 を述べ る。
①主成分構造の時間的変化の把握
3時点 の指標 データを個別に主成 分分析 にかけて主成分負荷量lki(t)を算 出する。 こ
こにkは 主成分の序数(k=1,2)、iは指標Nα(i=1,.,14)、tは時点(tニ1,2,33それぞれ1970
年,75年,80年に対応す る)を示す。次に下式 より定 ま る 「第一主成分へ の指標 別寄 与率の
変化量(%)δi(T)」を算出す る。ここにTは 期間 を示す添字 で1970-75年を第一期 、1975-




時点tの 全地区 の第k主 成分得点 を列 ベク トルZk(t)は標準化 した指標データ行列




こ こにnは 全 地 区 数 、pは 指 標 数 、ftkiはt時 点 の第k固 有 ベ ク トル の指 標iに 対 応 す
る係数 を示 す 。
2時 点 間 の得 点 差Zk(t+1)-Zk(t)は(2)式を考 慮 して(3)式の よ うに分 解 で き る宰5。
zk(t+1)-zk(t)=X(t+1)・fk(t+1)-X(t)・fk(t)
=X(t+1)・{fk(t+1)-fk(t)}十{X(t+1)-X(t)}・fk(t)_..(3)
=⑭ 主 成 分 構 造 の変 化 に+⑰ 指 標 デ ー タ の変化 に
起 因す る得 点 変 動 起 因 す る得 点 変 動
(3)式の第 一 項 は 「⑭ 主 成 分構 造 の変 化 に起 因 す る得点 変 動 」で あ り・ 第 二 項 は 「⑭ 指 標
デ ー タ の変 化 に起 因 す る得 点 変 動 」で あ る。 ⑭ と⑰ を展 開す る と
⑭:X(t+1)・fk(t+1)-X(t+1)・fk(t)(4)
⑰:X(t+1)・fk(t)-X(t)・fk(t)(5)
と書 け る 。(4)式の第 一 項 は 時 点t+1の第k主 成 分得 点Zk(t+1)であ り・(5)式の第二 項 は
時 点tの 第k主 成分 得 点Zk(t)であ る。(4)式の第 二 項 と(5)式の第 一 項 は とも にX(t+1)'
fk(t)であ る が、 これ は時 点t+1の指 標 デ ー タ 行 列 に 時点tの 第k固 有 ベ ク トル を 当 て は
めて 算 出 した合 成 得点 で あ る 。
(4)式と(5)式の第 一項 と第 二 項 の得 点 値 を平 行 す る2本 の数 直 線 上 に お と し、同 一 サ ン
プ ル の値 を線 分 で 結 ん だ 図 を作 成 し、 線 分 の 交錯 状 況 か ら⑭ と⑰ の影 響 を評 価 す る富6。
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③ トレン ドの有効性の検証
3時 点の指標データ(サンプ ル数 は151*3=453地区)に一括 して主成分分析 をか け・ 時間
不変性 の評価尺度 を求 める。ただ し①戸 当 り農 産物販売 金額 にっいて は農 産物物 価指数
(総合)を用 いて時点補正 を行 った。第T期 の第k主 成分得点 の変動量ベ ク トルtkTを下式
か ら算 出す る。
tkT=2k(T+1)-2k(T)(6)
ここに2k(t)は一括 して求 めた、時点tの 指標デー タに相当す る第k主 成 分得点ベ ク ト
ルである。両期間の変動量ベク トルtk1とtk2の相関性か らトレン ドの有効性 を検証 する。
2.分 析結果
1)主成分構造 の動態
3時点の指標データにそれぞれ主成分分析 をかけて3組 の主成分負荷量 を求 めた。図9.
1は第一及び第二主成分 の負荷量 の推移 を示 したものであ る。3組 の主成分構 造 にほぼ共
通 して第一主成分では経営成果 ・投入要素規模 と農家構造 に関す る指標(①、③ 、④、⑮、⑥、
⑧)に、また第二主成分で は土地利用型態 に関す る指標(⑦、⑩翌⑪》盈 高 い負荷景 がみ られ




















図9.1時 点 別 主 成 分 分 析 に よ る 負 荷 量 の 変 化()
一一一一一'負
農 業 所 得 水 準 の 評 価 尺 度 と し て 通 常 、 第二期(%)
用 い られ る 第 一 主 成 分 に っ い て(1)式 で10
与 え られ る 指 標 別 寄 与 率 δ1(T)を第 一 期b
　ヨ
欝濃糠 敷難 讐 .∞蟻 ⊇ 尋 継
指標 の動 き姻 示 したもので ある・同図 。 ・'鍾
において近接 する指標 は2期 間 を通 じ、
類似す るパターンで変化 したことを意味 一1・⑦e
す る。そ こで近接する指標 をまとめて5
図9.2第一主成分 に対す る指標別寄与率 の変化
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グループ(@、⑤、◎ 、⑥、◎)に分類 し、その特徴 を指摘 する。
【グループ@】 第一主成分へ の寄与率 の時系列変動が比較 的小 ざい指標群 である。このグ
ループ には①戸当 り農産物販売金額 、③第一種兼業農家率、④第二種兼業農家率 、⑥戸当
り経営耕地面積等の、第一主成分 に対す る負荷量の絶対値の大きい指標か ら構成 される宰7。
農業所得 水準 の規定力の大 きな指標は時間的に極めて安定 してい ることが理解 される。
【グループ⑤】 時間の経過 とともに第一主成分への寄与率が次第に高 まった指標群で ある。
このグ ループには㊨戸 当 り基幹的農業従事者 数、⑨戸当 り野菜作付面積 、⑫単位耕地当 り
農 産物販売金額が含 まれる。当該地域 ではこの期間(1970～80年)に大根、 とうも ろこし、
白菜 、 トマ ト等か らセ ロリ、パセ リ、 レタス、ほ うれん草等へ野菜作付品 目の転換が進ん
だが3》、 この ような集約的野菜品 目の農業所得形成 の比重 が増大 した ことが うかが える。
【グループ◎】 第一期に大き く寄与率が増加 した指標群 である。 このグループには⑧戸 当
り畑地面積、⑩水田率、⑪畑地率 が含 まれ る。
【グ ループ⑥】 第一期 に大 き く寄与率 が減少 した指標群である。このグループ には⑦戸 当
り水田面積 、⑭不作付畑地率が含 まれ る。第一期は米の生産調整が強 く推 し進 め られ た時
期に あた り、水稲栽培の農業所得 の比重が制限 きれたために相対 的に畑作物の比重が大 き
くなったこ とが◎ と⑤ の指標 グループ に反映 され た と理解 きれ る。
【グループ◎】 第二期 に大 き く寄与率が減少 した指標で、②専業農家率 が相 当す る。
以上 の ように時点別の第一主成分構造 は時間的にほぼ安定 している とみ られるが、その
動 きを詳細 に検討す ると地域農業構造の変化 を如実に反映 してい るこ とが理解 きれ る。
2)評価尺度の時間的安定性
表9.2は変動種 類別(⑭:主成 分構造 の変化に起因す る得点変動及び⑭:指標 データの変化
に起 因す る得点変動)、期間別(t=1,2)、主成分別(k=1,2)の指標デー タXと 固有ベク トル
fの年次 の組合せ を整理 した表で ある。 この表に基づき、算 出 した得点を前述 の方法 で図
化 し、それを達観 的に評価 した。
表9.2指標データ行列Xと 固有 ベク トルfの 組合せ
動種 期間xの欝 鴇 年次xの欝 鴇 年次 対応する図の番号




図9.3(a)、(b)は第一期 の⑭の結果 を示 して いる。第 一主成 分の場 合に⑭のは評価 ラ ン
ク数か らみれば無視 し得 る程度 に小 さい。第二主成分では線分 の交錯程度は拡大す るが・
極端に変動す る線分 はみ られない。第二期(図9・3(c)・(d))では両主成分 とも線分交錯 の程
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(b)第 期 第 一主 成 分XII・fI2
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(d)第一期 第 一主成 分XII・fI2
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図9.4⑦分級指標デ タの変化に起因する得点変動 薩 翻=1}lll:1}:llll)
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(ii)指標データの変化に起因する得点変動
図9.4(a)、(b)は第一期 の⑭ の結果 を示 したも のである。この場合 には極端 に変化 した
サ ンプルも み られ、両主成分 とも明か に⑭ を著 し く上回 る変動が観察 きれ る。第 二期(図
9.4(c)、⑥ で は全般 的に線分交錯 の程度 は小 ざくなるものの、⑭を著 しく上 回っている。
以上の結果か ら主成分構造 の時間的変化 が主成分得点 に与 え る影響 は、特に第一主成分
の場合に無視 し得 る程度 に小 さく、 この場合 には、時間的不 変の評価 尺度 で時点 の異 なる
指標データを評価するこ との妥当性 が検証 され た。
3)トレン ドの有効性の検証
前述の(6)式よ り両期間 の第一及 び第二主成分得点の変動量tkT(T=1,2/k=1,2)を求 め、
その平均値 と標準偏 差を算 出 した(表9.3参照)。第一期 ではそれぞれ一〇.49と→.41の低下
を示 して いる。主成分得点が標準化 されているこ とを考慮 する と、 この平 均変動量は非常
に大 きなもので ある宰8。主成分構造(一括指標デー タの主成分結果 は省 略する)から第一主
成分を農業所得水準、第二主成分 を水田依存度 と解釈す ると、上 記の結果 は農業所得水準
と水田依存度の低下が同時に、また急激 に進行 したこ とを意 味す る。 これは本節1)の分析
結果 と良 く整合 している。また第二期では両主成分 とも変動量 は小 きく、 この期間に地域







図9.5((a)第一期、(b)第二期)は第一、第二主成分 の変動量 を両軸に とって各サ ンプルの
変動量を落 し、原点 か らの有効線分で結んだ図である。両期間の変動 の相違が読み取 れる。
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変動量 の トレン ドが将来 の所得水準の安定性 の評価に利用 し うるものであるな らば、第
一期 の変動量 と第二 期の変動量 との問に相関性が確認 ざれ るはずで ある。 ところが第一期
と第 二期の第一主成分得点 の変動量(t11とt12)問の相関係数値 は一〇.05であり、有意 な
関係性 は確認 できなか った。
第一期 において米の生産調整 の影響が ドラステ ィクに作用 していた ことは本章 の分析結
果 より明かである。 この ような地域農業に対 する与件的環境が著 しく変化 したために トレ
ン ドの連続性 が一時的 に失われた可能性も考 えられ る。 しか し少な くとも上記 の事実 は変
動量 の トレン ドか ら単純に所得水準 の安定性 を評価す ることの危険性を示唆 して いると言
えよう。
W.時 間軸の縮約 に よる動態的地 区特性 の把握
前節 で検討 した ように、従来 の評価方法は①評価尺度 の時間的安定性の点で は妥当な結
果が得 られ たが、②過去 の トレン ドを単純に将来へ投影す る点で は問題が残 きれて いた。
この問題の解決の緒 を探 るために、本節では諏訪地域の3時 点 の分級結果 の動態 を明かに
す る。更に、時間軸 の縮約に よる動態的地区特性の把握方法(変動の履歴 に よる類型区分)
を試論的に検討 し、その展開可能性 を考察す る。
1.分 級結果の時間的変化
評価指標 は前節 と同様 、表9.1に示 した14指標で ある。3時 点(1970年、75年、80年)の
指標 データに一括 して主成分分析 を適用 し(サンプ ル総数 は151*3=453地区)、第一主成分
のみ を用 いて4ラ ンクに分級 した宰9。表9.4は分級ラ ンクの閾値 と時点 別の該 当地区数 で
ある。なお分級ラ ンクの閾値は、地元 関係者の判断 を仰がずに便宜的 に設定 したも ので あ
り、暫定的 なものである。
表9.4分級ラ ンクの閾値 と時点別 の該 当地区数






*矢 印は増減 の方向 を示 す。
**合計は3時 点 の該 当地 区数 の総和 を示す。
第一期(1970年一75年)では上位2ラ ンク の地区数減少 と下位2ラ ンクの地区数増加がみ
られ る。特 にラ ンク1は 激減 し、ラ ンク4は 激増 している。一方 、第二期(1975年～80年)
で は中位 のラ ンク(2,3)の地区数が同数或は減少 して いるのに対 して、上下端 のランク
で微増 して いる。 また同一ラ ンクの該当地区数 の時間的変化ではラ ンク2が 継続 して減少
し、ラ ンク4が 継続 して増加 してい る点が注 目きれ る。
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上 記の分級結果 か ら3枚 の時点別分級図 を作成 した 。この うち図9.6は1980年の分 級図
である(白地 は集落カー ドのデータの利用 できな い地 区)。これ らを重ね合せ て空 間的な変
化 を検討 した ところ次の ような特徴が観察 きれ た。
①中心市街地周辺 のラ ンク低下現象
図9。7-aは下諏訪町の中心市街地周辺 の変化 を、また図9.7-b茅野市 の中心市街地周 辺の
変化 を示 したもので ある(ランク低下現象 の方 向を図 中のレ印で主 観的に示 した)。市 街地
(DID地区)を中核 としてラ ンク3か らラ ンク4へ 、或 はラ ンク2か らラ ンク3へ の変化 が
周辺に拡大す る様子が観察 され る。
②集団的なラ ンク低下現象
図9.7-cは富士見町 の変化 を示 して いる。第一期 に上位 ランクの地区が集 団的に1ラ ン
ク程度の低下 を経験 して いる。
2.類 型設定の考 え方
過去 の トレン ドの有効性に問題 があるこ とは、前節 にお いて確認 きれてお り、従来 の安
定性 の評価方法 に将来予測的な意味 を期待す ることはで きない。 しか しなが ら、分級図の
時間的変化には前述の ように、中心市街地周辺のランクの低下現象 や集団的 なラ ンク の低
下現象等が見 られた。っ ま り、農業所得水準 はランダムに変動 するのではな く、そ こに一
定の法則性が認 め られる。
直接的な将来予測 に対 して、過去 の時間的変動が必ず しも有効 でない としても、過去の
時間的変動 を要約的に把握する こと、即 ち時間軸 の縮約に よる地 区特 性の把握 には、将来
予測の次善策 としての意義 をみ いだし うると考 え られ る。それは以下 の理 由に よる。
①外 的イ ンパ ク トが与 え られ た場合 に、地 区は自 らの対応論理(それは外的イ ンパク トを
入力情報、経営行動 を出力情報 とす る応答関数に なぞ って考 える ことがで き る)に照 らし
て、経営行動を修正す ると仮定す る。 この場合、農業所得水準 の安定性 とは外 的イ ンパク
トに対抗 して農業経営を維持 し うる対応力 を備 えている ことで ある。 この対応力 は外 的イ
ンパク トと対応論理(入力情報 と応答関数)によって定 まるものであ り、地 区毎 の対応 論理
と将来の外 的インパク トが計測 あるいは予測で きれば、安定性水準評価 は可能 となろ う。
しか し、両者 を分離 して計測す ることは、実際 には困難 で ある。
②外 的インパク トが対応 論理 にもた らす様 々な変化(経営主体 の意 識 ・意欲 ・価 値観 な どの
変化)、更に はそれ ら帰結 として の経営行動 の変化(土地利用転換 ・売却 、兼業 深化 な ど、
多面 的な変化で あるが、農業所得水 準はそれ らを総体的 に示す一 っの指標で あ る)の特徴
はその不 可逆性に ある。 したがって、現在の対応 論理 の有様 は過去 の、外 的イ ンパク トに
よる不可逆的変化のシーケンスを通 じて形成 ざれて きたものであ り、過去 の経緯 に規定 さ
れているのである。よって経営行動 の時間的変動の把握 は、将来予測 的な安定性評価 には
至 らないが・少な くとも現在 の対応論理 の相違 を総体 的に示 す動態 的地域特性 としての利
用可能性 を秘めている と考 え られる。
トレン ドの有効性 に問題 があったこ とか らも明 らかな ように、都市化 インパク トの作用
は局所的、断続的かっ流動的で あ り、 また俗にr都 市化 の波』 と形容 ざれ るように、全体
的には中心部か ら周辺部へ波状 に伝播す る性格を持 って いる と考 えられる。都市化 イ ンパ
ク トによる対応論理の相違 を識別す るためには、単一期間の変 動量 では十分では ない。 し
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か し、 この よ うな 『波状 』の動 きは複数期間 の変動パター ンの違 いか ら識別 し うる可能性
が ある職o。
ただ し時間的変動の把握方法には工夫 が必要で ある。分級図を重ね合せ る方法では評価
値 をランクへ変換す る際に情報が損失 し、またラ ンクの閾値設定 自体 に任意性が残るため、
上記 の 『傾向 』を とらえる ことが限界である。そこで農業所得水準 を代表す る第一主成分
得点 の変動量が同期 間の平均変動量を上 回るか、否かの区別 を2期 間にっいて組合せ る方
法 で 『変動 の履歴に よる類型』(変動類型又 は類型 と略称する)を設定す る。表9.5は類型
基準 を示 して いる。同表 で"+"はその期間 中のサ ンプルの変動量が平均変動量 を上 回って
いた ことを示 し、同サンプ ルの第一主成分得点の変化方向が相対的に向上或 は安定 してい
たこ と意味す る。 また"一"はその期間中のサ ンプルの変動量が平均変動量 を下回 っていた
ことを示 し、この場合 には上記 とは逆に第一主成分得点の変化方向は相対的 に低下 してい
たこ とを意味す る。
表9.5変動の履歴 による類型基準






"+"サ ンプルの変動量 一平 均変動量>0
"一刷 サ ンプルの変動量 一平均変動量く0
3.変 動類型 と分級結果 の対応 関係
表9.6は変動類型 と1980年の分級結果 のク ロス表で ある。 この表では特徴 を分 りよ くす
るた めに類型順序 を表9.2の順序 とは違 えて ある。 この表 を横 にみる と変動類型が[A]
→[C]→[D]→[B]へ 移行するに従 って、ランク別地区数 の分布中心が左か ら右へ、
即 ちラ ンク1寄 りか らラ ンク4寄 りへ と移 動 して いることがわかる。またこの表 を縦にみ
るとランク1で は類型[A]に 、ランク4で は類型 【B]に特化 している。 またラ ンク2
はラ ンク1に 対 して より類似 した傾向が認め られ、ランク3は ラ ンク4に 対 して より類似
した傾 向が認め られ るが、変動類型 の混在 が著 しい点が中位ラ ンクの共通の特 徴 として指
摘 できる。また、変動類型別 の地区数では類型[B]が 最も多 く、次 いで[A]→[D]
→[C]の 順 で少 な くな っている。
表9.6変 動類型vs分 級結果(1980年)のクロス表





*類 型順序 は表5のそれ と異なる点 に注意 。






翫落霜 鴇 溜 留 潔
分 級 指 標1970197519801970197519801970197519801970197519ε
11戸 当 た り農 産 物 販 売 額(万 円/戸)69.884.9135.841.7'45.355.179.582.5138.173.3隼69.684 .
2専 業 農 家 率(%)13.8'12.716.18.98.07.813.710,513.013.110。210 .
3第 一 種 兼 業 農 家 率(%)32.022.623.719.112.210.441.220.422.538.618。816 .
4第 二 種 兼 業 農 家 率(%)54.264.760.272.079.881.845.169.164.548.371.073 .
51戸 当 た り基 幹 的 農 従者 数(人/戸)1.281.000.950。970.670.461.490.960.881.360.920 .6
61戸 当 た り経 営 耕 地 面 積(10a/戸)7.787.527.615.194.824.528.948.718.968.076.906.4
71戸 当 た り 水 田 面 積(10a/戸)4.464.444.503.293.143.065.235.415.634.724 .424.3
81戸 当 た り 畑 地 面 積(10a/戸)2。502.732.951.341.391.283.002.963.142.452 .172.0
91戸 当 た り野 菜 作 付 面 積(10・/戸)1.351.812.140.570.680.671.010.841.090.910.810 .9
10水 田 率(%)57.4●59.159.263.465.167.758.562.162.858.564.067 .
11畑 地 率(%)32.236.438.725.928 .828.433.534.035.030.331.431.
12樹 園 地 率(%)10.44.62.110 .76.13.98.03.92。211.24.61.
13単 位耕準 当 り農 産 物販 売 額(万 円/a)0.88'1.131。780.82'0.941 .220.890.951.540.89串1.011.3
14不 作 付 畑 地 率(%)8.711.610.6暫14.112.414 .26.719.313.38.320.119.
不 作 付 水 田 率(%)0.24.74=60.33.76.60.17 .93.70.13.25.
注:*印 は 欠損 デー タの 集落 を除 い た平均 値
類型[A]
第一主成分得点の変動量が両期間 を通 じて平均変動量を上回 った類型(+,+)で ある。
この類型の特徴は前節(IIL2参照)で指摘 したグループ⑤ の指標値 の変 化が顕著 にみ られ
る点で ある。即 ち、他の いずれの類型 よりも⑨戸 当 り野菜 作付面積 と⑱単位耕地 当 り農産
物販売金額の増加傾向が著 しく、⑦戸当 り基幹的農従者数 の減少 も最少 限に とどまってい
る。主成分構造 の時間的変化 か ら読み取 れた労働集約的な野菜栽培 に よる所得寄与 の増大
は主 として類型[A]の 対応行動で あったこ とが推察 きれる。
類型[C]
第一主成分得点 の変動量 が第一期に平均変動量 を下回 り、第二期 に平均変動量 を上 回っ
た類型(一,+)で ある。1970年時点では①戸当 り農産物販売金額 、③第二種兼業農家率、
⑤戸 当 り基幹的農従者数、⑥戸当 り経営耕 地面積 をは じめ とす る経営 面積指標(⑥、⑦ 、
⑧)な どが類 型[A]よ りも高か ったが、1980年には両者 はかな り接近 し、一 部の指標 で
類型[A]を 下回って いる。また3時 点 を通 じて⑦戸 当 り水 田面積が4類 型 中で最も大 き
く、水稲依存度が高 い。⑧戸当 り畑地面積も大 きいが、類型[A]で み た ような野菜作付
面積 の増加 傾向はみ られない。第一期 に著 しい兼業深化(特に③第一種兼業農家率 の低下
と④第二種兼業農家率 の増加)がみ られ る。
類型[D]
第一主成分得点の変動量が両期間 を通 じて平均変動量 を下 回った類型(一,一)で あ る。
類型[D]で は類型[C]と 同様、第 一期 に兼業化 を経験 しているが 、類型[D]の 場合
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では経営面積 の減少(⑥、⑦、⑧)を同時に伴 っている点 が大 きな相違点 で ある。両期間の
変動 によって類型[D]の 農業構造は後述 の類型[B]の それに急速に接近 している。
類型[B]
第一主成分得点の変動量が第一期に平均変動量 を上 回 り、第二期 に平均変動量 を下 回っ
た類型(+,一)で ある。1970年時点で類型[B]の 農業構造 は他 の3類 型のそれ と明瞭に
区別 し うる。①戸当 り農産物販売金額 は低 く、④第二種兼業農家率 は高 く、経営面積指標
(⑥、⑦、⑧)は小 さく、⑩水田率は高 い等、所謂 『都市化の深化 した農業構造 』を呈 して
いる。
前節 の分析では第一期 に生産調整に よる、第一主成分への影響が観察 された(IIL2の指
標グ ループ◎ と@参 照)。同期間 の変動 が"+"の類型[B]で は⑩水田率 は高 いが、⑦戸
当 り水田面積は小 きい。一方、同期間の変動が"一"の類型[C]と 類型[D]で は⑦戸 当
り水 田面積は大 きい。この よ うな生産調整(外的インパク ト)の影響度の相違は 、水田面積
の小 さい自給米生産 的農家に対す る生産調整割当て量が相対的 に軽か ったためで あると推
察 きれ る。
5.類 型別の空 間立地特性
図9.8は変動類型区分図で ある。現地調査(役場及び農協に対す るヒアリング と現地踏査)
を踏 まえて、類型別 の空間立地特性 を指摘す る。
類型[A]
この類型 は立地条件の相違か ら更 に2タ イプに分類で きる。第一のタイプは原村 と茅野
市 の東部 に位置 し、農業振興度 の極 めて高いタイプであ る(これを[A1]と す る宰11)。DI
D地区 か らも離れてい る。第二 のタイプ は農業 的にも都市 的にも大 きな外的 インパク トを
受 けなか った と推 察 ざれ るタイプ(これ を[A2]と す る)である。既 に都市化 した諏訪湖
周辺 に点在 す るか、或 は富士見町 の中心部 に位置 して いる。 また[A2]に はJR中 央本
線 の駅前地区(茅野駅、富士見駅、信濃境駅)が含 まれている。
類型[C]
この類型 に属する地区数の約6割 が富士見町 内に立地 している。 『町 の積極的な指導に
よって水田基盤整 備が進展 したが、それが兼業化を促 した(富士見 町役場の話)』ようで あ
る。 しか し生産基盤 が整備 ざれて いたが故 に、少 な くとも耕地の荒廃は抑制 され、結果的
にはその後の所得水準 の回復 にっながったのではないか と推察 される。
類型[D]
この類型 は茅野市 内の用途地 区(1977年に中心市 街地か ら離れ て『飛び地』的に指定 ざれ
た中大塩地 区)周辺 、諏訪市南西部、茅野市 と原村 の境界付近 にみ られ る。既 に都市化 し
た地 域の外辺 に位置 し、 アーバ ンフ リンジ的性格4》を持 ってい ると推察 され る。また数 は
す くないが、一部 の山間地 区でも この類型がみ られる。
類型[B]
この類型はDID地区周辺(諏訪湖周辺 と茅野市中心市街地)及び茅野市r北 山』地 区(旧村)
に立地 している。前者 は1970年以前 よ り都市化 がか な り進んでいた と推察 きれ る。一方、
後者 はDID地区か らは相 当離れて いるが、 白樺 湖、蓼科温泉 、別荘地等の観光産業 が1970
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図9.8変 動 の履 歴に よ る類型区 分図
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い る。また 『北 山』地区では用水 の水質問題がな く、他の八 ヶ岳山麓地区 と比べて水田率
が高 くなっているが、 この点 でも前者 と共通 した性格 を持 っている。
なお、分級結果の時間的変化 と変動 類型 との問には極 めて明白な対応性 があるとは言 え
ないが 、中心市街地周辺 のランク低下 現象 は主 として類型[B]に 、 また集団的なランク
低下現象 は主 として類型[C]に 対応 している ことが窺 える。
V.ま とめ
本章 での理論的、事例的検討か ら得 られる知見を ここに総括す る。
1)従来 の動態的評価方法 に よる将来予測の妥当性にっいて
期 待所得分級 の枠組では農業所得水準 の安定性評価は現在の農業所得水準 の安定性 を確
認す るための評価 として位置 付け られ るが、土地利用計画、地 域農業計画の判断資料 とし
て期待 ざれ る所得水準 の安定 性評価 は農地 の経済的 な優良性 の将来予測で あると考 えられ
る。主成分分析を応用 した従来の評価方法が果た して上記の将来予測的評価に耐 え得 るも
ので あるか否か を①主成分構造 の動態、②評価尺度 の安定性、③ トレン ドの有効性 の各側
面か ら、事例地域で検討 した。その結果 は次 の とお りであった。
①主成分構造 の動態
分析期 間中に第一主成分構造 の極端 な変 化はみ られず、基本的に安定 してい ると判断 き
れたが 、指標別寄与率 の変化 は地域農業構造の変化 を如実に反映 していた。
②評価 尺度の安定性
上記① の評価 尺度 の時間的変化が評価結果 に与 える影響 を明かにするために、主成分得
点の変動 を主成分構造 の変化に起因す る部分 と指標データの変化 に起因す る部分 とに分解
し、両者 の影響力を比較検討 した。その結果 、前者は後者 に比べて無視 しうる程度 に小 さ
いこ とが確認 され、時間的不変 の評価尺度 が利用可能 と判断 され た。
③ トレン ドの有効性
上記②の結果 を踏 まえて3時 点の指標データを一括 して主成分分析にかける ことにより・
時間的不 変の評価尺度 を導出 した。サンプ ルの変動量 を2期 間(第一期:1970-75年、第二期
1田5-8(咋)にわたって算出し、その相関係数を算出 したが 、有意 な関係性は検証 できなか っ
た。第一期 の変動は与件的環境条件(米の生産調整)の影響 を強 く受 けたもので あったこ と
を考慮す る と、この結果がただちに従来 の評価方法 の否定にっなが るとは言えないものの、
過去 の トレン ドを単純 に将来へ投影するこ との危険性を示唆するも のであると考 えられ る。
この意味 で従来 の動態評価 の方法 は、将来的予測の視点か らは、信頼性 の点 で問題が残 さ
れてい ると推察 され る。
2)時間軸 の縮約 による動態的地区特性の把握(変動の履歴 による類型 区分)
分級図 の時間的変化 を検討 した結果、農業所得水準はランダムに変動す るのではな く・
そ こに一定 の法則性が認め られた。直接的な将来予測 に対 して・過去 の時間的変動が必ず
しも有効 でない としても、過去の時間的変動 を要約的 に把握 す ること・即 ち時間軸の縮約
に よる動態的地区特性 の把握 には、将来予測 の次善策 としての意義をみいだ しうると考 え
一lO2一
られ る。そζで、時間軸の縮 約 とい う視点 か ら、両期問の第一主成分得点 の変動量 を組合
せ た類型 を設定 し、分級結果(1980年)との対応性、各変動類型 の農業構造 と空間立地特性
を明か に した。
変動類型 とその農業構造 の時間的変化 の問には一定の関連性が確 認 された。即 ち・類型
[A]では集約 的な野菜品 目の栽培へ の積極 的対応(特に[A1]に よるもの と考 え られ る)
がみ られ、類型[C]で は経営面積の減少 を伴 わない兼業化(第一期)とその後(第二期)の
回復傾向がみ られ、類型[D]で は急激 な経営面積 の減少 を伴 った都市化農業構造への移
行がみ られ 、類型[B]で は既成 の都市化 農業構造 の深化がみ られ た。また変動類型の空
間的立地特性 にお いても一定 の対応関係が確認 ざれ た。即 ち、DID地区 に近接 す る都市化
地域([A2]及び[B])、 その外辺に点在 する都市化フ ロン ト地 区(アー バンフ リンジ、
[D])、都市化のインパク トを直接、受 けていない外辺部([A1]、[C])等 の立地特
性がみ られ た。
各類型 の特徴か ら農業所得水準の将来的な安定性 を考察す る。既に都市化農業構造 を示
して いる類 型[A2]及 び[B]は 、今後、大 きな変化が起 こる ことは な く、安定的 に推
移 する と思われる。 これ らを除外 す ると類型[A1]→[C]→[D]の 順で農業所得水
準 の将来的 な安定性を期待で きる と考 え られ る。
以上の ように変動類型 とその農業構造及び空間立地特性の間に上記の よ うな一定の対応
関係がみ られ ることは、変動の履歴(量的パターン)の相違 が外 的イ ンパク トに対 す る農業
的 な対応 の相違を要約的に把握する上で有効な評価方法 とな りうる可能性 を示唆 している。
ただし本章で試みた方法を所得水準 の安定性にっ いての一般 的な評価方法 として手順化
す ることには以下の点で解決すべ き課題が残 きれていると思われ る。
①類型規 範上 の課題
各サ ンプルの外的環境条件 、主体的条件は様 々に異な ってお り、そ こに作用 す る外 的イ
ンパク トの性質 と強度も異なって いるため、第一主成分得点 の変動量 はそれ らの総合的 な
帰結で ある と考 えられる。 ここに変動の履歴 と農業所得水準 の安定 性 との間の対応 関係 を
一般化 し難 い点がある闘2。
②手順上 の課題
類型基準 には便宜 的に平均変動量 を用いたが、 これに任意性 が残 きれてい る。また、本
章では2期 間の変動量パターンか ら類型設定 を行 ったが、 これが十 分であ るかは更に検討










































終 章 総 括
本 論 の 内 容 を以 下 に総 括 す る。
【理 論 的考 察 】
① 本 論 は 法 定 土 地 利 用 計画 の相 互 調 整 の た め の土 地 分 級 手 法 と して開 発 ざれ た地
区 分 級 を 、 地 域 ビジ ョ ンを 空 間 的 次 元 に展 開 した 「総 合 的 」土 地 利 用 計 画 の た め
の分 級 手 法 と位 置 付 け 、 発 展 的 に継 承 して い く こ とを最 終 目的 と して い る。 「総
合 的 」 土 地 利 用 計画 は 計 画 課 題 と地 域 的 固有 性 に応 じて 多 様 なも の とな る。 した
が って 、 こ の た め の 分 級 手 法 は 、 多様 な 評価 問題 に対 す る汎 用 性 を備 えて い る必
要 が あ る と考 え られ る。 分 級 手 法 の汎 用 性 は 、与 え られ た評 価 問 題 に対 して 適 切
に対 応 し う る評 価 手 法=『 評 価 関数 の構 築 を支 援 す る手 法 』 に よ って達 成 し うる
と考 え る 。
② 地 区分 級 手 法 の手 順 体 系 を整 理 し、 土 地評 価過 程 の基 本 的概 念 で あ る評 価基 準 、
評 価構 造 、 評 価 手法 にっ いて考 察 した 。 評価 基準 を価 値 的 特性 と時 間 的特 性 に よっ
て4っ の タ イ プ に 類 型 化 した 。 この う ち 、 タ イプ1(価 値 的 か っ 静 態 的)の 評 価 基
準 が 最 も一 般 的 で あ る 。 タ イ プ2(価 値 的 か っ 動 態 的)の 評 価 基 準 も提 案 きれ て い
るが 、評 価 方 法 に関 して は研 究 蓄 積 が 十 分 とは言 え ず 、評 価 手 法 と して定 式 化 す
る まで に は至 って い な い 。 また 、 評 価 手 法 を外 的 基 準 の有 無 に よっ て2っ に 類 型
化 し、地 区分 級 の場 合 に は外 的基 準 無 し の評価 手法 が 適 当で あ る こ とを指 摘 した 。
③ タ イ プ1の 場 合 の 、従 来 の 評 価 手 法(外 的基 準 無 しの ス タ イ ル)と して は 、配 点
法 と主 成 分 分 析 法 が主 と して 用 い られ て き て い る 。 配 点 法 の 場 合 に は 、主 観 的判
断 が 評価 関 数 に直 接 、反 映 きれ る 。評 価 手 順 の 簡 明性 は 配 点 法 の長 所 で あ る。 し
か し判 断 内容 が 包括 的 で あ る た め 、判 断 の妥 当 性 の 検 証 、 ま る め の誤 差 の 混 入 な
どの 点 に 問 題 が あ る と考 え られ る 。 一 方 、 主 成 分 分 析 法 の 場 合 に は 、 評 価 関 数
(主成 分)の 規 範 が 客 観 的 な も の に置 き換 え られ て い る ため 、主 観 的判 断 に 起 因 す
る 上 記 の 問題 は解 消 され 、 評 価 過 程 の 客 観 化 と手 順 化 が 可 能 とな る 。 しか し規 範
自体 は価 値 的 な 評 価 基 準 と必 ず しも 照 応 しな い点 が 問 題 とな る 。規 範 の 有 効 性 は
r類似 指 標 群 か らよ り信 頼 性 の 高 い 合 成 指 標 を構 築 す る』 よ うな場 合 に 限 定 され
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る。 下 表 に 示 した よ うに 配 点 法 の 規 範 と手 続 きが い ず れ も主 観 的 で あ る の に対 し
て 、主 成 分 分析 法 の規 範 と手 続 きは い ず れ も 客 観 的 で あ り、2っ の評 価 手 法 は対
照 的 な特 性 を 備 え て い る の で あ る 。
表 評 価 手 法 の性 格
【配 点 法 】 【AHP法 】 【主 成 分 分 析 法 】
規 範 主 観 的 主 観 的 客 観 的
手 続 き 主 観 的 客 観 的 客 観 的
④ 本 論 で新 た に提 案 したAHP法 は 、主 観 的 判 断 を規 範 とす る 点 で 配 点 法 と共通
し、手 続 きが 客 観 化 され て い る点 で主 成 分 分 析 法 と共 通 す る 。主 観 的 判 断 が部 分
的 か っ重 畳 的 で あ るた め 、 配点 法 よ り精 緻 化 が期 待 で き 、 ま た 、主 成 分 分 析 法 の
よ うに重 み係 数 が 矛盾 す る よ うな こ とは な い 。AHP法 は 、 従 来 の 配 点 法 と主 成
分分 析 法 の長 所 を兼 ね備 え て お り、今 後 、 地 区 分 級 の評 価 手 法 とし て 定 着 し うる
可 能 性 が高 い と判 断 きれ る 。 た だ し判 断 のも の さ しに付 与 す る ス ケ ー ル 値 は 、 そ
の都 度 、 修 正 す る必 要 が あ り、 配 点 法 との併 用 な どの工 夫 が必 要 で あ る と考 え ら
れ る 。
【実 証 的考 察 】
⑤与 え られ た評 価 基準 毎 に 、必 要 十 分 な評 価 構 造 が 同 定 きれ る必 要 が あ る 。 この
問 題 に関 連 して 、農 業 所 得 水 準 に 対 す る外 的 環 境 条 件 の影 響 を 因 果 モ デ ル に よ っ
て定 量 的 に分析 した 。 その分 析 結果 を 踏 ま えて 、 地 区 分 級 の 評 価 構 造 に 対 して 考
察 を加 え た。土 地 条 件 を重 視 す る必 要 が あ る こ と、 地 域 的 な 固 有 性 に も 配 慮 して
評 価 構 造 を同定 すべ き こ と、都 市 化 水 準 か ら農 業所 得 水 準 の安 定 性 を推 定 で き る
可 能性 が あ る こ とな どの知 見 を得 た 。
⑥主 成 分 分 析 法 の 問題 点 と して 特 異 サ ン プ ル の影 響 と指 標 加 除 の影 響 の2っ を取
り上 げ、 農業 所 得 水 準 の事 例 か ら実 証 的 に検 討 した 。特 異 サ ン プ ル が 相 関 行 列 と
主 成 分 構造 に無 視 しえな い影 響 を 与 え うる こ とが 判 明 した 。最 少 限 の 手 順 上 の配
慮 として 、 ヒス トグ ラ ム や散 布 図 に よ るサ ンプ ル お よび指 標 の チ ェ ック を 行 う こ
とが必 要 で あ る。 また指 標 の加 除 に対 して 第 一 主 成 分 は極 め て 硬 直 的 で あ る こ と
が 判 明 した。 この こ とは指 標 の操 作 に よ って 第 一 主 成 分 の構 造 を修 正 す る こ とが
事 実 上 、 困難 で あ る こ とを示 唆 して い る。
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⑦ 配 点 法 ・ 主 成 分 分 析 法 ・AHP法 の3っ の 評 価手 法 を都 市 的 適 性 評価 に適 用 し
た 。評 価 関 数 の重 み 係 数 と評 価 値 の妥 当性 の2っ の側 面 か ら、 そ れ ぞ れ の結 果 を
考 察 し・ そ の優 劣 を実 証 的 に 比 較 し た 。重 み 係数 に お い て主 成 分 分 析 法 にみ られ
た矛 盾 が な く・ 配 点 法 にみ られ た ま る め の誤 差 を小 ざ く して評 価 関 数 の精 緻化 が
期 待 で き・ ま た・ 評 価 値 の正 答 率 で も良 好 な結 果 が 得 られ た とい う諸 点 か ら、3
つ の評 価 手 法 の 中 で はAHP法 が 最 も 適 当 で あ る と判 断 きれ た 。
⑧ タ イプ2の 評 価 基 準(所得 水準 の安 定性)に 関 して 、従 来 の方 法 に検 討 を加 えた 。
将 来 予 測 の 観 点 に た っ て 、主 成 分 構 造 の動 態 、 評 価 尺 度 の 時 間 的安 定 性 、 トレン
ドの有 効 性 な どか ら、 主 成 分 分 析 を応 用 した従 来 の 方 法 の 妥 当 性 を検 証 した とこ
ろ、 地 域 農 業 の 動 態 が 如 実 に主 成 分 構 造 に反 映 され る こ と、評 価 尺 度 と して の第
一 主 成 分 は 時 間 的 に安 定 して い る と判 断 され るが 、 ト レン ドの有 効 性 に は問 題 が
あ る こ とな どが 判 明 した 。更 に 、 動 態 的 特 性 把 握 の 観点 か ら、新 た に 『変 動 の履
歴 に よる類 型 区 分 』 を試 論 的 に提 案 し、 類 型 別 の特 徴比 較 か ら同 区分 方 法 の可 能
性 を考 察 した 。
最 後 に 、本 論 で 十 分 、考 究 きれ な か っ た事 項 を 当面 の 検 討 課 題 として 、 以 下 に
指 摘 して お く こ とに す る 。
① 動 態 的 評 価 方 法 の理 論 的 整 理
本 論 で は第9章 で 動 態 的 評 価 方 法 に っ いて 検 討 したが 、理 論 的整 理 に まで は 至
らなか っ た 。 将 来 的 予 測 に 関 して は 不 確 定 な要 因 が介 在 す るた め に 、 困 難 が 伴 う
こ とも 予 想 され るが 、 地 域 計 画 の 策 定 過 程 で 、地 元 住 民 へ の 説 得 材 料 と して 、例
え ば将 来 の土 地 利 用 変 化 の動 向 な どを知 りた い との要 望 は 強 く、今 後 の研 究 開 発
が 待 た れ る。
② 評 価 構 造 の同 定 手 法 の 開発
地 区分 級 手 法 の汎 用 性 は 、 評 価 手 法 の検 討 み な らず 構 造 構 造 の 同 定 手 法 の検 討
が必 須 で あ る 。本 論 で は第6章 で 評 価 構 造 に 関 して 実 証 的 な 考 察 を加 え た が 、 評
価 構 造 の 同 定 手 法 の開 発 に は 至 って い な い.評 価 構 造 は 少 な く とも@評 価 基 準 の
把 握 に 対 す る必 要 十 分 性 、 ⑤ 対 象 地 域 の 固 有 性 、 ◎ 評 価 手 法 か ら要 請 され る条 件
等 に 配 慮 して決 定 され な け れ ば な らな い と考 え られ る 。今 後 、 か か る要 件 を 満 足
す る評 価 構 造 の 同 定 手 法 の開 発 が必 要 と され る 。
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③ 類 似 す る評 価 手法 の 計画 論 的 観 点 か らの体 系 化
地 区分 級 の評 価 手 法 に関 す る基 礎 的研 究 は 、 社 会 指 標 、環 境 指 標 あ る いは 生 活
環 境 評 価 な どの分 野 で 蓄 積 きれ て き た評 価 手 法 と共 通 す る も の が あ る 。 これ らを
地域 計 画 論 の 観点 か ら、地 域 診 断 手 法 と して再 編 成 して い くこ とが で き れ ば 、極
め て強 力 な計 画 支 援 手 法 へ と展 開 し うる 。
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⑤ 都市 基盤施設 の整備水準OO
⑥ 土地 の 自然的条件か らみた適格性 ○
⑦ 都市 的適性 の総合評価 ○ ○
⑧ 最終 的な評価結果 の報告0
2.作 業手順(付図1.1参照)
【A価値尺度化 の手順 】
①各サ ンプ ル(地区名)を指標 データ値 の順 に並べ変える(S1,S2,..,S。)。
S1とS2との問に当該指標 に関 して有為 な差異が無 い と判断 され る場合にはこの2っ の
サ ンプルを1っ のクラス タ(C1={sbs2})として扱 う.
③同様 の手順 をs3以降に対 して繰 り返す 。Si.1がC1({s1,s2,。.,Si})と有為 に異な
る と判断 ざれ る場合にはSi.1から始 まる別 のクラスタ(C2={Si.1})として扱 う。
④上記 ②、③の手順 によって全 サ ンプルを5な いし6個 のクラスタに分類 きれる。但 し指
票データ値 に よる順位 と達観的な判 断 とが くいちが う(例えばSk、M1〈k〈M2が達観的 な判断
ではC」・{SM1,..,SM2}以外のクラスタに分類 される)場合 は達観的な判 断を優先 させ る。
⑤ クラスタC1に対 して5点(満 点)を与 え、以降 のクラスタに適 当な指標値 を与 える。
【Bスケール値 の修正手順 】
①持点1000点を各指標 の重要度に応 じて配点 し(配点法に よる指標の重 み付 け)、この配点
店果か ら最も重要度 の高 い指標@と 最も重要度の低い指標⑤ の重み係数の比Rを 計算する。
②@と ⑤ の一対比較判断の結果(判断のもの さし上 での位置)にRが 対応す るよ うに各位置
のス ケール値 を修正する。
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《研究会で の作業手順》 《研究室でのデ スクワーク》
i
第一部スター ト
価値尺度化 され た指標値 を
評価関数 に代入 して評価値前回の評価結果の報告
を算 出す る(前評価項 目)
前回の評価結果 の再検討 前 回の評価項 目の最終結果
と指標値 の修正
評価基準、指標 の解説 と 指標デー タの収集 ・整理 ・図イ







《休憩》 判断倦 蘇 計 スケ鷲 の修正
T第 二部スタート ー一 「 一 一 一 一 「 『 『`「 一「一 一l
l
自由討論 による判断の 計算機 による対話型のi 　
集約化(C3)感 度分析l
l
　 コ ロ ロ ロ ロ ロ 　 リ コ コ よ つ
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1評価結果 の報告ll価 値尺度化 ざれた指標値 を
1
.1;評 価関数 に代入 して評価値




ヒ コ ロ の コ の 　
L_1次 回の研究会 に関係す る作業
付図1,1研究会方式の基本 パター ン
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【C二段階手順に よる一対 比較判断 の集約化手順 】
付図1.1に示 す ように研究会 の作業手順 は意図的に休憩 をはきんで、第一部 と第二部に
割 されてい る。第一部 の最 後に実 施す る一 回目の一対比較判断(C1)を休憩時に現場で集計
(C2)し、第二部 の 自由討論(C3)での 「たたき台 」 として利用す る。(C3)の目的は指標 の
み付 けにかかわ る、一対比較判断 の個人的相違 の所在をお互 に確認す る と共 に、 自らの判
の再考 ・調整 を うながす こ とで ある。 この際 、AHP法 の感度分析 を実行す ることが有
メである と考 えられる。っ ま り異な る判断結果 が どの ように指標の重み係数 に反映 ざれ る
・を感度分析で確認 しなが ら討論を深め るわけである。 このような意味か ら、試験的に言
機 を会場に持 ち込み 、感度分析の結果を即座 に討論ヘ フィー ドバ ックする体制を導入 し
た。討議 を尽 した時点 で二 回目の判断(C4)を求 める。 このよ うな二段階の判断手順 はデル
フ ァイ法の一部を援用 したも ので ある。
3.研 究会資料
付表1.2研究会資料の題 目
番 号 題 目
No.1『都市的土地利用適性の評価 に関す る調査』の概要にっいてa
No.2一 対比較法 を用 いた評価方法 にっいてa
No.3都 市 的土地利用適性 の評価構造(試案)a
No.4都 市 的土地利用適性評価 の枠組a
No.51.生 活環境施設の整備水準 にっいてb
No.6生 活環境施設 の一対比較 の集計結果c
lNo.7111都市基盤施設の整備水準 にっ いてlbl
INo.81都市基盤施設 の一対比較の集計結果lcl
隠 懸 辮 繍 灘 籍藁ついて 圓
lNo.111VI.都市 的適性 の総合評価 にっいてlbl
No.12総合評価 の一対比較の集計結果c
a3調査概要 と全体の評価構造b:評 価基準 と指標データの解説c:評 価結果の総括
4研 究会 に対する入 出力情報
○レ雛 喫iレ腿 騨
▲ ↓ ↑ ▼
じ コ コ 　 　 　 　 　 　 の 　 ロ 　 コ な ロ 　 　 　 　 へ
己点 法に よる重み付 け ← ← ト 回 目判断 の集計結果 ○
▲ ▼
回目の一対比較判 ← 研 究 会 ←嬬 型轍 分析の闇
▲ ▼
○評価基準と指標の説明 → → 一回目の比較判断
▲ ↓ ↑ ▼




[=コ入力情報[コ 出力情報 く 進行方向 ○ 研究会資料
付 図1.2研 究 会 方 式 の 入 出力 情 報
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資 料2地 区 分 級 の 適 用 事 例 一 茅 野 市 一
資料2は 茅野市を対象地域 として、地区分級 を適用 した事例 の概 要を まとめたものであ
る。第8章 の対象地域で ある長野県茅野市 では、本論の研 究調査 と並行 して、農振計画見
直 しの過程 にあった(1987年当時)。本資料 は調査 にご協力 をいただいた地元 自治体へ の研























農業所得水準評価は付表2・1の第一主成分 得点を用い、都市的適性評価 はAHP法 によ
る評価 値を用 いた・付表2・2は総合 的類型区 分の結果 であ る。同付表に おいて都市 的適性
の評価値3・Oを閾値 として2分 割 し、農業所 得水準 の評価値0.O(平均値)を同 じ く閾値 とし
て2分 割 し・両者 を組合せ た大分類4種 と大分類 硬`・ 区分 した小分類9種 を試論的に設







































用囎 性が轍 灘 である.外生的な醐 鯉 用麟 ・対しては勧
規制すると同時に農業生産基盤の整備に努めるべき類型である。農振計画の見直しでは内生的な都市
的土姻 用の額 量相当分を除いて原貝り的に農馳 綻 を行うこと珊 要であると老えられる・ 『8
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註 地区名 の前 に付 いた番号 は付図1中 の番号に対応 す る。
◎ 過去5年 程度の都市化 が特 に著 しい地区
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